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「令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」の結果等を踏まえた 

地方公共団体における勤務環境の整備・改善等について（通知） 

 

 各地方公共団体の協力により実施した「令和５年度勤務条件等に関する調査」に

ついて、結果を取りまとめましたので通知します。 

今回調査した項目の中には、時間外勤務や休暇取得の状況、多様で柔軟な勤務時

間の設定、男性職員の育児休業の取得状況、メンタルヘルス不調による休務者の状

況が含まれており、いずれも地方公務員の働き方改革の推進に深く関わる統計とな

っております。これらの調査結果は、職員が心身の健康を維持し、ワークライフバ

ランスを保ちながら職務に従事できる環境を任命権者及び各職場の管理監督者が整

えることの重要性を示唆するものです。このような環境を整えることは、各団体の

組織がその力をいかんなく発揮し、住民に対する質の高い行政サービスを提供する

ことにもつながるものと考えられます。 

 また、職務環境や業務上の人間関係における問題は、職員の心身を損ない、各種

ハラスメント事案や近年増加の一途であるメンタルヘルス不調による長期間の休務

にもつながり、不調に陥った職員のみならず、他の職員、ひいては各団体の組織全

体の職務遂行にも著しい支障が生じ得るところです。加えて、このような活力が低

下した組織の状況では、人口減少・少子化の折、自治体運営の将来を担う有為な人

材の採用にも影響が及ぶことが懸念されます。 

 各団体におかれましては、働き方改革がそれぞれの組織にもたらす意義及び効果

を十分認識の上、調査結果を踏まえた勤務環境の整備・改善を進めるべく、下記の



事項にも留意の上、対応いただくようお願いします。 

各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村等に対してもこの旨周知いた

だきますようお願いします。なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・

照会システムを通じて、各市区町村等に対しても、本件について情報提供を行って

いることを申し添えます。 

なお、本通知は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及

び地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくもので

す。 

 

記 

 

第１ 地方公共団体における働き方改革に向けた勤務環境の整備・改善 

１ 勤務時間・休暇に関する事項 

(1) 勤務時間、休暇等については、地方公務員法（以下「地公法」という。）第

24条第４項により、国及び他の地方公共団体との権衡を失しないよう求められ

ているとともに、労働基準法（昭和22年法律第49号。以下「労基法」という。）

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「安衛法」という。）等地方公務

員に適用される労働関係法令の定めに反しないよう配慮し、各種制度を整備し

ていただきたいこと。 

  とりわけ、国家公務員について措置されている特別休暇であって、労働関係

法令にも同様の定めのある休暇について措置していない団体においては、特に

留意すること。 
 

(2) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育休法」

という。）に基づく「育児休業」、「部分休業」、「育児短時間勤務」につい

て、条例が未整備である団体は、各制度の趣旨を踏まえ、地域の実情に応じて

所要の措置を講じていただきたいこと。 
 

(3) ワークライフバランス推進の観点から、柔軟な勤務時間制度として、「時差

出勤制度」、各種「早出・遅出勤務」及び「フレックスタイム制度」等の制度

について、積極的に活用していただき、多様で柔軟な働き方を可能とする勤務

環境の整備を進めていただきたいこと。 

今回調査では、従来の「早出・遅出制度」に加えて、申請に際し特に理由を問

わない制度として「時差出勤制度」を新たに調査している。時差出勤制度を導入

している団体の取組事例を別添に掲載したので、これも参考に、地域の実情に応

じ、ワークライフバランス推進に資する取組の実施について積極的な検討をお

願いしたいこと。 



(4) 時間外勤務の縮減及び年次有給休暇の取得促進については、時間外勤務命令

の上限規制制度の実効的な運用や、計画表の活用等による職員が年次有給休暇

を取得しやすい環境づくりなどにより、積極的に取り組んでいただきたいこと。

また、民間においては、年次有給休暇の年５日の確実な取得が罰則付きで定め

られていることも鑑み、各団体におかれては、職員の年次有給休暇の使用につ

いて配慮いただきたいこと。 

なお、時間外勤務の関係については、別途通知する。 
 

(5) 男性職員の育児休業並びに配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇につい

ては、その取得向上について、積極的に取り組んでいただきたいこと。 

なお、これらの休業等の取扱いについては別途通知する。 

 

(6) 会計年度任用職員の休暇等については、当該休暇等を有給とするか否かも含め、

     国の非常勤職員との間の権衡を失しないように適当な考慮が払われるべきもの

     であること。 

また、公民権行使を事由とする休暇、官公署出頭を事由とする休暇、産前・産

後休暇、保育時間及び生理日の就業困難を事由とする休暇については労基法の

規定により、子の看護休暇、短期介護休暇、介護休暇及び介護時間については

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平

成３年法律第 76 号）の規定により、妊産疾病を事由とする休暇については雇

用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年

法律第 113 号）の規定により、それぞれ、措置を行っていない部門・職種が存

在する団体においては特に留意すること。 

さらに、育休法に基づく「育児休業」及び「部分休業」について、会計年度

任用職員が取得するための条例が未整備である団体は、各制度の趣旨を踏まえ、

地域の実情に応じて所要の措置を講じていただきたいこと。 

 

２ 安全衛生に関する事項 

職員の健康確保措置については、安衛法に基づき、長時間勤務者に対する医師

による面接指導や、ストレスチェック等によるメンタルヘルス対策に取り組んで

いただいているところであり、引き続き積極的に取り組んでいただきたいこと。 

なお、職員の健康確保措置に関する詳細は、別途通知する。 
 

第２ 地方公共団体における人材確保に関する事項 

(1) 職員採用試験については、地域住民のニーズを適切に反映し、円滑な行政運

営を行うための多様な人材確保を行うため、中途採用の取組の推進や職員採用試



験の多様化など、様々な取組を行っていただいているところである。しかしなが

ら、地方公務員の競争試験の受験者数・競争率については、人口減少・少子化の

中、社会情勢の変化や就業意識の多様化等により、長らく減少傾向が続いており、

低水準に留まっている。 

このため、人事担当課並びに人事委員会におかれては、それぞれが緊密な連携

を確保し、それぞれの地域の実情を踏まえて、多様な人材確保のための試験制度

の構築、人材確保活動等に引き続き取り組んでいただきたいこと。 

その際、「人材育成基本方針策定指針の改正について」（令和５年12月22日総

行給第71号ほか）を踏まえ、人材育成・確保基本方針策定指針において示された

人材確保に係る取組について、各団体の実情に即して積極的に検討いただきたい

こと。また、現在、地方公共団体の人材育成・確保の推進に関して参考となるよ

うな取組事例を新たに収集しているところであり、今後、各団体へ情報提供する

予定であること。 

 

(2) 中途採用について、「地方公共団体における就職氷河期世代支援に係る中途

採用の方針」（令和６年９月30日総行公第82号）により要請しているとおり、

国家公務員に係る方針も踏まえ、引き続き、既存の中途採用試験等の中で就職

氷河期世代の採用に取り組むほか、受験資格の上限年齢の引き上げなどの応募

機会の拡大、採用情報等の一層の周知などを含め、積極的に取り組んでいただ

きたいこと。 

 

 

（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【下記以外の事項】 

公務員課    三木、阿部、小林 

            TEL:03-5253-5544 

【安全衛生に関する事項】 

安全厚生推進室 出口、髙味 

        TEL:03-5253-5560 
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地方公務員における働き方改革に係る状況
～令和５年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要～

○ 地方公務員の勤務時間・休暇等の勤務条件や競争試験の令和５年

度（一部、令和６年４月１日現在）の状況について調査

【対象団体】 都道府県（47団体）、指定都市（20団体）及び

その他の市区町村（1721団体。以下「市区町村」という。）

※安全衛生に関する事項については、一部事務組合等を含む。

【対象職員】 一般職に属する地方公務員（会計年度任用職員を除く）

※安全衛生に関する事項については、

特別職に属する地方公務員及び臨時・非常勤職員を含む。

【主な調査項目】 ・競争試験等に関する事項

・勤務時間及び休暇等に関する事項



１．競争試験の状況
（１）競争試験全体の状況

　（注）人事委員会（競争試験等を行う公平委員会を含む。）又は任命権者が実施した職員採用競争試験を調査。

　　　なお、試験の名称が「選考」となっていても、公募・公告、能力実証判定、採用候補者名簿作成の

　　　４つの要件を満たす実質的な競争試験的選考は含む。

　（注）本表における「競争率」は、受験者数／合格者数　により算出している。

（２）中途採用の状況

（単位：団体）

　（注）本表は、各年度に実施された、主に新卒者を対象に行う採用試験以外の試験の実施状況を記載している。

　（注）本表における「採用倍率」は、受験者数／採用者数　により算出している。

　（注）市区町村の「団体数」には、市区町村（1,721団体）に加えて、特別区人事委員会が含まれている。

過去１０年間の競争試験における受験者数、合格者数及び競争率の推移

過去５年間の中途採用試験における受験者数及び採用倍率の推移

過去５年間の中途採用試験の実施団体数の推移
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○ 受験者数は399,199人で、前年度から39,452人減少。合格者数は86,753人で、前年度から1,949

人増加。競争率は4.6倍で、前年度から0.6ポイント減少。

○ 受験者数は長らく減少傾向が続いている一方、合格者数はなだらかな増加傾向となっている。

これに伴い、競争率についても減少傾向が続いており、低水準となっている。

（単位：倍）
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○ 令和５年度に実施した中途採用試験について、受験者数は76,471人で、前年度から3,456人減

□少。採用者数は11,131人で、前年度から1,957人増加。採用倍率は6.9倍で、前年度から1.8ポイ

ント減少。

○ 受験者数は令和２年度以降減少傾向にあるが、実施団体の増加による影響もあり、採用者は

□年々増加している。

100

50

団体数 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R4→R5
都道府県 47 44 47 47 47 47 -
指定都市 20 20 20 20 20 20 -
市区町村 1,722 730 839 898 935 1,036 101
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２．勤務時間・休暇等
（１）時間外勤務の状況

ア） 地方公務員の平均時間外勤務時間数（直近３年分）

○ 時間外勤務時間（年間） （単位：時間） 　　　  ○ 時間外勤務時間（月間）          （単位：時間）   

※調査対象は、警察部門、消防部門及び教育委員会以外の部門に属する職員のうち、管理監督職員（管理職手当を支給される職及びこれに準じる職として条例で定める職
　に任用されている職員）を除いた職員である。
※「時間(年)」は、対象団体における時間外勤務の年間総時間数を、「平均職員数（対象団体の各月の職員数を足し上げた数を12で除したもの）」で除したもの
　（小数点第2位を四捨五入）。

イ） 時間外勤務の時間数が月45時間を超える職員数及び職員割合（直近２年分） （単位：人）

45時間超
100時間

未満

100時間
以上

45時間超
100時間

未満

100時間
以上

12,693,257 684,714 639,820 44,894 12,760,997 614,699 579,004 35,695 ▲ 70,015

(100.0%) (5.4%) (5.0%) (0.4%) (100.0%) (4.8%) (4.5%) (0.3%) ▲ 0.6%

3,100,301 221,442 204,045 17,397 3,091,504 188,867 177,102 11,765 ▲ 32,575

(100.0%) (7.1%) (6.6%) (0.6%) (100.0%) (6.1%) (5.7%) (0.4%) ▲ 1.0%

1,914,879 105,945 100,966 4,979 1,945,037 98,850 94,860 3,990 ▲ 7,095

(100.0%) (5.5%) (5.3%) (0.3%) (100.0%) (5.1%) (4.9%) (0.2%) ▲ 0.4%

7,678,077 357,327 334,809 22,518 7,724,456 326,982 307,042 19,940 ▲ 30,345

(100.0%) (4.7%) (4.4%) (0.29%) (100.0%) (4.2%) (4.0%) (0.26%) ▲ 0.5%

※「調査対象延べ人数（年間）」は、各月の職員数を12ヶ月分合算したものである。
※「45時間超」、「45時間超100時間未満」及び「100時間以上」欄の上段は、それぞれの区分に該当する職員数である。
※「45時間超」、「45時間超100時間未満」及び「100時間以上」欄の下段は、「調査対象延べ人数（年間）」に占めるそれぞれの区分に該当する職員の割合である。

100時間
以上

45時間超 45時間超
100時間

未満

令和４年度 令和５年度 R４→R５　増減

調査対象
延べ人数
（年間）

45時間超
調査対象
延べ人数
（年間）

45時間超

指定都市
▲ 6,106 ▲ 989

▲ 0.4% ▲ 0.1%

全体
▲ 60,816 ▲ 9,199

▲ 0.5% ▲ 0.1%

市区町村
▲ 27,767 ▲ 2,578

▲ 0.4% ▲ 0.03%

都道府県
▲ 26,943 ▲ 5,632

▲ 0.9% ▲ 0.2%

○ 職員１人当たりの時間外勤務時間は、全団体平均で月間11.8時間、年間141.1時間となっており、いず

れの団体区分においても前年度から減少。

○ 時間外勤務の時間数が月45時間を超える職員の割合は全体で4.8％、うち月100時間以上の職員の

割合は全体で0.3％となっており、いずれの団体区分においても前年度から減少。団体別に見ると、

都道府県が大きく減少している。

令和３年度 令和４年度 令和５年度

時間(年) 時間(年) 時間(年)

148.2 149.6 141.1 ▲ 8.5

都道府県 173.6 176.6 162.3 ▲ 14.3

指定都市 157.5 156.4 151.5 ▲ 4.9

市区町村 135.4 137.0 130.0 ▲ 7.0

R4→R5
増減

（時間(年)）

全体

令和３年度 令和４年度 令和５年度

時間(月) 時間(月) 時間(月)

12.4 12.5 11.8 ▲ 0.7

都道府県 14.5 14.7 13.5 ▲ 1.2

指定都市 13.1 13.0 12.6 ▲ 0.4

市区町村 11.3 11.4 10.8 ▲ 0.6

R4→R5
増減

（時間(月)）

全体
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（２）柔軟な勤務時間制度の導入状況

都道府県
（47）

指定都市
（20）

市区町村
（1,721）

531 39 16 476

(29.7%) (83.0%) (80.0%) (27.7%)

839 34 15 790

(46.9%) (72.3%) (75.0%) (45.9%)

234 32 9 193

(13.1%) (68.1%) (45.0%) (11.2%)

159 24 6 129

(8.9%) (51.1%) (30.0%) (7.5%)

105 23 5 77

(5.9%) (48.9%) (25.0%) (4.5%)

172 28 7 137

(9.6%) (59.6%) (35.0%) (8.0%)

1,248 40 13 1,195

(69.8%) (85.1%) (65.0%) (69.4%)

99 18 5 76

(5.5%) (38.3%) (25.0%) (4.4%)

※「時差出勤制度」とは、基本の勤務時間（例：８時30分から17時15分の時間帯）に加えて複数の勤務時間

　パターンを設定し、公務に支障がない範囲内で、職員の申告により勤務時間を割り振る制度を想定。申告に際して

　理由を問わない点で、各種早出・遅出制度とは異なる。

※早出・遅出制度及びフレックスタイム制度については、国家公務員に準じた措置を実施している団体を計上。

通勤混雑緩和のための
時差通勤

時差出勤制度、早出・遅出及びフレックスタイム制度の導入状況（令和６年４月１日現在）

※下段括弧内は団体区分中の割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：団体）

全体
（1,788）

業務上の早出・遅出

時差出勤制度

疲労蓄積防止のための
早出・遅出

修学等のための
早出・遅出

障害の特性等に応じた
早出・遅出

育児・介護のための
早出・遅出

フレックスタイム制度

○ 今年度の調査では、従来の「早出・遅出制度」に加えて、申請に対し特に理由を問わな

い制度として、「時差出勤制度」を新たに調査。全体で約３割の団体が、特に理由を問わ

ない「時差出勤制度」を導入していることがわかった。

○ 育児・介護のための早出・遅出制度の導入は、全体で約７割と、引き続き高水準。

その他の目的の早出・遅出制度は、特に市区町村で低水準の傾向にある。

○ フレックスタイム制度は、近年増加傾向ではあるが、全体で99団体（5.5％）と

低水準にある（前年度96団体（5.4％））。
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（３）年次有給休暇・育児休業等の取得状況
① 年次有給休暇の取得状況

ア）年次有給休暇の平均取得日数　　※括弧内は令和４年

【令和５年１月１日～令和５年１２月３１日
※

】 〔参考〕平均取得日数（日）

国 16.2 (15.5)

47団体 14.3 (12.8) 民間 11.0 (10.9)

20団体 16.0 (14.9)

1721団体 13.4 (12.0)

301名以上 (533団体) 13.9 (12.5)

101名以上
300名以下

(704団体) 12.3 (10.8)

100名以下 (484団体) 12.0 (10.6)

1788団体 14.0 (12.6)

※年度単位で年次有給休暇を付与している団体については、「令和５年４月１日～令和６年３月31日」
（注）調査対象は、首長部局に勤務する非現業の一般職に属する職員のうち、調査対象の全期間在職した者。
（注）民間の括弧内の数値は、令和４年又は令和３会計年度。
（注）市区町村の内訳区分は、調査対象人数で区分している。
（注）国の出典は「令和６年国家公務員給与等実態調査」（人事院）。
　　　民間の出典は「令和６年就労条件総合調査」（厚生労働省）。

イ）年次有給休暇の平均取得日数の推移（平成31年～令和5年）

平均取得日数(日）区　　分

市区町村

全　体

都道府県

指定都市

11.7 11.7 

12.3 
12.6

14.0 

12.3 
11.8 

13.0 12.8 

14.3 
14.0 14.0 14.2 

14.9 

16.0 

11.0 11.1 
11.5 

12.0 

13.4 

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

平成31年

（令和元年）

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

(日)

都道府県

全 体

市区町村

○ 年次有給休暇の平均取得日数は14.0日/年で、前年度から1.4日増加している。

近年増加傾向にあるものの、国家公務員（16.2日/年）よりも少ない水準。

○ 団体区分別にみると、平均取得日数は指定都市が最も多く、次いで都道府県、市区町村

の順となっており、市区町村では規模が小さいほど取得日数が少ない傾向にある。

指定都市
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②育児休業の取得状況

ア）男性職員の育児休業取得率（令和５年度）　※括弧内は令和４年度

43.9% 76.3% 62.4% 46.5% 60.1% 28.7% 101.1%

(27.2%) (56.2%) (44.8%) (26.9%) (18.2%) (17.0%) (100.9%)

54.1% 80.0% 73.1% 41.9% 35.8% 99.1%

(39.9%) (65.3%) (62.4%) (26.6%) (21.7%) (99.3%)

51.6% 59.6% 49.9% 25.2% 51.0% 100.1%

(36.4%) (44.1%) (35.1%) (11.1%) (39.3%) (99.9%)

47.6% 66.4% 57.4% 46.5% 34.0% 31.2% 100.4%

(31.8%) (49.9%) (42.0%) (26.9%) (16.4%) (19.2%) (100.3%)
※取得率は、調査年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数に対する調査年度中の新規取得者数（調査年度以前に取得可能
　となって、調査年度中に新たに育児休業を取得した者を含む）の割合である。このため、取得率が100％を超えることがある。
※消防部門について、上記結果に一部事務組合（消防部門）を合算した場合の令和５年度の男性育児休業取得率は、「30.4％」

※R4年度から従来の「地方公務員（首長部局等）」を「地方公務員（一般行政部門）」と「地方公務員（公営企業等）」に区分して調査を実施。
　 そのため、グラフ上はR4年度から、「地方公務員（首長部局等）」を「地方公務員（一般行政部門）」に移行。

※国家公務員（全体・一般職）の最新公表値は、本資料公表時点でR４年度。

男性職員の育児休業取得率

教育
委員会

（参考）
女性職員
全合計

全合計
警察
部門

消防
部門

都道府県

指定都市

市区町村

合　計

-

-

一般行政
部門

公営企業
等

4.4 

47.6

66.4 

8.3 

3.1 

43.9

7.0 

54.1

5.5 

51.6

10.0 

43.9

18.1

72.5

0

10

20

30

40

50

60

70

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

地方公務員全体

地方公務員（一般行政部門）

地方公務員（首長部局等）

都道府県

指定都市

市区町村

国家公務員（全体）

国家公務員（一般職）

○ 令和５年度に新たに育児休業を取得した男性職員

は29,002人で取得率47.6％、女性職員は47,510人で取得率100.4％。

○ 男性職員の育児休業取得率は、前年度から15.8ポイント増加となり過去最高。

○ 一般行政部門の男性職員の育児休業取得率は66.4％、このうち一週間以上の取得率は

64.3％となっている。前年度よりも大きく伸びているが、政府目標 （令和7年までに一週間

以上の取得率：85％）と比べ低水準となっている。

○ 団体区分別・部門別にみると、団体区分別では都道府県（43.9％）で、部門別では消防部

門（34.0％）と教育委員会（31.2％）で、特に低水準となっており、団体間・部門間の差は大

きいものの、いずれの団体区分・部門においても、取得率は前年度より大きく増加している。

○ 育児休業期間の分布状況について、男性は２週間以上１月以下が38.3％と最も多く、次

いで１月超３月以下が24.3％となっている。女性は12月超24月以下が35.5％と最も多く

なっている。

※参考：男性の育児休業取得率（最新公表値）

国家公務員 43.9％ （令和４年度）

民間企業 30.1％ (令和５年度)

国家公務員
（一般職）

地方公務員
（一般行政部門）

指定都市

市区町村

都道府県

地方公務員

全体

国家公務員

全体

（単位：％）
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イ）男性職員の育児休業取得率の上位団体

【全部門合計（都道府県）】 【全部門合計（指定都市）】

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

1 福井県 66.2% 41.6% 1 福岡市 97.4% 60.5%

2 鳥取県 64.9% 44.2% 2 岡山市 65.2% 45.4%

3 秋田県 62.8% 57.0% 3 千葉市 64.7% 78.2%

4 福島県 62.5% 45.3% 4 新潟市 64.4% 58.7%

5 山形県 61.6% 46.4% 5 札幌市 61.8% 38.2%

6 岩手県 57.9% 52.4% 6 堺市 56.6% 37.5%

7 島根県 57.1% 32.1% 7 仙台市 56.5% 39.6%

【警察部門（都道府県）】 【消防部門（都・指定都市）】

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

1 福島県 132.2% 68.9% 1 福岡市 104.6% 51.3%

2 鳥取県 116.9% 63.2% 2 岡山市 77.3% 37.5%

3 島根県 95.1% 27.3% 3 さいたま市 68.0% 41.8%

【教育委員会部門（都道府県）】 【教育委員会部門（指定都市）】

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

1 東京都 67.2% 48.3% 1 福岡市 85.4% 37.6%

2 山形県 52.4% 18.0% 2 札幌市 50.2% 24.6%

3 滋賀県 47.3% 23.0% 3 堺市 47.5% 25.4%

ウ）育児休業期間の状況（令和５年度)

【男性職員】 【女性職員】

都
道
府
県

都
道
府
県

指
定
都
市

指
定
都
市

指
定
都
市

都
道
府
県

1週間未満

4.7%

1週間以上

2週間未満

7.9%

2週間以上

1月以下

38.3％
1月超

3月以下

24.3%

3月超

6月以下

11.3%

6月超

9月以下

4.5%

9月超

12月以下 7.1%

12月超

24月以下 1.6%

24月超

0.3%
1月以下

0.4%

1月超

3月以下 0.7%

3月超

6月以下

2.2%
6月超

9月以下

6.1%

9月超

12月以下

24.1%

12月超

24月以下

35.5%

24月超

31.1%
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③配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況

ア）配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況（令和５年度）
（単位：人）

※「令和５年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数」には、いずれか又は両方の休暇制度を設けていない団体における
　「令和５年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数」を含む。
※「配偶者出産休暇」は、妻の出産に伴う入退院の付添い等を行うために、妻の出産に係る入院等の日から当該出産の日後２週間を
　経過するまでの期間において、２日の範囲内で与えられる特別休暇。
※「育児参加のための休暇」は、妻が出産する場合で、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、
　妻の出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）前の日から当該出産の日後１年を経過する日までの期間において、
　子を養育するために５日の範囲内で与えられる特別休暇。　
※各男性職員数は全部門（一般行政部門、公営企業等、警察部門、消防部門、教育委員会）の合計。

配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況の推移

※国家公務員の最新公表値は、本資料公表時点でR４年度。

イ）両休暇を５日以上取得した職員の割合（都道府県・指定都市）の上位団体

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

※取得率は、調査年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数に対する調査年度中の両休暇を合わせて５日以上取得した

　職員数の割合である。なお、各職員数は当該団体における全部門の合計。

茨城県 65.4% 63.2% 60.1%

(65.7%) (84.7%)

67.2%熊本県 70.5% 40.0% 60.8%

(49.5%)

R5年度
取得率

福岡県 71.2% 67.8% 75.1%

R4年度
取得率

64.4%

51,586 30,108

令和５年度中に
新たに育児休業が
取得可能となった

男性職員数

配偶者出産休暇
を取得した職員数

育児参加のため
の休暇を取得した

職員数

いずれか又は両方
の休暇を取得した

職員数

両休暇を合わせて
５日以上取得した

職員数

北海道 64.1% 63.0%

60,880 48,506 40,028

団体名
R5年度
取得率

R4年度
取得率

京都府 70.6% 67.6%都
道
府
県

指
定
都
市

(100.0%) (79.7%)

群馬県 65.0% 74.5% 59.0%

神奈川県 65.1% 63.8%

45.7%

団体名

岡山市

仙台市

新潟市

広島市

札幌市

堺市

川崎市 58.8%

59.6%

61.6%

52.8%

59.2%

61.8%

58.3%

（地方）79.4%
81.3%

79.8%
83.4% 84.7%

92.7% 93.6% 94.9% 95.8%

27.9%

37.0%
41.3%

48.2% 49.5%

（国）79.6%
84.9% 86.4%

86.6%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

５日以上取得（地方）

５日以上取得（国）

いずれか又は両方の

休暇を取得（地方）

いずれか又は両方の

休暇を取得（国）

○ 配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇については、いずれか又は両方の休暇を

取得した職員の割合が84.7％（対前年度比＋1.3％）、両休暇を合わせて５日以上取得した

職員の割合が49.5％（対前年比＋1.3％）となっており、増加傾向にある。
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（注）（　）内の数字は前年度の数字を示す。

イ） メンタルヘルス対策の主な取組内容（複数回答）

（注）（　）内の数字は前年度の数字を示している。
23.5%  (20.2%)

合　　　計 25.4%  (19.8%) 37.1%  (36.4%) 64.9%  (63.3%) 46.3%  (43.5%)

（参考）

一部事務組合等 13.5%  (9.4%) 30.2%  (29.6%) 29.2%  (27.1%)

57.9%  (54.8%)

町　　　村 15.9%  (10.2%) 21.0%  (20.5%) 47.8%  (45.8%) 28.0%  (25.3%)

市　　　区 29.1%  (23.5%) 46.5%  (45.6%) 77.2%  (75.8%)

都道府県 72.0%  (66.5%) 86.8%  (86.8%) 96.2%  (95.1%) 94.0%  (92.3%)

指定都市 77.2%  (72.2%) 89.9%  (86.1%) 97.5%  (96.2%) 93.7%  (92.4%)

（注2）メンタルヘルス対策の主な取組内容における割合は、メンタルヘルス対策に取り組んでいる部局数に占める割合である。
　　　　（　ウ）についても同じ。）

ウ） 団体区分により取組状況に差がある主な取組内容（全部局合計ベース）

団体区分
メンタルヘルス対策に関する

計画の策定
実務を行う担当者の選任

職場復帰における支援の実施
（職場復帰支援プログラムの

策定を含む）

ラインケア及び事業場内産業保健
スタッフ等によるケアを実施するため

の教育研修・情報提供

（注1）団体区分別、部局別（一部事務組合等を除く）ともに、実施されている割合の高い上位３つの取組を基にグラフを作成している。

一部事務組合等

取り組んでいる
部局数の割合

98.6%
(98.4%)

100.0%
(100.0%)

100.0%
(100.0%)

99.96%
(99.8%)

97.1%
(96.7%)

71.6%
(69.7%)

合計 都道府県 指定都市 市区 町村

（参考）

３．メンタルヘルス対策の取組状況
　➢ メンタルヘルス対策については、都道府県及び指定都市にあっては全部局で、市区及び町村にあっては
　 　 ほぼ全部局で何らかの取組が実施されている。

　➢ 主な取組として、団体区分別では「セルフケアを実施するための教育研修・情報提供」が多く、部局別で
　　　は「事業場内での相談体制の整備」が多い。

　➢ 「メンタルヘルス対策に関する計画の策定」、「実務を行う担当者の選任」、「職場復帰における支援の
　 　 実施（職場復帰支援プログラムの策定を含む）」などといった取組は、都道府県・指定都市と市区・町村
　 　 では取り組んでいる状況に差がある。

ア） メンタルヘルス対策の取組状況（令和５年度）

96.2% 97.5%

77.2%

50.4%

96.2%
100.0%

78.3%

56.1%

96.2% 97.5%

77.1%

58.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

都道府県 指定都市 市区 町村

＜団体区分別＞ 職場復帰における支援の実施

セルフケアを実施するための教育研修・情報提供

事業場内での相談体制の整備

地方公務員共済組合事業等の公的な相談窓口の周知

65.6% 63.6%

100.0%

75.1%

65.9%68.2%
64.8%

100.0%

78.7%

68.6%67.0% 65.3%

100.0%

76.9%

67.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

知事及び市区町村長 教育委員会 警察 消防 公営企業

＜部局別＞
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（参考）

（注4）在籍職員数については参考値として、ストレスチェックの実施状況等で調査した在籍職員数（表20-３）を引用している。　
（注5）（　）内の％については参考値として、「在籍職員数」に占める「休務者数」の割合を示している。

ア） 面接指導の強化に係る例規・指針等の団体区分別（部局ごと）整備状況の割合(令和６年４月１日現在)

（参考２）

（注1）端数処理のため、合計が100％とならない場合がある。（　イ）及びウ）についても同じ。）

（注4）（　）内の数字は前年度の数字を示している。

４．メンタルヘルス不調による休務者の状況
　➢ 令和５年度の地方公務員のメンタルヘルス不調による休務者は、47,775人であり、在籍職員数に占める割合は、
　　　指定都市が1.8％と最も高く、次いで都道府県及び市区が1.5％、町村が1.3％となっている。

団 　体 　区 　分
令和４年度 令和５年度 Ｒ４→Ｒ５　増減

休務者数 （参考）在籍職員数 休務者数 （参考）在籍職員数 休務者数

都　 道 　府 　県
13,935人

1,000,982人
15,014人

1,002,180人
1,079人

(1.4%) (1.5%) 0.1%

指　 定　 都 　市
6,702人

429,258人
7,560人

424,499人
858人

(1.6%) (1.8%) 0.2%

市　　　　   　　区
20,124人

1,437,990人
21,933人

1,461,204人
1,809人

(1.4%) (1.5%) 0.1%

町　　　　   　　村
2,927人

243,714人
3,268人

250,927人
341人

(1.2%) (1.3%) 0.1%

合　　　　   　　計
43,688人

3,111,944人
47,775人

3,138,810人
4,087人

(1.4%) (1.5%) 0.1%

（注1）原則として、令和５年度中にメンタルヘルス不調により引き続いて１か月以上の期間、病気休暇取得又は休職した職員を休務者として計上している。
（注2）一部の団体においては、年度ではなく暦年（令和５年１月～令和５年12月まで）の休務者数を計上している。
（注3）令和４年度から引き続いて休務した者及び令和５年度中に退職した者も含んでいる。

５．長時間勤務者に対する医師による面接指導の状況
　➢ 面接指導の強化に係る例規・指針等の整備状況については、令和６年４月１日時点で整備済みの団体の割合は
　　　72.4％となっている。（昨年度調査 68.9％）

　➢ 団体区分別にみると、都道府県にあっては概ね整備済みとなっているが、市区及び町村にあっては、未整備の部局を
　 　 有する地方公共団体が一定数あり、特に町村では整備済みの割合が58.6％となっている。（昨年度調査 56.4％）

一部事務組合等
1,076人

118,613人
1,177人

120,902人
101人

(0.9%) (1.0%) 0.1%

都　 道 　府 　県 99.5% (99.5%) 0.0% (0.0%) 0.5% (0.5%)

　➢ 医師による面接指導の実施状況については、要件に該当した職員に対して、全団体を通じて概ね３割程度実施されて
　 　 いる。

　➢ 医師による面接指導の対象となる要件に該当した職員で、面接指導が行われなかった職員の主な理由のうち、「職員
　　　に対し、面接指導を受けることを通知・勧奨したが、反応が無かった又は職員自身が必要ないと判断した」が35.0％、
　　　「職員が業務多忙で面接時間を確保できなかった」が9.9％となっている。

団 　体 　区 　分
令和６年４月１日時点で

整備済み
令和６年度中に
整備予定（①）

整備時期
未定（②）

参考１

1団体 2.1%

(1団体) (2.1%)

令和６年４月１日時点で
未整備（①＋②）の

団体数及び割合（※）

(3.8%)
2団体 10.0%

(4団体) (20.0%)
指　 定　 都 　市 97.5% (94.9%) 1.3% (1.3%) 1.3%

(15.2%)
179団体 22.5%

(211団体) (26.5%)
市　　　　   　　区 82.4% (77.6%) 4.1% (7.2%) 13.5%

(31.9%)
416団体 44.9%

(437団体) (47.2%)
町　　　　   　　村 58.6% (56.4%) 6.5% (11.7%) 34.9%

(22.1%)
598団体 33.4%

(653団体) (36.5%)

一部事務組合等 28.9% (26.3%) 3.6% (5.9%)

合　　　　   　　計 72.4% (68.9%) 5.0% (8.9%) 22.6%

（注2）同一部局内で整備ができていない部門がある場合には、整備していない部局として計上している。

（注3）「参考１」については、例規・指針等を未整備である部局を有する地方公共団体数を計上しており、（※）割合については、団体区分ごとにおける
　　　　団体数の合計（都道府県：47、指定都市：20、市区：795、町村：926、合計：1,788、一部事務組合等：1,262(1,289）に占める割合である。

67.5% (67.7%)
926団体 73.4%

(963団体) (74.7%)
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（参考）

（注１）職員数は令和５年度の延べ人数である。（ ウ）についても同じ。）

（参考）

8,837人

(35.2%)

37,440人

令和５年度

うち実際に医師による面接
指導が行われた職員

(25.9%)

374人

(32.4%)

69,827人

(21.3%)

1,125人

(35.5%)

22,425人

(21.5%)

医師による面接指導
が行われなかった職

員

1,069人

145,999人

4,151人

40,807人

32,190人

68,851人

2,322人
(19.9%)

（注２）（　）内の％については、「医師による面接指導の対象となる要件に該当した職員」に占める割合である。

4,596人

9,167人

ウ） 医師による面接指導が行われなかった職員のうちその主な理由（令和５年度）

団 　体 　区 　分 面接指導を受ける
必要がないと

医師が判断した（※）

職員に対し、面接指導を受ける
ことを通知・勧奨したが、反応が
無かった又は職員自身が必要

ないと判断した

職員が業務多忙で
面接時間を

確保できなかった

1,443人
461人

(11.3%)

町　　　　   　　村 131人 (3.2%) 3,002人

イ） 医師による面接指導の実施状況（令和５年度）

団 　体 　区 　分

Ｒ４→Ｒ５　増減

うち実際に医師に
よる面接指導が行

われた職員

医師による面接指
導の対象となる要
件に該当した職員

都　 道 　府 　県 ▲ 18,379人
▲ 8,797人

▲ 1.9%(37.1%)

46,237人

令和４年度

106,291人

医師による面接指導の対象
となる要件に該当した職員

124,670人

医師による面接指導の対象
となる要件に該当した職員 うち実際に医師による面接

指導が行われた職員

指　 定　 都 　市 ▲ 5,280人
▲ 1,049人

0.2%

市　　　　   　　区 ▲ 15,218人
▲ 3,746人

2.1%

町　　　　   　　村 ▲ 212人
▲ 80人

▲ 0.7%
5,276人

63,232人

41,027人

(22.0%)

1,205人

(33.4%)

5,488人

78,450人

46,307人

26,171人

(21.3%)

9,886人

合　　　　   　　計 ▲ 39,089人254,915人
▲ 13,672人

▲ 0.4%

一部事務組合等 ▲ 879人
▲ 87人

6.0%

215,826人
(32.8%)

83,499人

（注1）（※）労働安全衛生規則第52条の２第１項の規定により、時間外勤務時間算定の期日前１か月以内に面接指導を受けた職員などについて、
          面接指導を受ける必要がないとして医師が判断した場合は、面接指導を行わないことが認められている。
（注2）（　）内の％については、「医師による面接指導が行われなかった職員」に占める割合を示している。

14,385人 (9.9%)

一部事務組合等 13人 (1.2%) 978人 (91.5%) 41人 (3.8%)

合　　　　   　　計 33,691人 (23.1%) 51,164人 (35.0%)

(72.3%) 407人 (9.8%)

市　　　　   　　区 5,644人 (13.8%) 23,485人 (57.6%)

(13.3%)

指　 定　 都 　市 13,650人 (42.4%) 10,776人 (33.5%) 215人 (0.7%)

都　 道 　府 　県 14,266人 (20.7%) 13,901人 (20.2%)
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（参考）

（参考）

（参考）

81.5%

(98.4%) 55.3%

都　 道 　府 　県

団 　体 　区 　分

市　　　　   　　区

指　 定　 都 　市

一部事務組合等

合　　　　   　　計

町　　　　   　　村

93.0% (98.2%)

99.9% (100.0%) 86.0% (99.2%) 78.6% (-) 96.5%

安全衛生推進者等

選任率 職場巡視実施率 情報提供実施率

産業医

合　　　　   　　計

団 　体 　区 　分

都　 道 　府 　県

指　 定　 都 　市

市　　　　   　　区

町　　　　   　　村

合　　　　   　　計

都　 道 　府 　県

指　 定　 都 　市

市　　　　   　　区

イ）安全委員会及び衛生委員会の整備状況（令和５年度）

安全委員会 衛生委員会

設置率 委員会開催率 設置率

一部事務組合等

(100.0%) 99.6% (100.0%) 93.4% (-) 99.5% (99.3%)

　➢ 管理者等の選任及び委員会の設置については、概ね整備済となっているが、団体区分別にみると、都道府県及び
　　　指定都市にあっては概ね整備済みとである一方で、市区及び町村にあっては未整備の事業場を有する地方公共
　　　団体が一定数ある。

　➢ 管理者等による職場巡視等の実施及び委員会の開催については、全団体区分において実施できていない傾向に
　　　あり、特に産業医による職場巡視実施率は47.6%、衛生委員会の開催率は58.1%となっている。

６．安全衛生管理体制の整備状況

ア）総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者等及び産業医の整備状況（令和５年度）

(-)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 97.7% (-) 99.7% (99.6%) 86.8% (-)

総括安全衛生管理者

選任率

安全管理者

選任率 職場巡視実施率

衛生管理者

選任率 職場巡視実施率

100.0%

(-) 97.9% (99.0%) 70.0%

(-)

- (-) - (-) - (-) 93.4% (98.1%) 46.5% (-)

84.8% (-)

92.3% (-)

98.3% (99.8%)

99.3% (100.0%)

(-)

96.0% (100.0%) 93.5% (100.0%) 87.9% (-) 98.0% (99.3%) 66.0% (-)

99.9% (100.0%) 91.9% (99.7%) 86.3%

選任率

59.4% (-)

57.7% (-)

33.3% (-)

28.4% (-)(92.7%)

97.0%

99.4% (99.8%)

99.5% (100.0%)

47.6% (-)

84.3% (-)

76.5% (-)

84.6% (-)

90.5% (97.3%) 98.6% (98.7%) 44.9% (-) 83.4% (-)

(98.9%)

94.5% (97.4%)

98.1% (99.4%)

92.4% (98.8%)

79.2%

96.5% (99.8%) 62.8% (-) 97.9% (97.7%) 58.1% (-)

99.5% (99.7%) 62.5% (-) 99.8% (99.4%) 67.9% (-)

100.0% (100.0%) 91.6% (-) 99.5% (99.2%) 60.4% (-)

（注）（　）内の数字は平成30年度の数字を示している。

- (-) - (-) 94.0% (94.0%) 27.5% (-)

94.1% (99.6%) 53.7% (-) 96.1% (94.9%) 53.7% (-)

委員会開催率

団 　体 　区 　分

町　　　　   　　村

（注）（　）内の数字は平成30年度の数字を示している。

97.9% (100.0%) 85.1% (-) 96.6% (96.0%) 59.6% (-)一部事務組合等
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導入済 検討中 予定なし

47 39 3 5
(100%) (83.0%) (6.4%) (10.6%)

20 16 2 2
(100%) (80.0%) (10.0%) (10.0%)

1,721 476 184 1,061
(100%) (27.7%) (10.7%) (61.7%)

1,788 531 189 1,068
(100%) (29.7%) (10.6%) (59.7%)

導入済 検討中 予定なし 導入済 検討中 予定なし 導入済 検討中 予定なし

47 34 1 12 40 1 6 32 1 14

(100%) (72.3%) (2.1%) (25.5%) (85.1%) (2.1%) (12.8%) (68.1%) (2.1%) (29.8%)

20 15 0 5 13 1 6 9 2 9

(100%) (75.0%) (0.0%) (25.0%) (65.0%) (5.0%) (30.0%) (45.0%) (10.0%) (45.0%)

1,721 790 140 791 1,195 134 392 193 105 1,423

(100%) (45.9%) (8.1%) (46.0%) (69.4%) (7.8%) (22.8%) (11.2%) (6.1%) (82.7%)

1,788 839 141 808 1,248 136 404 234 108 1,446

(100%) (46.9%) (7.9%) (45.2%) (69.8%) (7.6%) (22.6%) (13.1%) (6.0%) (80.9%)

導入済 検討中 予定なし 導入済 検討中 予定なし 導入済 検討中 予定なし

47 24 7 16 23 2 22 28 3 16

(100%) (51.1%) (14.9%) (34.0%) (48.9%) (4.3%) (46.8%) (59.6%) (6.4%) (34.0%)

20 6 0 14 5 0 15 7 1 12

(100%) (30.0%) (0.0%) (70.0%) (25.0%) (0.0%) (75.0%) (35.0%) (5.0%) (60.0%)

1,721 129 121 1,471 77 107 1,537 137 180 1,404

(100%) (7.5%) (7.0%) (85.5%) (4.5%) (6.2%) (89.3%) (8.0%) (10.5%) (81.6%)

1,788 159 128 1,501 105 109 1,574 172 184 1,432

(100%) (8.9%) (7.2%) (83.9%) (5.9%) (6.1%) (88.0%) (9.6%) (10.3%) (80.1%)

導入済 検討中 予定なし

47 18 18 11

(100%) (38.3%) (38.3%) (23.4%)

20 5 9 6

(100%) (25.0%) (45.0%) (30.0%)

1,721 76 270 1,375

(100%) (4.4%) (15.7%) (79.9%)

1,788 99 297 1,392

(100%) (5.5%) (16.6%) (77.9%)

都道府県

表１　時差出勤制度、早出遅出制度及びフレックスタイム制度の導入状況(令和６年４月１日現在)

区　　分 団体数
業務上の早出・遅出 育児・介護のための早出・遅出 通勤混雑緩和のための早出・遅出

区　　分 団体数
時差出勤制度

都道府県

指定都市

市区町村

合　　計

フレックスタイム制度

修学等のための早出・遅出 障害の特性等に応じた早出・遅出疲労蓄積防止のための早出・遅出

指定都市

市区町村

合　　計

区　　分 団体数

都道府県

指定都市

市区町村

合　　計

団体数

都道府県

指定都市

市区町村

合　　計

区　　分

  （注4）「１　時差出勤制度」を導入している団体において、「２ 各種早出遅出制度」について、時差出勤制度よりも広範な勤務時間パターンの

   設定を行っている場合等、制度を存続させている団体については、「導入済」となっている。

  （注3）「１　時差出勤制度」とは、基本の勤務時間（例：８時30分から17時15分の時間帯）に加えて複数の勤務時間パターンを

  （注1）（　）内の数字は団体区分中の割合を示す。（端数処理のため割合の合計が100％に一致しない場合がある。）

   設定し、公務に支障がない範囲内で、職員の申告により勤務時間を割り振る制度を想定。申告に際して理由を問わない点で、

   各種早出遅出制度とは異なる。令和6年度実施の調査から本項目を導入。

  （注2）調査対象は、非現業の一般職に属する職員（会計年度任用職員を除く。）のうち、首長部局に勤務する職員で一般的には月曜日から

   金曜日に勤務し、午前８時30分から午後５時15分の時間帯（それに準じた時間帯）に勤務時間が割り振られている者（交替制等勤務職員

      は除く。）に適用される制度。
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【令和５年１月１日～令和５年１２月３１日
※
】 〔参考〕平均取得日数（日）

国 16.2 (15.5)

民間 11.0 (10.9)

14.3 (12.8)

16.0 (14.9)

13.4 (12.0)

301名以上

(533団体)

101名以上
300名以下

(704団体)

100名以下

(484団体)

14.0 (12.6)

※年度単位で年次有給休暇を付与している団体については、「令和５年４月１日～令和６年３月31日」

（注１）調査対象は、首長部局に勤務する非現業の一般職に属する職員のうち、調査対象の全期間在職した者。

（注２）（　　）は、令和４年の平均取得日数。（民間の数値は、令和４年（又は令和３会計年度））

（注３）市区町村の内訳区分は、調査対象人数で区分している。

（参考）

表２　年次有給休暇の取得状況(令和５年）

区　　分
平均取得日数

(日）

都道府県
出典「令和６年国家公務員給与等実態調査」（人事院）

    「令和６年就労条件総合調査」（厚生労働省）

指定都市

市区町村

全　体

(12.5)13.9

(10.8)12.3

12.0 (10.6)

11.7 11.7 

12.3 
12.6 

14.0 

12.3 

11.8 

13.0 12.8 

14.3 

14.0 14.0 
14.2 

14.9 

16.0 

11.0 11.1 
11.5 

12.0 

13.4 

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

平成31年

（令和元年）

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

(日)
年次有給休暇の取得状況の推移

全 体 都道府県 指定都市 市区町村

都道府県

指定都市

全 体

市区町村

3
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（単位：団体）

有給 無給 措置なし 有給 無給 措置なし 有給 無給 措置なし 有給 無給 措置なし

47  0  0  20  0  0  1,720  0  1  1,787  0  1  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (99.9%) (0.0%) (0.1%) (99.9%) (0.0%) (0.1%) 

47  0  0  20  0  0  1,721  0  0  1,788  0  0  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) 

47  0  0  20  0  0  1,716  1  4  1,783  1  4  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (99.7%) (0.1%) (0.2%) (99.7%) (0.1%) (0.2%) 

47  0  0  19  1  0  1,682  3  36  1,748  4  36  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (95.0%) (5.0%) (0.0%) (97.7%) (0.2%) (2.1%) (97.8%) (0.2%) (2.0%) 

47  0  0  20  0  0  1,721  0  0  1,788  0  0  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) 

47  0  0  20  0  0  1,673  4  44  1,740  4  44  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (97.2%) (0.2%) (2.6%) (97.3%) (0.2%) (2.5%) 

47  0  0  20  0  0  1,721  0  0  1,788  0  0  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) 

47  0  0  20  0  0  1,721  0  0  1,788  0  0  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) 

47  0  0  20  0  0  1,714  1  6  1,781  1  6  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (99.6%) (0.1%) (0.3%) (99.6%) (0.1%) (0.3%) 

47  0  0  20  0  0  1,717  1  3  1,784  1  3  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (99.8%) (0.1%) (0.2%) (99.8%) (0.1%) (0.2%) 

47  0  0  20  0  0  1,687  2  32  1,754  2  32  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (98.0%) (0.1%) (1.9%) (98.1%) (0.1%) (1.8%) 

47  0  0  20  0  0  1,715  1  5  1,782  1  5  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (99.7%) (0.1%) (0.3%) (99.7%) (0.1%) (0.3%) 

47  0  0  20  0  0  1,686  11  24  1,753  11  24  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (98.0%) (0.6%) (1.4%) (98.0%) (0.6%) (1.3%) 

47  0  0  20  0  0  1,721  0  0  1,788  0  0  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) 

45  0  2  16  0  4  1,663  2  56  1,724  2  62  

(95.7%) (0.0%) (4.3%) (80.0%) (0.0%) (20.0%) (96.6%) (0.1%) (3.3%) (96.4%) (0.1%) (3.5%) 

47  0  0  20  0  0  1,713  0  8  1,780  0  8  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (99.5%) (0.0%) (0.5%) (99.6%) (0.0%) (0.4%) 

47  0  0  20  0  0  1,689  1  31  1,756  1  31  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (98.1%) (0.1%) (1.8%) (98.2%) (0.1%) (1.7%) 

47  0  0  20  0  0  1,712  0  9  1,779  0  9  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (99.5%) (0.0%) (0.5%) (99.5%) (0.0%) (0.5%) 

40  0  7  13  0  7  1,552  1  168  1,605  1  182  

(85.1%) (0.0%) (14.9%) (65.0%) (0.0%) (35.0%) (90.2%) (0.1%) (9.8%) (89.8%) (0.1%) (10.2%) 

（注）１　（　）は、団体区分中の割合である。

　　　２　調査対象は表１と同様。

表４　特別休暇等の状況（令和６年４月１日現在）

不妊治療休暇

都道府県(47) 指定都市(20) 市区町村(1,721) 合計(1,788)

国
に
制
度
の
あ
る
特
別
休
暇

公民権行使

官公署への出頭

ドナー休暇

ボランティア休暇

結婚休暇

産前休暇

産後休暇

保育時間

妻の出産

区　　分

現住居の滅失等

災害・交通機関の事故等

退勤途上の危機回避

育児参加

子の看護

　短期の介護

忌引休暇

  父母の追悼（法要）

夏季休暇
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１　介護休暇制度の導入状況（令和６年４月１日現在）

団体区分 団体数 導入済 未導入

都道府県 47 47 0

指定都市 20 20 0

市区町村 1,721 1,721 0

合計 1,788 1,788 0

２　介護休暇の取得状況（令和５年度）

（単位：人）

配偶者 父母 子
配偶者
の父母

祖父母 兄弟姉妹 孫 その他

510 112 306 71 7 6 7 0 1

(32.0%) (22.0%) (60.0%) (13.9%) (1.4%) (1.2%) (1.4%) (0.0%) (0.2%)

1,085 71 659 279 40 20 11 1 4

(68.0%) (6.5%) (60.7%) (25.7%) (3.7%) (1.8%) (1.0%) (0.1%) (0.4%)

197 46 121 21 3 3 2 0 1

(33.0%) (23.4%) (61.4%) (10.7%) (1.5%) (1.5%) (1.0%) (0.0%) (0.5%)

400 25 256 88 17 5 8 0 1

(67.0%) (6.3%) (64.0%) (22.0%) (4.3%) (1.3%) (2.0%) (0.0%) (0.3%)

330 61 187 67 6 4 4 0 1

(30.2%) (18.5%) (56.7%) (20.3%) (1.8%) (1.2%) (1.2%) (0.0%) (0.3%)

762 48 420 246 28 16 4 0 0

(69.8%) (6.3%) (55.1%) (32.3%) (3.7%) (2.1%) (0.5%) (0.0%) (0.0%)

1,037 219 614 159 16 13 13 0 3

(31.6%) (21.1%) (59.2%) (15.3%) (1.5%) (1.3%) (1.3%) (0.0%) (0.3%)

2,247 144 1,335 613 85 41 23 1 5

(68.4%) (6.4%) (59.4%) (27.3%) (3.8%) (1.8%) (1.0%) (0.0%) (0.2%)

3,284 363 1,949 772 101 54 36 1 8

(100.0%) (11.1%) (59.3%) (23.5%) (3.1%) (1.6%) (1.1%) (0.0%) (0.2%)

１月以下
１月超
２月以下

２月超
３月以下

３月超
４月以下

４月超
５月以下

５月超

510 233 81 56 17 22 101

(32.0%) (45.7%) (15.9%) (11.0%) (3.3%) (4.3%) (19.8%)

1,085 441 191 128 56 52 217

(68.0%) (40.6%) (17.6%) (11.8%) (5.2%) (4.8%) (20.0%)

197 54 46 22 12 11 52

(33.0%) (27.4%) (23.4%) (11.2%) (6.1%) (5.6%) (26.4%)

400 154 65 38 21 16 106

(67.0%) (38.5%) (16.3%) (9.5%) (5.3%) (4.0%) (26.5%)

330 168 58 37 13 8 46

(30.2%) (50.9%) (17.6%) (11.2%) (3.9%) (2.4%) (13.9%)

762 380 116 97 38 25 106

(69.8%) (49.9%) (15.2%) (12.7%) (5.0%) (3.3%) (13.9%)

1,037 455 185 115 42 41 199

(31.6%) (43.9%) (17.8%) (11.1%) (4.1%) (4.0%) (19.2%)

2,247 975 372 263 115 93 429

(68.4%) (43.4%) (16.6%) (11.7%) (5.1%) (4.1%) (19.1%)

3,284 1,430 557 378 157 134 628

(100.0%) (43.5%) (17.0%) (11.5%) (4.8%) (4.1%) (19.1%)

　　　　がある。）。

　　 ３　「介護休暇取得者数」の団体区分ごとの（　）は、団体区分ごとの計に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

　　 ４　「介護休暇取得者数」の合計欄の（　）は、「計」に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

合計

男性職員

女性職員

計

（注)１　介護休暇取得者数は、令和５年度中に介護休暇を取得開始した職員数である。

　　 ２　「要介護者別の取得者数」及び「介護休暇の期間別の取得者数」の（　）は、「介護休暇取得者数」に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合

指定都市

男性職員

女性職員

市区町村

男性職員

女性職員

団体区分 区   分
介護休暇
取得者数

介護休暇の期間別の取得者数

都道府県

男性職員

女性職員

市区町村

男性職員

女性職員

合計

男性職員

女性職員

計

都道府県

男性職員

女性職員

指定都市

男性職員

女性職員

団体区分 区   分
介護休暇
取得者数

要介護者別の取得者数（職員との続柄別）

表５　 介護休暇の状況
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１　介護時間制度の導入状況（令和６年４月１日現在）

団体区分 団体数 導入済 未導入

都道府県 47 47 0

指定都市 20 20 0

市区町村 1,721 1,712 9

合計 1,788 1,779 9

２　介護時間の取得状況（令和５年度）

（単位：人）

配偶者 父母 子
配偶者
の父母

祖父母 兄弟姉妹 孫 その他

137 21 91 17 4 2 0 1 1

(29.0%) (15.3%) (66.4%) (12.4%) (2.9%) (1.5%) (0.0%) (0.7%) (0.7%)

335 19 210 81 18 1 5 0 1

(71.0%) (5.7%) (62.7%) (24.2%) (5.4%) (0.3%) (1.5%) (0.0%) (0.3%)

30 3 16 10 0 1 0 0 0

(21.3%) (10.0%) (53.3%) (33.3%) (0.0%) (3.3%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

111 16 49 42 2 1 1 0 0

(78.7%) (14.4%) (44.1%) (37.8%) (1.8%) (0.9%) (0.9%) (0.0%) (0.0%)

85 8 60 15 1 0 1 0 0

(25.9%) (9.4%) (70.6%) (17.6%) (1.2%) (0.0%) (1.2%) (0.0%) (0.0%)

243 14 132 79 11 5 2 0 0

(74.1%) (5.8%) (54.3%) (32.5%) (4.5%) (2.1%) (0.8%) (0.0%) (0.0%)

252 32 167 42 5 3 1 1 1

(26.8%) (12.7%) (66.3%) (16.7%) (2.0%) (1.2%) (0.4%) (0.4%) (0.4%)

689 49 391 202 31 7 8 0 1

(73.2%) (7.1%) (56.7%) (29.3%) (4.5%) (1.0%) (1.2%) (0.0%) (0.1%)

941 81 558 244 36 10 9 1 2

(100.0%) (8.6%) (59.3%) (25.9%) (3.8%) (1.1%) (1.0%) (0.1%) (0.2%)

６月以下
６月超
１年以下

１年超
１年６月以下

１年６月超
２年以下

２年超
２年６月以下

２年６月超

137 102 23 1 2 0 9

(29.0%) (74.5%) (16.8%) (0.7%) (1.5%) (0.0%) (6.6%)

335 214 90 2 5 2 22

(71.0%) (63.9%) (26.9%) (0.6%) (1.5%) (0.6%) (6.6%)

30 17 6 0 0 1 6

(21.3%) (56.7%) (20.0%) (0.0%) (0.0%) (3.3%) (20.0%)

111 62 24 1 4 2 18

(78.7%) (55.9%) (21.6%) (0.9%) (3.6%) (1.8%) (16.2%)

85 57 19 1 2 0 6

(25.9%) (67.1%) (22.4%) (1.2%) (2.4%) (0.0%) (7.1%)

243 113 56 9 11 3 51

(74.1%) (46.5%) (23.0%) (3.7%) (4.5%) (1.2%) (21.0%)

252 176 48 2 4 1 21

(26.8%) (69.8%) (19.0%) (0.8%) (1.6%) (0.4%) (8.3%)

689 389 170 12 20 7 91

(73.2%) (56.5%) (24.7%) (1.7%) (2.9%) (1.0%) (13.2%)

941 565 218 14 24 8 112

(100.0%) (60.0%) (23.2%) (1.5%) (2.6%) (0.9%) (11.9%)

　　　　ある。）。

　　 ３　「介護時間取得者数」の団体区分ごとの（　）は、団体区分ごとの計に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

　　 ４　「介護時間取得者数」の合計欄の（　）は、「計」に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合がある。）。

合計

男性職員

女性職員

計

（注)１　介護時間取得者数は、令和５年度中に介護時間を取得開始した職員数である。

　　 ２　「要介護者別の取得者数」及び「介護時間の期間別の取得者数」の（　）は、「介護時間取得者数」に占める割合である（端数処理のため、合計が100%とならない場合が

指定都市

男性職員

女性職員

市区町村

男性職員

女性職員

団体区分 区   分
介護時間
取得者数

介護時間の期間別の取得者数

都道府県

男性職員

女性職員

市区町村

男性職員

女性職員

合計

男性職員

女性職員

計

都道府県

男性職員

女性職員

指定都市

男性職員

女性職員

団体区分 区   分
介護時間
取得者数

要介護者別の取得者数（職員との続柄別）

表６　 介護時間の状況
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１　育児休業制度の条例制定状況（令和６年４月１日現在） （単位：団体）

制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定

47 47 0 46 0 47 0 1 0 47 0

(100%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)

20 20 0 20 0 - - 20 0 20 0

(100%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) - - (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)

1,721 1,721 0 1,597 8 - - 424 0 1,701 4

(100%) (100.0%) (0.0%) (99.5%) (0.5%) - - (100.0%) (0.0%) (99.8%) (0.2%)

1,788 1,788 0 1,663 8 47 0 445 0 1,768 4

(100%) (100.0%) (0.0%) (99.5%) (0.5%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (99.8%) (0.2%)

２　部分休業制度の制定状況（令和６年４月１日現在）

制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定

47 47 0 46 0 47 0 1 0 47 0

(100%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)

20 20 0 20 0 - - 20 0 20 0

(100%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) - - (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)

1,721 1,719 2 1,596 9 - - 424 0 1,699 6

(100%) (99.9%) (0.1%) (99.4%) (0.6%) - - (100.0%) (0.0%) (99.6%) (0.4%)

1,788 1,786 2 1,662 9 47 0 445 0 1,766 6

(100%) (99.9%) (0.1%) (99.5%) (0.5%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (99.7%) (0.3%)

３　育児短時間勤務制度の制定状況（令和６年４月１日現在）

制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定

47 47 0 46 0 47 0 1 0 47 0

(100%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)

20 18 2 18 2 - - 18 2 19 1

(100%) (90.0%) (10.0%) (90.0%) (10.0%) - - (90.0%) (10.0%) (95.0%) (5.0%)

1,721 1,608 113 1,489 116 - - 385 39 1,589 116

(100%) (93.4%) (6.6%) (92.8%) (7.2%) - - (90.8%) (9.2%) (93.2%) (6.8%)

1,788 1,673 115 1,553 118 47 0 404 41 1,655 117

(100%) (93.6%) (6.4%) (92.9%) (7.1%) (100.0%) (0.0%) (90.8%) (9.2%) (93.4%) (6.6%)

（注）　（　）内の数字は団体区分中の割合を示す。また、該当部局が無い団体は除いている。

　　　　（端数処理のため割合の合計が100％に一致しない場合がある。）

合　　計

消防部門 教育委員会

都道府県

指定都市

市区町村

区　　分 団体数

公営企業等 警察部門一般行政部門

合　　計

警察部門 消防部門

指定都市

市区町村

合　　計

区　　分 団体数

都道府県

指定都市

市区町村

一般行政部門

表７　育児休業等の制度制定状況

公営企業等

都道府県

区　　分 団体数

公営企業等 警察部門 消防部門 教育委員会

教育委員会

一般行政部門
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1
1
,
0
9
5

(
4
.
7
%
)
 

(
7
.
9
%
)
 

(
3
8
.
3
%
)
 

合
　
計

男
性
職
員

6
0
,
8
8
0

2
9
,
0
0
2

4
7
.
6
%

女
性
職
員

4
7
,
3
1
4

4
7
,
5
1
0

1
0
0
.
4
%

1
8
,
9
0
3

9
,
7
4
6

5
1
.
6
%

女
性
職
員

1
6
,
5
5
6

1
6
,
5
6
5

1
0
0
.
1
%

指
定
都
市

男
性
職
員

8
,
0
8
7

4
,
3
7
6

5
4
.
1
%

女
性
職
員

7
,
2
7
1

7
,
2
0
7表
８
　
育
児
休
業
の
取
得
状
況
（令

和
５
年
度
）

令
和
５
年

度
中

に
新
た
に
育

児
休

業
等
が
取
得

可
能

と
な

っ
た

職
員

数

育
児

休
業

取
得

者
数

育
児

休
業

取
得

率

育
　

児
　

休
　

業
　

承
　

認
　

期
　

間

都
道
府
県

男
性
職
員

3
3
,
8
9
0

1
4
,
8
8
0

4
3
.
9
%

女
性
職
員

2
3
,
4
8
7

2
3
,
7
3
8

1
0
1
.
1
%

9
9
.
1
%

市
区
町
村

男
性
職
員

9



　
（
２
）
令
和
５
年
度
に
新
た
に
取
得
し
た
育
児
休
業
の
内
訳

（
単

位
：

人
）

合
計

１
週

間
未

満
１

週
間

以
上

２
週

間
未

満
２

週
間
以

上
１

月
以

下
１

月
超

57
日

以
下

合
計

１
週

間
未

満
１

週
間

以
上

２
週

間
未

満
２

週
間

以
上

１
月

以
下

１
月

超

5
,
9
7
0

4
1
4

8
2
7

3
,
7
7
0

9
5
9

8
,
9
1
0

3
4
5

5
1
8

1
,
9
3
8

6
,
1
0
9

(
4
0
.
1
%
)

(
6
.
9
%
)

(
1
3
.
9
%
)

(
6
3
.
1
%
)

(
1
6
.
1
%
)

(
5
9
.
9
%
)

(
3
.
9
%
)

(
5
.
8
%
)

(
2
1
.
8
%
)

(
6
8
.
6
%
)

1
3

3
1

3
6

2
3
,
7
2
5

6
2
2

5
9

2
3
,
6
3
8

(
0
.
0
5
%
)

(
2
3
.
1
%
)

(
7
.
7
%
)

(
2
3
.
1
%
)

(
4
6
.
2
%
)

(
9
9
.
9
5
%
)

(
0
.
0
%
)

(
0
.
1
%
)

(
0
.
2
%
)

(
9
9
.
6
%
)

1
,
4
9
0

9
2

2
1
2

9
4
3

2
4
3

2
,
8
8
6

1
0
4

1
0
3

5
3
0

2
,
1
4
9

(
3
4
.
0
%
)

(
6
.
2
%
)

(
1
4
.
2
%
)

(
6
3
.
3
%
)

(
1
6
.
3
%
)

(
6
6
.
0
%
)

(
3
.
6
%
)

(
3
.
6
%
)

(
1
8
.
4
%
)

(
7
4
.
5
%
)

1
0

1
0

0
7
,
2
0
6

0
3

8
7
,
1
9
5

(
0
.
0
%
)

(
0
.
0
%
)

(
1
0
0
.
0
%
)

(
0
.
0
%
)

(
0
.
0
%
)

(
1
0
0
.
0
%
)

(
0
.
0
%
)

(
0
.
0
%
)

(
0
.
1
%
)

(
9
9
.
8
%
)

4
,
0
5
4

2
6
8

4
6
4

2
,
6
9
4

6
2
8

5
,
6
9
2

1
4
3

1
6
0

1
,
2
2
0

4
,
1
6
9

(
4
1
.
6
%
)

(
6
.
6
%
)

(
1
1
.
4
%
)

(
6
6
.
5
%
)

(
1
5
.
5
%
)

(
5
8
.
4
%
)

(
2
.
5
%
)

(
2
.
8
%
)

(
2
1
.
4
%
)

(
7
3
.
2
%
)

1
0

0
3

6
1

1
6
,
5
5
5

6
9

4
2

1
6
,
4
9
8

(
0
.
0
6
%
)

(
0
.
0
0
%
)

(
3
0
.
0
0
%
)

(
6
0
.
0
%
)

(
1
0
.
0
%
)

(
9
9
.
9
%
)

(
0
.
0
4
%
)

(
0
.
0
5
%
)

(
0
.
3
%
)

(
9
9
.
7
%
)

1
1
,
5
1
4

7
7
4

1
,
5
0
3

7
,
4
0
7

1
,
8
3
0

1
7
,
4
8
8

5
9
2

7
8
1

3
,
6
8
8

1
2
,
4
2
7

(
3
9
.
7
%
)

(
6
.
7
%
)

(
1
3
.
1
%
)

(
6
4
.
3
%
)

(
1
5
.
9
%
)

(
6
0
.
3
%
)

(
3
.
4
%
)

(
4
.
5
%
)

(
2
1
.
1
%
)

(
7
1
.
1
%
)

2
4

3
5

9
7

4
7
,
4
8
6

1
2

3
4

1
0
9

4
7
,
3
3
1

(
0
.
1
%
)

(
1
2
.
5
%
)

(
2
0
.
8
%
)

(
3
7
.
5
%
)

(
2
9
.
2
%
)

(
9
9
.
9
%
)

(
0
.
0
%
)

(
0
.
1
%
)

(
0
.
2
%
)

(
9
9
.
7
%
)

（
注

）
１

　
「

育
児
休
業
取
得
者
数
」
に
は
、
令
和

４
年
度
以
前
に
育
児
休
業
等
が
取
得
可
能
と
な
り
、
令
和
５
年
度
か
ら

新
た
に
育
児
休
業
を
取
得
し
た
者
が
含
ま
れ
る
。

　
　

　
２

　
「

育
児
休
業
承
認
期
間
」
「
合
計
」
の
（
　
）
は
、
「
育
児
休
業
取
得
者
数
」
に
占
め
る
各
区
分
の
割
合
（
端
数
処
理
の
た
め
、
合
計
が
1
0
0
%
と
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
る
。

　
　

　
３

　
「

育
児
休
業
承
認
期
間
」
各
期
間
の
（
　
）
は
、
各
区
分
の
「
合
計
」
に
占
め
る
各
期
間
の
割
合
で
あ
る
。

表
８
　
育
児
休
業
の
取
得
状
況
（令

和
５
年
度
）

育
児
休
業

取
得
者
数

育
　

児
　

休
　

業
　

承
　

認
　

期
　

間

指
定
都
市

男
性
職
員

4
,
3
7
6

女
性
職
員

7
,
2
0
7

合
　
計

男
性
職
員

2
9
,
0
0
2

女
性
職
員

4
7
,
5
1
0

男
性
職
員

1
4
,
8
8
0

女
性
職
員

2
3
,
7
3
8

都
道
府
県

市
区
町
村

男
性
職
員

9
,
7
4
6

女
性
職
員

1
6
,
5
6
5

令
和

５
年

度
に

新
た

に
取

得
し

た
育

児
休

業
（

１
回

目
の

育
児

休
業

の
う

ち
、

出
生

後
57

日
以

内
に

終
了

し
な

い
も

の
。

）

育
　

児
　

休
　

業
　

承
　

認
　

期
　

間

令
和

５
年

度
に

新
た

に
取

得
し

た
育

児
休

業
（

１
回

目
の
育

児
休

業
の

う
ち

、
出

生
後

57
日

以
内

に
終

了
す

る
も

の
。

）
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（
３
）
令
和
５
年
度
に
再
度
取
得
し
た
育
児
休
業

（
単

位
：

人
）

合
計

１
月

以
下

１
月

超
３

月
以

下
３

月
超

６
月
以

下
６

月
超

９
月

以
下

９
月

超
12

月
以

下
12

月
超

24
月

以
下

24
月

超

7
2
4

1
7
2

7
3

2
9

2
9

1
8

2

(
6
9
.
1
%
)

(
1
6
.
4
%
)

(
7
.
0
%
)

(
2
.
8
%
)

(
2
.
8
%
)

(
1
.
7
%
)

(
0
.
2
%
)

1
9

2
6

3
0

2
9

2
7

3
6

3

(
1
1
.
2
%
)

(
1
5
.
3
%
)

(
1
7
.
6
%
)

(
1
7
.
1
%
)

(
1
5
.
9
%
)

(
2
1
.
2
%
)

(
1
.
8
%
)

3
1
5

1
1
5

5
5

1
5

2
0

6
1

(
5
9
.
8
%
)

(
2
1
.
8
%
)

(
1
0
.
4
%
)

(
2
.
8
%
)

(
3
.
8
%
)

(
1
.
1
%
)

(
0
.
2
%
)

1
6

7
6

4
1
3

1
8

1

(
2
4
.
6
%
)

(
1
0
.
8
%
)

(
9
.
2
%
)

(
6
.
2
%
)

(
2
0
.
0
%
)

(
2
7
.
7
%
)

(
1
.
5
%
)

7
7
6

2
2
3

1
0
2

2
8

3
3

7
0

(
6
6
.
4
%
)

(
1
9
.
1
%
)

(
8
.
7
%
)

(
2
.
4
%
)

(
2
.
8
%
)

(
0
.
6
%
)

(
0
.
0
%
)

1
9

2
6

2
8

2
6

1
9

2
0

1

(
1
3
.
7
%
)

(
1
8
.
7
%
)

(
2
0
.
1
%
)

(
1
8
.
7
%
)

(
1
3
.
7
%
)

(
1
4
.
4
%
)

(
0
.
7
%
)

1
,
8
1
5

5
1
0

2
3
0

7
2

8
2

3
1

3

(
6
6
.
2
%
)

(
1
8
.
6
%
)

(
8
.
4
%
)

(
2
.
6
%
)

(
3
.
0
%
)

(
1
.
1
%
)

(
0
.
1
%
)

5
4

5
9

6
4

5
9

5
9

7
4

5

(
1
4
.
4
%
)

(
1
5
.
8
%
)

(
1
7
.
1
%
)

(
1
5
.
8
%
)

(
1
5
.
8
%
)

(
1
9
.
8
%
)

(
1
.
3
%
)

（
注
）
１
　
「
育
児
休
業
承
認

期
間
」
の
（
　
）
は
、
「
合
計
」
に
占
め
る
割
合
（
端
数
処
理
の
た
め
、
合
計
が
1
0
0
%
と
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。
）
で
あ
る
。

市
区
町
村

男
性
職
員

女
性
職
員

合
　
計

男
性
職
員

女
性
職
員

都
道
府
県

男
性
職
員

女
性
職
員

育
　

児
　

休
　

業
　

承
　

認
　

期
　

間

1
,
0
4
7

1
7
0

表
８
　
育
児
休
業
の
取
得
状
況
（令

和
５
年
度
）

指
定
都
市

男
性
職
員

女
性
職
員

3
7
4

4
0

1
5
7

2
6

1
0
6

5
5

2
8
1

1
2
1

5
4
4

5
2
7

6
5

1
,
1
6
9

1
3
9

2
,
7
4
3

再
び

育
児

休
業

を
取

得
し

た
も

の
（

条
例

で
定

め
る

特
別

の
事

情
に

よ
る

再
度

の
取

得
を

除
く

）
条

例
で

定
め

る
特

別
の

事
情

に
よ

る
再

度
の

取
得

11



１
　
令
和
５
年
度
中
に
新
た
に
取
得
し
た
育
児
休
業
（一

般
行
政
部
門
）

（
単

位
：

人
）

１
月

以
下

１
月

超
３

月
以

下
３

月
超

６
月

以
下

６
月

超
９

月
以

下
９

月
超

1
2
月

以
下

1
2
月

超
2
4
月

以
下

2
4
月

超

1,
83
9

89
6

46
6

18
1

28
7

75
7

(4
9.
0%
)

(2
3.

9%
)

(1
2.
4%
)

(4
.8
%)

(7
.7
%)

(2
.0
%)

(0
.2
%)

9
22

10
6

26
0

96
0

1,
02
6

44
5

(0
.3
%)

(0
.8

%)
(3
.7
%)

(9
.2
%)

(3
3.
9%
)

(3
6.
3%
)

(1
5.
7%
)

89
7

56
6

21
7

96
15
7

48
6

(4
5.
1%
)

(2
8.

5%
)

(1
0.
9%
)

(4
.8
%)

(7
.9
%)

(2
.4
%)

(0
.3
%)

3
11

63
19
0

64
1

91
4

77
1

(0
.1
%)

(0
.4

%)
(2
.4
%)

(7
.3
%)

(2
4.
7%
)

(3
5.
2%
)

(2
9.
7%
)

3,
44
5

1,
86

9
93
2

31
7

41
4

11
3

32

(4
8.
4%
)

(2
6.

2%
)

(1
3.
1%
)

(4
.5
%)

(5
.8
%)

(1
.6
%)

(0
.4
%)

40
72

22
2

68
8

3,
39
6

3,
77
6

3,
44
6

(0
.3
%)

(0
.6

%)
(1
.9
%)

(5
.9
%)

(2
9.
2%
)

(3
2.
4%
)

(2
9.
6%
)

6,
18
1

3,
33

1
1,
61
5

59
4

85
8

23
6

45

(4
8.
1%
)

(2
5.

9%
)

(1
2.
6%
)

(4
.6
%)

(6
.7
%)

(1
.8
%)

(0
.3
%)

52
10

5
39
1

1,
13
8

4,
99
7

5,
71
6

4,
66
2

(0
.3
%)

(0
.6

%)
(2
.3
%)

(6
.7
%)

(2
9.
3%
)

(3
3.
5%
)

(2
7.
3%
)

（
注

）
１

　
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
に

は
、

令
和

４
年

度
以

前
に

育
児

休
業

等
が

取
得

可
能

と
な

り
、

令
和

５
年

度
か

ら
新

た
に

育
児

休
業

を
取

得
し

た
者

が
含

ま
れ

る
。

　
　

　
２

　
「

育
児

休
業

取
得

率
」

は
、

「
令

和
５

年
度

中
に

新
た

に
育

児
休

業
等

が
取

得
可

能
と

な
っ

た
職

員
数

」
に

占
め

る
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
の

割
合

で
あ

る
。

　
　

　
３

　
「

育
児

休
業

承
認

期
間

」
の

（
　

）
は

、
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
に

占
め

る
割

合
（

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
1
0
0
%
と

な
ら

な
い

場
合

が
あ

る
。

以
下

同
じ

。
）

で
あ

る
。

　
　

　
４

　
「

（
参

考
）

１
月

以
下

の
育

児
休

業
承

認
期

間
の

内
訳

（
男

性
職

員
）

」
の

（
　

）
は

、
「

合
計

」
の

「
男

性
職

員
」

の
「

育
児

休
業

取
得

者
」

に
占

め
る

割
合

で
あ

る
。

　

　
　

 
 
５

 
 
「

（
参

考
）

１
月

以
下

の
育

児
休

業
承

認
期

間
の

内
訳

（
男

性
職

員
）

」
に

つ
い

て
は

、
令

和
５

年
度

中
に

新
た

に
育

児
休

業
を

取
得

し
た

職
員

で
年

度
中

に
同

一
の

子
に

つ
い

て

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２

回
以

上
育

児
休

業
を

し
た

期
間

が
あ

る
場

合
は

、
当

該
期

間
を

合
算

し
た

上
で

計
上

（
月

数
計

算
は

育
児

休
業

取
得

日
数

を
3
0
で

除
し

小
数

点
第

２
位

で
四

捨
五

入
し

た
値

で
計

上
）

。

　
　

　
　

 
そ

の
た

め
、

上
段

表
の

育
児

休
業

の
承

認
期

間
（

１
月

以
下

）
の

人
数

と
は

一
致

し
な

い
。

表
８
－
１
　
育
児
休
業
の
取
得
状
況
（令

和
５
年
度
・一

般
行
政
部
門
）

1
7
,
0
6
1

1
0
0
.
0
%

令
和

５
年

度
中

に
新

た
に

育
児

休
業

等
が

取
得

可
能

と
な

っ
た

職
員

数

育
児

休
業

取
得

者
数

育
児

休
業

取
得

率

育
　

児
　

休
　

業
　

承
　

認
　

期
　

間

都
道
府
県

男
性

職
員

4
,
9
1
8

3
,
7
5
1

7
6
.
3
%

女
性

職
員

2
,
8
2
3

2
,
8
2
8

1
0
0
.
2
%

指
定
都
市

男
性

職
員

2
,
4
8
5

1
,
9
8
7

8
0
.
0
%

女
性

職
員

2
,
6
0
1

2
,
5
9
3

9
9
.
7
%

市
区
町
村

男
性

職
員

1
1
,
9
5
7

7
,
1
2
2

5
9
.
6
%

女
性

職
員

1
1
,
6
4
4

1
1
,
6
4
0

1
0
0
.
0
%

（
参

考
）

１
月

以
下

の
育

児
休

業
承

認
期

間
の

内
訳

（
男

性
職

員
）

１
週
間
未
満

１
週
間
以
上
２
週
間
未
満

合
　
計

男
性

職
員

1
9
,
3
6
0

1
2
,
8
6
0

6
6
.
4
%

女
性

職
員

1
7
,
0
6
8

２
週
間
以
上
 １
月
以
下

41
1

73
9

4,
51
3

(3
.2
%)
 

(5
.7

%)
 

(3
5.
1%
) 
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１
　
令
和
５
年
度
中
に
新
た
に
取
得
し
た
育
児
休
業
（
公
営
企
業
等
）

（
単
位
：
人
）

１
月
以
下

１
月
超

３
月
以
下

３
月
超

６
月
以
下

６
月
超

９
月
以
下

９
月
超

1
2
月
以
下

1
2
月
超

2
4
月
以
下

2
4
月
超

3
3
5

2
4
8

9
9

2
4

4
4

1
1

3

(
4
3
.
8
%
)

(
3
2
.
5
%
)

(
1
3
.
0
%
)

(
3
.
1
%
)

(
5
.
8
%
)

(
1
.
4
%
)

(
0
.
4
%
)

7
1
3

3
7

6
7

4
3
6

4
3
2

6
9
3

(
0
.
4
%
)

(
0
.
8
%
)

(
2
.
2
%
)

(
4
.
0
%
)

(
2
5
.
9
%
)

(
2
5
.
6
%
)

(
4
1
.
1
%
)

2
6
9

1
4
2

6
6

2
6

3
3

9
2

(
4
9
.
2
%
)

(
2
6
.
0
%
)

(
1
2
.
1
%
)

(
4
.
8
%
)

(
6
.
0
%
)

(
1
.
6
%
)

(
0
.
4
%
)

4
7

1
5

4
2

1
3
9

1
1
7

1
8
6

(
0
.
8
%
)

(
1
.
4
%
)

(
2
.
9
%
)

(
8
.
2
%
)

(
2
7
.
3
%
)

(
2
2
.
9
%
)

(
3
6
.
5
%
)

6
4
1

3
4
7

1
2
7

3
1

3
7

4
3

(
5
3
.
9
%
)

(
2
9
.
2
%
)

(
1
0
.
7
%
)

(
2
.
6
%
)

(
3
.
1
%
)

(
0
.
3
%
)

(
0
.
3
%
)

1
7

3
5

8
5

1
5
6

1
,
1
7
8

8
2
0

8
8
2

(
0
.
5
%
)

(
1
.
1
%
)

(
2
.
7
%
)

(
4
.
9
%
)

(
3
7
.
1
%
)

(
2
5
.
8
%
)

(
2
7
.
8
%
)

1
,
2
4
5

7
3
7

2
9
2

8
1

1
1
4

2
4

8

(
4
9
.
8
%
)

(
2
9
.
5
%
)

(
1
1
.
7
%
)

(
3
.
2
%
)

(
4
.
6
%
)

(
1
.
0
%
)

(
0
.
3
%
)

2
8

5
5

1
3
7

2
6
5

1
,
7
5
3

1
,
3
6
9

1
,
7
6
1

(
0
.
5
%
)

(
1
.
0
%
)

(
2
.
6
%
)

(
4
.
9
%
)

(
3
2
.
7
%
)

(
2
5
.
5
%
)

(
3
2
.
8
%
)

（
注

）
１

　
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
に

は
、

令
和

４
年

度
以

前
に

育
児

休
業

等
が

取
得

可
能

と
な

り
、

令
和

５
年

度
か

ら
新

た
に

育
児

休
業

を
取

得
し

た
者

が
含

ま
れ

る
。

　
　

　
２

　
「

育
児

休
業

取
得

率
」

は
、

「
令

和
５

年
度

中
に

新
た

に
育

児
休

業
等

が
取

得
可

能
と

な
っ

た
職

員
数

」
に

占
め

る
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
の

割
合

で
あ

る
。

　
　

　
３

　
「

育
児

休
業

承
認

期
間

」
の

（
　

）
は

、
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
に

占
め

る
割

合
（

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
1
0
0
%
と

な
ら

な
い

場
合

が
あ

る
。

以
下

同
じ

。
）

で
あ

る
。

　
　

　
４

　
「

（
参

考
）

１
月

以
下

の
育

児
休

業
承

認
期

間
の

内
訳

（
男

性
職

員
）

」
の

（
　

）
は

、
「

合
計

」
の

「
男

性
職

員
」

の
「

育
児

休
業

取
得

者
」

に
占

め
る

割
合

で
あ

る
。

　

２
週

間
以

上
 １

月
以

下 9
8
6

(
3
9
.
4
%
)
 

合
　
計

男
性
職
員

4
,3
6
0

2,
50
1

5
7.
4%

女
性
職
員

5
,3
7
3

市
区
町
村

男
性
職
員

2
,3
8
7

1,
19
0

4
9.
9%

女
性
職
員

3
,1
6
6

3,
17
3

10
0.
2%

指
定
都
市

男
性
職
員

74
8

5
47

7
3.
1%

女
性
職
員

51
3

5
10

9
9.
4%

男
性
職
員

1
,2
2
5

7
64

6
2.
4%

女
性
職
員

1
,6
9
4

1,
68
5

9
9.
5%

表
８
－
２
　
育
児
休
業
の
取
得
状
況
（
令
和
５
年
度
・
公
営
企
業
等
）

5,
36
8

9
9.
9%

（
参
考
）

１
月
以
下
の
育
児
休
業

承
認
期
間
の
内
訳

（
男
性
職
員
）

１
週

間
未

満
１

週
間

以
上

２
週

間
未

満

9
2

1
6
7

(
3
.
7
%
)
 

(
6
.
7
%
)
 

令
和
５
年
度
中

に
新
た
に
育
児

休
業
等
が
取
得

可
能
と
な
っ
た

職
員
数

育
児
休
業

取
得
者
数

育
児
休
業

取
得
率

育
　
児
　
休
　
業
　
承
　
認
　
期
　
間

都
道
府
県
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１
　
令
和
５
年
度
中
に
新
た
に
取
得
し
た
育
児
休
業
（
警
察
部
門
）

（
単
位
：
人
）

１
月
以
下

１
月
超

３
月
以
下

３
月
超

６
月
以
下

６
月
超

９
月
以
下

９
月
超

1
2
月
以
下

1
2
月
超

2
4
月
以
下

2
4
月
超

4
,
2
0
7

1
,
1
7
5

2
0
9

4
0

5
6

1
6

1
0

(
7
3
.
6
%
)

(
2
0
.
6
%
)

(
3
.
7
%
)

(
0
.
7
%
)

(
1
.
0
%
)

(
0
.
3
%
)

(
0
.
2
%
)

2
7

3
4

1
3
2

4
1
5

4
8
4

1
,
3
4
6

(
0
.
1
%
)

(
0
.
3
%
)

(
1
.
4
%
)

(
5
.
5
%
)

(
1
7
.
1
%
)

(
2
0
.
0
%
)

(
5
5
.
6
%
)

4
,
2
0
7

1
,
1
7
5

2
0
9

4
0

5
6

1
6

1
0

(
7
3
.
6
%
)

(
2
0
.
6
%
)

(
3
.
7
%
)

(
0
.
7
%
)

(
1
.
0
%
)

(
0
.
3
%
)

(
0
.
2
%
)

2
7

3
4

1
3
2

4
1
5

4
8
4

1
,
3
4
6

(
0
.
1
%
)

(
0
.
3
%
)

(
1
.
4
%
)

(
5
.
5
%
)

(
1
7
.
1
%
)

(
2
0
.
0
%
)

(
5
5
.
6
%
)

（
注

）
１

　
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
に

は
、

令
和

４
年

度
以

前
に

育
児

休
業

等
が

取
得

可
能

と
な

り
、

令
和

５
年

度
か

ら
新

た
に

育
児

休
業

を
取

得
し

た
者

が
含

ま
れ

る
。

　
　

　
２

　
「

育
児

休
業

取
得

率
」

は
、

「
令

和
５

年
度

中
に

新
た

に
育

児
休

業
等

が
取

得
可

能
と

な
っ

た
職

員
数

」
に

占
め

る
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
の

割
合

で
あ

る
。

　
　

　
３

　
「

育
児

休
業

承
認

期
間

」
の

（
　

）
は

、
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
に

占
め

る
割

合
（

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
1
0
0
%
と

な
ら

な
い

場
合

が
あ

る
。

以
下

同
じ

。
）

で
あ

る
。

　
　

　
４

　
「

（
参

考
）

１
月

以
下

の
育

児
休

業
承

認
期

間
の

内
訳

（
男

性
職

員
）

」
の

（
　

）
は

、
「

合
計

」
の

「
男

性
職

員
」

の
「

育
児

休
業

取
得

者
」

に
占

め
る

割
合

で
あ

る
。

　

表
８
－
３
　
育
児
休
業
の
取
得
状
況
（
令
和
５
年
度
・
警
察
部
門
）

2,
42
0

9
9.
5%

（
参
考
）

１
月
以
下
の
育
児
休
業

承
認
期
間
の
内
訳

（
男
性
職
員
）

１
週

間
未

満
１

週
間

以
上

２
週

間
未

満

3
9
8

7
7
4

(
7
.
0
%
)
 

(
1
3
.
5
%
)
 

令
和
５
年
度
中

に
新
た
に
育
児

休
業
等
が
取
得

可
能
と
な
っ
た

職
員
数

育
児
休
業

取
得
者
数

育
児
休
業

取
得
率

育
　
児
　
休
　
業
　
承
　
認
　
期
　
間

都
道
府
県

男
性
職
員

12
,2
87

5,
71
3

4
6.
5%

女
性
職
員

2
,4
3
2

2,
42
0

9
9.
5%

指
定
都
市

男
性
職
員

女
性
職
員

市
区
町
村

男
性
職
員

女
性
職
員

２
週

間
以

上
 １

月
以

下

3
,
0
3
5

(
5
3
.
1
%
)
 

合
　
計

男
性
職
員

12
,2
87

5,
71
3

4
6.
5%

女
性
職
員

2
,4
3
2
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１
　
令
和
５
年
度
中
に
新
た
に
取
得
し
た
育
児
休
業
（
消
防
部
門
）

（
単
位
：
人
）

１
月
以
下

１
月
超

３
月
以
下

３
月
超

６
月
以
下

６
月
超

９
月
以
下

９
月
超

1
2
月
以
下

1
2
月
超

2
4
月
以
下

2
4
月
超

1
4
3

1
2
2

6
8

2
3

3
7

5
1

(
3
5
.
8
%
)

(
3
0
.
6
%
)

(
1
7
.
0
%
)

(
5
.
8
%
)

(
9
.
3
%
)

(
1
.
3
%
)

(
0
.
3
%
)

0
1

1
3

3
9

5
5

(
0
.
0
%
)

(
1
.
4
%
)

(
1
.
4
%
)

(
4
.
2
%
)

(
4
.
2
%
)

(
1
2
.
5
%
)

(
7
6
.
4
%
)

4
3
6

1
8
5

5
8

1
4

1
5

2
0

(
6
1
.
4
%
)

(
2
6
.
1
%
)

(
8
.
2
%
)

(
2
.
0
%
)

(
2
.
1
%
)

(
0
.
3
%
)

(
0
.
0
%
)

0
0

0
3

1
6

2
1

2
1

(
0
.
0
%
)

(
0
.
0
%
)

(
0
.
0
%
)

(
4
.
9
%
)

(
2
6
.
2
%
)

(
3
4
.
4
%
)

(
3
4
.
4
%
)

6
0
0

1
9
2

4
7

1
0

1
4

5
1

(
6
9
.
0
%
)

(
2
2
.
1
%
)

(
5
.
4
%
)

(
1
.
2
%
)

(
1
.
6
%
)

(
0
.
6
%
)

(
0
.
1
%
)

1
1

7
4

4
5

3
7

1
8

(
0
.
9
%
)

(
0
.
9
%
)

(
6
.
2
%
)

(
3
.
5
%
)

(
3
9
.
8
%
)

(
3
2
.
7
%
)

(
1
5
.
9
%
)

1
,
1
7
9

4
9
9

1
7
3

4
7

6
6

1
2

2

(
5
9
.
6
%
)

(
2
5
.
2
%
)

(
8
.
7
%
)

(
2
.
4
%
)

(
3
.
3
%
)

(
0
.
6
%
)

(
0
.
1
%
)

1
2

8
1
0

6
4

6
7

9
4

(
0
.
4
%
)

(
0
.
8
%
)

(
3
.
3
%
)

(
4
.
1
%
)

(
2
6
.
0
%
)

(
2
7
.
2
%
)

(
3
8
.
2
%
)

（
注

）
１

　
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
に

は
、

令
和

４
年

度
以

前
に

育
児

休
業

等
が

取
得

可
能

と
な

り
、

令
和

５
年

度
か

ら
新

た
に

育
児

休
業

を
取

得
し

た
者

が
含

ま
れ

る
。

　
　

　
２

　
「

育
児

休
業

取
得

率
」

は
、

「
令

和
５

年
度

中
に

新
た

に
育

児
休

業
等

が
取

得
可

能
と

な
っ

た
職

員
数

」
に

占
め

る
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
の

割
合

で
あ

る
。

　
　

　
３

　
「

育
児

休
業

承
認

期
間

」
の

（
　

）
は

、
「

育
児

休
業

取
得

者
数

」
に

占
め

る
割

合
（

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
1
0
0
%
と

な
ら

な
い

場
合

が
あ

る
。

以
下

同
じ

。
）

で
あ

る
。

　
　

　
４

　
「

（
参

考
）

１
月

以
下

の
育

児
休

業
承

認
期

間
の

内
訳

（
男

性
職

員
）

」
の

（
　

）
は

、
「

合
計

」
の

「
男

性
職

員
」

の
「

育
児

休
業

取
得

者
」

に
占

め
る

割
合

で
あ

る
。

　

２
週

間
以

上
 １

月
以

下 9
3
0

(
4
7
.
0
%
)
 

合
　
計

男
性
職
員

5
,8
1
1

1,
97
8

3
4.
0%

女
性
職
員

23
7

市
区
町
村

男
性
職
員

3
,4
5
1

8
69

2
5.
2%

女
性
職
員

11
1

1
13

10
1.
8%

指
定
都
市

男
性
職
員

1
,6
9
6

7
10

4
1.
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１．育児休業の取得率 （単位：％）

男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員

北海道 48.6% 102.7% 58.6% 100.0% 44.4% 100.0% 72.6% 113.8% 26.5% 100.8%
青森県 52.2% 100.0% 65.0% 100.0% 33.3% 100.0% 84.1% 100.0% 19.8% 100.0%
岩手県 57.9% 100.0% 87.1% 100.0% 53.0% 100.0% 85.0% 100.0% 26.6% 100.0%
宮城県 33.5% 101.6% 85.2% 100.0% 100.0% - 16.6% 100.0% 25.0% 102.4%
秋田県 62.8% 100.0% 69.1% 100.0% 100.0% - 84.0% 100.0% 30.9% 100.0%
山形県 61.6% 98.6% 69.0% 97.6% 63.3% 98.1% 68.0% 95.0% 52.4% 99.4%
福島県 62.5% 101.6% 91.1% 101.7% 42.9% 100.0% 132.2% 103.8% 18.4% 101.4%
茨城県 39.1% 100.0% 101.9% 100.0% 78.9% 100.0% 47.4% 100.0% 14.2% 100.0%
栃木県 39.4% 99.7% 85.0% 98.0% 100.0% - 46.6% 100.0% 21.4% 100.0%
群馬県 41.9% 100.0% 72.2% 100.0% 83.3% 100.0% 46.3% 100.0% 23.6% 100.0%
埼玉県 44.1% 99.1% 74.9% 100.0% 47.8% - 65.9% 100.0% 26.9% 98.9%
千葉県 42.0% 100.2% 81.5% 100.0% 79.4% 100.0% 60.0% 100.0% 21.5% 100.2%
東京都 48.1% 105.8% 85.2% 101.2% 89.0% 107.5% 24.8% 93.0% 60.1% 110.8% 67.2% 111.4%
神奈川県 45.7% 100.0% 74.7% 100.0% 20.6% 100.0% 50.7% 100.7% 34.3% 99.8%
新潟県 44.7% 100.5% 76.6% 104.9% 48.6% 100.0% 35.7% 100.0% 39.0% 100.0%
富山県 47.6% 100.0% 55.4% 100.0% 32.4% 100.0% 86.2% 100.0% 28.3% 100.0%
石川県 51.3% 99.7% 72.6% 100.0% 68.8% 100.0% 56.4% 96.0% 38.2% 100.0%
福井県 66.2% 100.0% 103.6% 100.0% 92.3% 100.0% 69.7% 100.0% 35.6% 100.0%
山梨県 34.4% 100.0% 63.6% 100.0% 100.0% - 56.0% 100.0% 4.5% 100.0%
長野県 44.0% 100.0% 72.2% 100.0% 0.0% 100.0% 57.8% 100.0% 27.7% 100.0%
岐阜県 46.8% 100.0% 88.1% 100.0% - - 68.2% 100.0% 21.9% 100.0%
静岡県 37.1% 100.2% 89.4% 100.0% 37.5% 97.6% 33.4% 100.0% 25.7% 100.5%
愛知県 53.8% 100.1% 89.5% 101.8% 65.1% 100.0% 71.8% 100.0% 34.6% 100.0%
三重県 31.8% 99.8% 84.0% 100.0% 66.7% 85.7% 41.9% 100.0% 15.2% 100.0%
滋賀県 47.8% 100.0% 77.6% 100.0% 93.3% 100.0% 21.3% 100.0% 47.3% 100.0%
京都府 40.9% 100.0% 72.7% 100.0% 100.0% - 33.9% 100.0% 37.1% 100.0%
大阪府 43.4% 110.2% 53.2% 100.6% 47.0% 103.2% 38.3% 113.0%
兵庫県 28.9% 98.5% 80.0% 98.2% 45.0% 97.3% 26.0% 100.0% 21.7% 98.8%
奈良県 42.9% 100.0% 55.0% 100.0% 100.0% 100.0% 47.2% 100.0% 36.6% 100.0%
和歌山県 29.1% 99.3% 63.3% 100.0% - - 34.6% 90.5% 16.2% 100.0%
鳥取県 64.9% 99.6% 87.5% 100.0% 66.7% 100.0% 116.9% 100.0% 25.0% 99.2%
島根県 57.1% 99.6% 79.4% 100.0% 44.4% 98.2% 95.1% 100.0% 25.0% 100.0%
岡山県 43.9% 100.0% 62.2% 100.0% - 100.0% 70.4% 100.0% 19.0% 100.0%
広島県 38.2% 102.7% 101.0% 98.1% 64.5% 100.0% 19.3% 100.0% 31.3% 104.0%
山口県 46.9% 100.0% 57.1% 100.0% 25.0% 100.0% 73.5% 100.0% 25.1% 100.0%
徳島県 37.1% 100.0% 68.6% 100.0% 52.9% 100.0% 24.4% 100.0% 26.8% 100.0%
香川県 40.3% 99.4% 50.7% 100.0% 59.1% 96.8% 54.8% 100.0% 25.0% 100.0%
愛媛県 44.5% 100.0% 123.5% 100.0% 37.2% 100.0% 21.3% 100.0% 26.1% 100.0%
高知県 55.8% 100.0% 83.1% 100.0% 66.7% 100.0% 54.9% 100.0% 36.7% 100.0%
福岡県 31.4% 99.7% 74.8% 100.0% 100.0% - 23.7% 100.0% 28.5% 99.6%
佐賀県 24.6% 100.0% 51.4% 100.0% - - 25.7% 100.0% 12.6% 100.0%
長崎県 47.4% 98.4% 61.4% 100.0% 66.7% - 66.3% 96.3% 21.8% 98.4%
熊本県 30.9% 100.0% 58.3% 100.0% 100.0% 100.0% 29.1% 100.0% 18.7% 100.0%
大分県 39.7% 100.0% 87.2% 100.0% 50.0% 100.0% 28.7% 100.0% 24.1% 100.0%
宮崎県 50.6% 100.0% 53.3% 100.0% 45.5% 100.0% 73.5% 100.0% 24.4% 100.0%
鹿児島県 30.8% 100.0% 64.4% 100.0% 81.3% 100.0% 30.3% 100.0% 13.5% 100.0%
沖縄県 44.6% 99.5% 77.0% 100.0% 51.3% 99.1% 45.3% 100.0% 32.6% 99.5%
合計 43.9% 101.1% 76.3% 100.2% 62.4% 99.5% 46.5% 99.5% 60.1% 110.8% 28.7% 101.6%

※「令和５年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員数」に占める「令和５年度の新規取得者数」
　の割合である。
※表中の「－」は、「令和５年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員」及び「令和
　５年度の新規取得者」のいずれもが0名である場合等。

表８－６　育児休業の取得状況（令和５年度）　都道府県団体別

全合計 一般行政部門 警察部門 消防部門 教育委員会公営企業等
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１．育児休業の取得率 （単位：％）

男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員

札幌市 61.8% 98.4% 76.9% 97.4% 68.4% 96.4% 51.6% 66.7% 50.2% 100.0%
仙台市 56.5% 99.7% 80.8% 100.9% 66.1% 95.9% 23.1% 100.0% 46.0% 100.0%
さいたま市 56.0% 99.4% 76.8% 99.2% 66.7% 97.7% 68.0% 100.0% 37.0% 100.0%
千葉市 64.7% 99.3% 96.8% 101.0% 70.0% 100.0% 65.0% 100.0% 44.9% 97.8%
横浜市 52.9% 99.7% 78.1% 100.3% 78.9% 100.0% 53.1% 100.0% 25.7% 99.2%
川崎市 56.1% 88.5% 80.0% 100.0% 54.0% 100.0% 54.4% 100.0% 40.6% 83.5%
相模原市 45.2% 98.3% 75.3% 95.7% 100.0% 100.0% 20.0% 100.0% 28.0% 100.0%
新潟市 64.4% 100.0% 76.2% 100.0% 69.2% 100.0% 67.2% 100.0% 44.6% 100.0%
静岡市 47.7% 99.0% 68.1% 98.8% 55.6% 96.0% 45.0% 100.0% 26.9% 100.0%
浜松市 40.7% 100.0% 63.5% 100.0% 42.9% - 52.0% 100.0% 16.4% 100.0%
名古屋市 50.4% 100.0% 76.3% 100.0% 83.3% 100.0% 30.3% - 24.3% 100.0%
京都市 54.6% 100.2% 88.2% 101.4% 74.5% 88.9% 44.2% 100.0% 32.3% 100.0%
大阪市 29.4% 98.9% 58.0% 96.4% 45.5% 100.0% 6.0% 100.0% 31.8% 100.0%
堺市 56.6% 99.5% 96.3% 97.1% 90.9% 133.3% 27.4% 100.0% 47.5% 100.0%
神戸市 51.7% 100.2% 83.3% 100.5% 67.7% 100.0% 47.1% 100.0% 21.2% 100.0%
岡山市 65.2% 100.0% 72.2% 100.0% 110.0% 100.0% 77.3% 100.0% 42.6% 100.0%
広島市 43.1% 100.0% 67.8% 100.0% 73.7% 100.0% 14.0% 100.0% 36.8% 100.0%
北九州市 51.9% 100.0% 83.7% 100.0% 87.5% 100.0% 65.7% 100.0% 27.4% 100.0%
福岡市 97.4% 101.3% 106.7% 100.0% 105.7% 130.0% 104.6% 200.0% 85.4% 100.4%
熊本市 45.8% 100.9% 94.6% 102.8% 45.8% 100.0% 13.2% 100.0% 15.4% 100.0%
合計 54.1% 99.1% 80.0% 99.7% 73.1% 99.4% 41.9% 100.0% 35.8% 98.7%

※「令和５年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員数」に占める「令和５年度の新規取得者数」
　の割合である。
※表中の「－」は、「令和５年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員」及び「令和
　５年度の新規取得者」のいずれもが0名である場合等。

表８－７　育児休業の取得状況（令和５年度）　指定都市団体別

全合計 一般行政部門 公営企業等 消防部門 教育委員会
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１．育児休業の取得率 （単位：％）

男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員

北海道 39.7% 99.7% 41.6% 99.2% 45.6% 101.3% 21.4% - 51.7% 95.7%
青森県 52.1% 102.6% 53.2% 105.0% 58.0% 100.0% 0.0% - 54.5% 100.0%
岩手県 50.0% 101.1% 51.3% 101.5% 60.0% 100.0% 27.8% 100.0% 50.0% 100.0%
宮城県 52.9% 100.0% 58.5% 100.0% 41.9% 100.0% 44.1% - 50.0% 100.0%
秋田県 46.0% 100.8% 61.5% 100.0% 53.6% 103.8% 5.2% 100.0% 85.7% 100.0%
山形県 51.5% 100.0% 61.0% 99.2% 65.4% 98.7% 29.3% 150.0% 33.3% 106.7%
福島県 48.0% 99.0% 50.8% 99.0% 33.3% 100.0% 41.4% - 60.0% 97.0%
茨城県 52.8% 100.3% 64.5% 100.0% 64.0% 100.0% 18.2% 100.0% 46.9% 102.2%
栃木県 52.9% 100.0% 69.9% 100.0% 43.8% 100.0% 12.9% 100.0% 52.9% 100.0%
群馬県 58.4% 102.0% 64.7% 102.0% 62.9% 102.0% 20.9% 100.0% 60.0% 102.3%
埼玉県 60.6% 100.4% 68.9% 100.3% 56.8% 100.0% 29.3% 100.0% 54.8% 102.1%
千葉県 57.0% 99.9% 69.2% 99.8% 73.7% 98.8% 23.4% 100.0% 56.2% 101.3%
東京都 74.2% 98.5% 75.6% 97.9% 65.8% 100.0% 0.0% 100.0% 83.3% 102.6%
東京都（区） 77.6% 99.2% 77.3% 99.4% 100.0% 100.0% 80.8% 98.5%
神奈川県 58.0% 99.0% 74.5% 99.5% 36.4% 97.7% 39.8% 100.0% 52.9% 100.0%
新潟県 51.6% 99.6% 60.9% 99.5% 42.9% 100.0% 29.9% 100.0% 57.1% 100.0%
富山県 30.8% 100.0% 48.7% 100.0% 26.3% 100.0% 4.7% 100.0% 11.1% 100.0%
石川県 52.5% 100.0% 60.0% 100.0% 68.6% 100.0% 36.2% 100.0% 33.3% 100.0%
福井県 55.4% 97.1% 66.0% 96.6% 61.1% 100.0% 14.3% - 16.7% 100.0%
山梨県 33.5% 100.5% 35.5% 100.8% 36.7% 97.4% 0.0% 100.0% 72.7% 107.7%
長野県 42.7% 101.2% 41.6% 100.9% 48.1% 100.0% 35.0% - 44.8% 105.7%
岐阜県 49.4% 99.2% 58.6% 99.6% 54.8% 100.0% 20.6% - 60.9% 93.3%
静岡県 50.2% 98.7% 55.5% 98.2% 57.7% 100.0% 24.2% 100.0% 40.0% 96.9%
愛知県 60.6% 100.2% 72.9% 100.3% 55.0% 99.4% 38.6% 100.0% 53.3% 102.8%
三重県 55.0% 100.6% 65.7% 100.8% 56.9% 100.0% 34.8% 100.0% 31.3% 100.0%
滋賀県 59.2% 100.0% 66.0% 100.0% 56.7% 100.0% 20.8% - 42.9% 100.0%
京都府 48.7% 100.0% 57.8% 100.0% 75.0% 100.0% 14.0% - 31.3% 100.0%
大阪府 49.0% 99.9% 59.3% 100.0% 44.7% 99.4% 25.9% 100.0% 42.1% 100.0%
兵庫県 51.4% 100.3% 64.2% 100.5% 54.8% 100.0% 23.5% 100.0% 40.0% 100.0%
奈良県 55.4% 101.3% 61.9% 100.6% 53.6% 100.0% 23.8% - 39.1% 108.7%
和歌山県 30.9% 100.0% 39.9% 100.0% 24.1% 100.0% 12.9% 100.0% 35.3% 100.0%
鳥取県 54.4% 105.0% 61.5% 104.3% 20.0% 110.0% - - 66.7% 100.0%
島根県 54.3% 98.7% 62.5% 97.9% 38.7% 100.0% 37.5% 100.0% 88.9% 100.0%
岡山県 50.5% 98.3% 58.8% 97.9% 58.1% 97.4% 23.8% 100.0% 57.1% 100.0%
広島県 47.7% 101.3% 58.7% 99.0% 47.6% 107.3% 20.0% 100.0% 38.5% 100.0%
山口県 31.8% 100.4% 42.5% 100.0% 45.8% 100.0% 1.4% 125.0% 30.0% 100.0%
徳島県 33.5% 100.0% 35.6% 100.8% 39.1% 96.7% 23.1% - 41.7% 100.0%
香川県 43.4% 99.1% 56.0% 98.5% 50.0% 100.0% 7.5% 100.0% 44.4% 100.0%
愛媛県 47.5% 100.0% 55.3% 100.0% 45.5% 100.0% 36.7% 100.0% 35.7% 100.0%
高知県 47.0% 103.2% 58.4% 104.5% 24.0% 100.0% 35.6% 100.0% 33.3% 100.0%
福岡県 50.4% 102.3% 56.0% 101.5% 36.4% 111.8% 19.4% - 44.0% 104.0%
佐賀県 45.2% 100.0% 46.6% 100.0% 54.5% 100.0% 0.0% - 75.0% 100.0%
長崎県 37.7% 99.3% 46.1% 99.2% 31.3% 100.0% 22.7% 100.0% 33.3% 100.0%
熊本県 35.5% 97.7% 36.3% 94.2% 30.4% 109.1% 42.9% - 25.0% 100.0%
大分県 31.3% 100.0% 47.5% 100.0% 20.9% 100.0% 11.8% 100.0% 25.0% 100.0%
宮崎県 35.2% 104.0% 44.6% 105.2% 36.8% 100.0% 6.8% 100.0% 40.0% 100.0%
鹿児島県 45.3% 100.0% 37.5% 100.0% 75.5% 100.0% 58.4% 100.0% 35.0% 100.0%
沖縄県 50.0% 101.5% 51.8% 101.8% 52.0% 100.0% 40.0% 100.0% 55.3% 100.0%
合計 51.6% 100.1% 59.6% 100.0% 49.9% 100.2% 25.2% 101.8% 51.0% 100.2%

※「令和５年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員数」に占める「令和５年度の
　新規取得者数」の割合である。
※表中の「－」は、「令和５年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員」及び「令和
　５年度の新規取得者」のいずれもが0名である場合等。

表８－８　育児休業の取得状況（令和５年度）　市区町村団体別

全合計 一般行政部門 消防部門 教育委員会公営企業等
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１
　
育
児
短
時
間
勤
務
の
取
得
者
数
等
（
全
部
門
合
計
）

（
単

位
：

人
）

３
月
以
下

３
月
超

 ６
月

以
下

６
月

超
 ９

月
以

下
９

月
超

23
3

59
26

20
12
8

(1
00
.0
%)
 

(2
5.
3%
) 

(1
1.
2%
) 

(8
.6
%)
 

(5
4.
9%
) 

3,
26
1

27
3

24
7

25
7

2,
48
4

(1
00
.0
%)
 

(8
.4
%)
 

(7
.6
%)
 

(7
.9
%)
 

(7
6.
2%
) 

66
14

8
7

37

(1
00
.0
%)
 

(2
1.
2%
) 

(1
2.
1%
) 

(1
0.
6%
) 

(5
6.
1%
) 

1,
16
0

11
8

94
66

88
2

(1
00
.0
%)
 

(1
0.
2%
) 

(8
.1
%)
 

(5
.7
%)
 

(7
6.
0%
) 

52
23

9
6

14

(1
00
.0
%)
 

(4
4.
2%
) 

(1
7.
3%
) 

(1
1.
5%
) 

(2
6.
9%
) 

1,
43
9

19
9

20
3

11
4

92
3

(1
00
.0
%)
 

(1
3.
8%
) 

(1
4.
1%
) 

(7
.9
%)
 

(6
4.
1%
) 

35
1

96
43

33
17
9

(1
00
.0
%)
 

(2
7.
4%
) 

(1
2.
3%
) 

(9
.4
%)
 

(5
1.
0%
) 

5,
86
0

59
0

54
4

43
7

4,
28
9

(1
00
.0
%)
 

(1
0.
1%
) 

(9
.3
%)
 

(7
.5
%)
 

(7
3.
2%
) 

（
注

）
１

　
「

育
児

短
時

間
勤

務
取

得
者

数
」

に
は

、
令
和
４
年
度
以
前
に
育
児
休
業
等
が
取
得
可
能
と
な
り
、
令
和
５
年
度

か
ら
新
た
に
育
児
短
時
間
勤
務
を
取
得
し
た
者
が
含
ま
れ
る
。

　
　

　
２

　
「
育

児
短

時
間

勤
務

承
認

期
間

」
の

（
　
）
は
、
「
育
児
短
時
間
勤
務
取
得
者
数
」
に
占
め
る
割
合
（
端
数
処
理

の
た
め
、
合
計
が
10
0%
と
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。
）
で
あ
る
。

表
９
　
育
児
短
時
間
勤
務
の
取
得
状
況
（令

和
５
年
度
）

育
児
短
時
間
勤
務

取
得
者
数

育
児

短
時

間
勤

務
承

認
期

間

指
定
都
市

男
性
職
員

女
性
職
員

都
道
府
県

男
性
職
員

女
性
職
員

合
　
計

男
性
職
員

女
性
職
員

市
区
町
村

男
性
職
員

女
性
職
員
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１
　
部
分
休
業
の
取
得
者
数
等
（全

部
門
合
計
）

（
単
位
：
人
）

１
年
以
下

１
年
超

２
年
以
下

２
年
超

３
年
以
下

３
年
超

４
年
以
下

４
年
超

５
年
以
下

５
年
超

9
1
0

8
4
8

4
3

8
5

2
4

(
1
0
0
.
0
%
)
 

(
9
3
.
2
%
)
 

(
4
.
7
%
)
 

(
0
.
9
%
)
 

(
0
.
5
%
)
 

(
0
.
2
%
)
 

(
0
.
4
%
)
 

8
,
9
5
9

7
,
4
3
8

5
9
4

1
7
3

2
7
6

3
2
0

1
5
8

(
1
0
0
.
0
%
)
 

(
8
3
.
0
%
)
 

(
6
.
6
%
)
 

(
1
.
9
%
)
 

(
3
.
1
%
)
 

(
3
.
6
%
)
 

(
1
.
8
%
)
 

3
8
1

3
1
3

3
6

6
8

1
1

7

(
1
0
0
.
0
%
)
 

(
8
2
.
2
%
)
 

(
9
.
4
%
)
 

(
1
.
6
%
)
 

(
2
.
1
%
)
 

(
2
.
9
%
)
 

(
1
.
8
%
)
 

3
,
3
5
3

2
,
5
7
7

2
8
7

6
6

1
0
2

2
4
4

7
7

(
1
0
0
.
0
%
)
 

(
7
6
.
9
%
)
 

(
8
.
6
%
)
 

(
2
.
0
%
)
 

(
3
.
0
%
)
 

(
7
.
3
%
)
 

(
2
.
3
%
)
 

8
9
6

6
7
5

9
1

3
3

3
1

3
7

2
9

(
1
0
0
.
0
%
)
 

(
7
5
.
3
%
)
 

(
1
0
.
2
%
)
 

(
3
.
7
%
)
 

(
3
.
5
%
)
 

(
4
.
1
%
)
 

(
3
.
2
%
)
 

1
0
,
0
3
6

6
,
2
2
2

1
,
1
4
7

3
5
2

7
1
2

1
,
0
1
2

5
9
1

(
1
0
0
.
0
%
)
 

(
6
2
.
0
%
)
 

(
1
1
.
4
%
)
 

(
3
.
5
%
)
 

(
7
.
1
%
)
 

(
1
0
.
1
%
)
 

(
5
.
9
%
)
 

2
,
1
8
7

1
,
8
3
6

1
7
0

4
7

4
4

5
0

4
0

(
1
0
0
.
0
%
)
 

(
8
4
.
0
%
)
 

(
7
.
8
%
)
 

(
2
.
1
%
)
 

(
2
.
0
%
)
 

(
2
.
3
%
)
 

(
1
.
8
%
)
 

2
2
,
3
4
8

1
6
,
2
3
7

2
,
0
2
8

5
9
1

1
,
0
9
0

1
,
5
7
6

8
2
6

(
1
0
0
.
0
%
)
 

(
7
2
.
7
%
)
 

(
9
.
1
%
)
 

(
2
.
6
%
)
 

(
4
.
9
%
)
 

(
7
.
1
%
)
 

(
3
.
7
%
)
 

（
注
）
１
　
「
部
分
休
業
取
得
者
数
」
に
は
、
令
和
４
年
度
以
前
に
育
児
休
業
等
が
取
得
可
能
と
な
り
、
令
和
５
年
度
か
ら
新
た
に
部
分
休
業
を
取
得
し
た
者
が
含
ま
れ
る
。

　
　
　
２
　
「
部
分
休
業
承
認
期
間
」
の
（
　
）
は
、
「
部
分
休
業
取
得
者
数
」
に
占
め
る
割
合
（
端
数
処
理
の
た
め
、
合
計
が
1
0
0
%
と
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。
）
で
あ
る
。

合
　
計

男
性
職
員

女
性
職
員

市
区
町
村

男
性
職
員

女
性
職
員

部
　
分
　
休
　
業
　
承
　
認
　
期
　
間

都
道
府
県

男
性
職
員

女
性
職
員

表
10
　
部
分
休
業
の
取
得
状
況
（令

和
５
年
度
）

指
定
都
市

男
性
職
員

女
性
職
員

部
分
休
業

取
得
者
数
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１
　

配
偶

者
出

産
休

暇
及

び
育

児
参

加
の

た
め

の
休

暇
取

得
者

数
（

単
位

：
人

）

令
和

５
年

度
中

に
新

た
に

育
児

休
業

が
取

得
可

能
と

な
っ

た
男

性
職

員
数

配
偶
者
出
産
休
暇
を

取
得
し
た
職
員
数

育
児
参
加
の
た
め
の
休
暇
を

取
得
し
た
職
員
数

配
偶

者
出

産
休

暇
又

は
育

児
参

加
の

た
め

の
休

暇
を

取
得

し
た

職
員

数

配
偶

者
出

産
休

暇
と

育
児

参
加

の
た

め
の

休
暇

を
合

わ
せ

て
５

日
以

上
取

得
し

た
職

員
数

3
3
,
8
9
0

2
8
,
2
8
5

2
4
,
3
2
6

2
9
,
7
1
8

1
7
,
9
3
6

(
1
0
0
.
0
%
)

(
8
3
.
5
%
)

(
7
1
.
8
%
)

(
8
7
.
7
%
)

(
5
2
.
9
%
)

8
,
0
8
7

6
,
2
5
5

5
,
3
1
5

6
,
7
9
8

4
,
0
5
8

(
1
0
0
.
0
%
)

(
7
7
.
3
%
)

(
6
5
.
7
%
)

(
8
4
.
1
%
)

(
5
0
.
2
%
)

1
8
,
9
0
3

1
3
,
9
6
6

1
0
,
3
8
7

1
5
,
0
7
0

8
,
1
1
4

(
1
0
0
.
0
%
)

(
7
3
.
9
%
)

(
5
4
.
9
%
)

(
7
9
.
7
%
)

(
4
2
.
9
%
)

6
0
,
8
8
0

4
8
,
5
0
6

4
0
,
0
2
8

5
1
,
5
8
6

3
0
,
1
0
8

(
1
0
0
.
0
%
)

(
7
9
.
7
%
)

(
6
5
.
7
%
)

(
8
4
.
7
%
)

(
4
9
.
5
%
)

（
注
）
１
　
（
　
）
は
、
「
令
和
５
年
度
中
に
新
た
に
育

児
休

業
が

取
得

可
能

と
な

っ
た

男
性

職
員

数
」

に
占

め
る

割
合

で
あ

る
。

　
　
　
２
　
「
令
和
５
年
度
中
に
新
た
に
育
児
休
業
が
取

得
可

能
と

な
っ

た
男

性
職

員
数

」
に

は
、

い
ず

れ
か

又
は

両
方

の
制

度
を

設
け

て
い

な
い

団
体

に
お

け
る

「
令

和
５

年
度

中
に

  
  
  
  
 新

た
に

育
児
休
業
が
取
得
可
能
と
な
っ
た
男

性
職

員
数

」
を

含
む

。

　
　

 ３
「

配
偶

者
出

産
休

暇
」

は
、

妻
の

出
産
に
伴
う
入
退
院
の
付
添
い
等
を
行
う
た
め
に
、
妻
の
出
産
に

係
る

入
院

等
の

日
か

ら
当

該
出

産
の

日
後

２
週

間
を

　
　

　
　

経
過

す
る

ま
で

の
期

間
に

お
い

て
、

２
日
の
範
囲
内
で
与
え
ら
れ
る
特
別
休
暇
。

　
　

 ４
「

育
児

参
加

の
た

め
の

休
暇

」
は

、
妻
が
出
産
す
る
場
合
で
、
当
該
出
産
に
係
る
子
又
は
小
学
校
就

学
の

始
期

に
達

す
る

ま
で

の
子

を
養

育
す

る
職

員
が

、
  
  

  
 妻

の
出

産
予

定
日

の
６

週
間

（
多

胎
妊
娠
の
場
合
は
１
４
週
間
）
前
の
日
か
ら
当
該
出
産
の
日
後
１

年
を

経
過

す
る

日
ま

で
の

期
間

に
お

い
て

、
　
　

 　
子

を
養

育
す

る
た

め
に

５
日

の
範

囲
内
で
与
え
ら
れ
る
特
別
休
暇
。
　

　
　

 ５
 各

男
性

職
員

数
は

全
部

門
（

一
般

行
政

部
門
、
公
営
企
業
等
、
警
察
部
門
、
消
防
部
門
、
教
育
委
員

会
）

の
合

計
。

合
計

市
区

町
村

指
定

都
市

都
道

府
県

表
1
1
  

配
偶

者
出

産
休

暇
及

び
育

児
参

加
の

た
め

の
休

暇
の

取
得

状
況

（令
和

５
年

度
）
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１．配偶者出産休暇・育児参加のための休暇の取得率

北海道 88.8% 80.0% 95.2% 64.1%
青森県 88.9% 65.0% 93.0% 53.5%
岩手県 82.7% 64.0% 88.5% 51.5%
宮城県 83.7% 69.5% 88.3% 47.0%
秋田県 85.1% 70.7% 91.2% 48.4%
山形県 92.4% 75.7% 94.6% 54.8%
福島県 76.3% 70.5% 85.0% 54.9%
茨城県 93.0% 83.9% 97.7% 65.4%
栃木県 86.5% 55.1% 89.7% 49.6%
群馬県 96.4% 80.1% 96.6% 65.0%
埼玉県 84.3% 61.9% 87.3% 48.0%
千葉県 55.7% 55.7% 55.7% 35.4%
東京都 90.2% 85.9% 90.2% 52.1%
神奈川県 83.9% 76.8% 89.7% 65.1%
新潟県 78.6% 59.7% 83.5% 47.9%
富山県 84.0% 77.4% 88.5% 56.7%
石川県 77.0% 54.9% 80.0% 30.9%
福井県 81.9% 69.7% 85.4% 55.1%
山梨県 88.3% 78.4% 89.0% 63.6%
長野県 70.1% 66.5% 77.9% 52.7%
岐阜県 83.3% 70.3% 87.2% 52.8%
静岡県 80.6% 65.7% 86.2% 48.0%
愛知県 81.2% 72.3% 87.1% 53.7%
三重県 64.9% 72.8% 83.3% 53.4%
滋賀県 84.5% 52.2% 88.7% 40.2%
京都府 89.7% 79.4% 94.2% 70.6%
大阪府 85.9% 77.4% 88.5% 53.1%
兵庫県 85.3% 63.2% 96.3% 36.9%
奈良県 81.2% 60.7% 89.5% 44.7%
和歌山県 83.3% 66.7% 90.1% 43.1%
鳥取県 90.3% 74.2% 97.6% 56.9%
島根県 83.2% 71.9% 89.1% 53.5%
岡山県 79.3% 79.3% 79.3% 48.8%
広島県 87.7% 72.8% 89.1% 61.4%
山口県 80.0% 65.1% 83.6% 46.5%
徳島県 76.2% 59.9% 84.0% 37.8%
香川県 79.1% 64.0% 85.7% 42.3%
愛媛県 86.1% 71.1% 89.9% 61.7%
高知県 84.8% 74.3% 89.8% 61.1%
福岡県 92.1% 79.5% 93.8% 71.2%
佐賀県 73.2% 68.4% 73.2% 61.5%
長崎県 89.2% 74.0% 96.1% 53.3%
熊本県 91.4% 78.7% 94.3% 70.5%
大分県 86.1% 70.9% 88.9% 58.2%
宮崎県 86.2% 68.4% 92.1% 51.1%
鹿児島県 85.0% 69.2% 89.5% 57.1%
沖縄県 76.6% 67.7% 85.4% 48.4%
合計 83.5% 71.8% 87.7% 52.9%

※「令和５年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数」に占める割合である。

育児参加のための
休暇の取得率

配偶者出産休暇又は育児参加のための休
暇を取得した職員の割合

配偶者出産休暇と育児参加のための休暇を
合せて5日以上取得した職員の割合

表11－１　配偶者出産休暇等の取得状況（令和５年度）　都道府県団体別

配偶者出産休暇の
取得率

23



１．配偶者出産休暇・育児参加のための休暇の取得率

札幌市 85.3% 72.9% 89.8% 59.6%
仙台市 86.3% 78.4% 90.5% 61.6%
さいたま市 73.8% 51.7% 79.9% 45.2%
千葉市 74.6% 54.5% 80.2% 50.5%
横浜市 62.1% 49.8% 71.2% 41.5%
川崎市 79.8% 67.0% 81.9% 58.8%
相模原市 58.8% 46.2% 59.8% 41.2%
新潟市 86.5% 78.8% 91.9% 60.8%
静岡市 61.7% 55.1% 65.4% 10.3%
浜松市 89.0% 69.8% 93.4% 48.9%
名古屋市 81.7% 75.7% 89.3% 57.4%
京都市 76.6% 62.5% 78.0% 47.0%
大阪市 81.4% 71.1% 87.7% 56.1%
堺市 86.8% 73.9% 91.5% 59.0%
神戸市 63.8% 61.9% 89.8% 26.1%
岡山市 94.0% 81.1% 98.0% 75.1%
広島市 90.3% 63.1% 93.1% 60.1%
北九州市 58.8% 57.2% 87.2% 21.9%
福岡市 88.1% 88.1% 88.1% 56.3%
熊本市 82.3% 66.9% 86.5% 55.4%
合計 77.3% 65.7% 84.1% 50.2%

※「令和５年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数」に占める割合である。

配偶者出産休暇の
取得率

育児参加のための
休暇の取得率

配偶者出産休暇又は育児参加のための
休暇を取得した職員の割合

配偶者出産休暇と育児参加のための休暇
を合せて5日以上取得した職員の割合

表11－２　配偶者出産休暇等の取得状況（令和５年度）　指定都市団体別
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１．配偶者出産休暇・育児参加のための休暇の取得率

北海道 68.3% 44.3% 73.6% 39.7%
青森県 72.5% 52.1% 80.1% 36.0%
岩手県 72.1% 56.4% 80.4% 39.7%
宮城県 62.9% 43.3% 70.0% 31.3%
秋田県 66.5% 41.4% 74.9% 30.2%
山形県 76.3% 64.7% 85.1% 43.2%
福島県 62.3% 42.5% 68.7% 34.9%
茨城県 79.8% 54.0% 85.8% 38.4%
栃木県 79.5% 59.9% 85.9% 47.1%
群馬県 89.4% 66.5% 91.3% 52.5%
埼玉県 76.1% 58.8% 81.3% 49.2%
千葉県 84.6% 62.7% 88.2% 53.6%
東京都 79.0% 69.6% 86.4% 53.5%
東京都（区） 82.5% 69.1% 87.2% 55.8%
神奈川県 69.3% 52.8% 73.3% 47.8%
新潟県 70.9% 54.4% 77.2% 41.8%
富山県 64.4% 44.5% 72.1% 27.5%
石川県 71.5% 58.8% 78.7% 43.0%
福井県 76.3% 48.9% 80.6% 26.6%
山梨県 67.0% 44.8% 75.4% 30.0%
長野県 61.3% 50.4% 72.1% 34.6%
岐阜県 64.1% 49.0% 73.6% 30.3%
静岡県 70.4% 55.0% 80.3% 40.3%
愛知県 75.5% 56.5% 79.7% 45.3%
三重県 74.2% 52.8% 78.3% 37.8%
滋賀県 70.4% 45.7% 75.9% 34.7%
京都府 73.0% 50.6% 79.8% 36.0%
大阪府 80.5% 61.9% 83.5% 58.0%
兵庫県 76.2% 59.2% 84.1% 42.6%
奈良県 65.0% 52.5% 75.0% 37.9%
和歌山県 62.2% 43.1% 73.6% 27.6%
鳥取県 79.8% 53.5% 87.7% 35.1%
島根県 72.8% 45.7% 76.6% 28.3%
岡山県 72.9% 53.5% 78.4% 46.9%
広島県 71.5% 40.9% 76.2% 38.5%
山口県 68.2% 59.6% 78.6% 43.2%
徳島県 68.9% 39.6% 72.0% 32.9%
香川県 79.4% 61.7% 84.6% 43.4%
愛媛県 73.0% 61.9% 79.1% 46.0%
高知県 78.3% 54.5% 83.8% 43.4%
福岡県 76.8% 54.4% 81.5% 39.2%
佐賀県 82.1% 63.1% 88.7% 45.2%
長崎県 71.7% 47.7% 79.7% 34.3%
熊本県 64.5% 32.7% 71.4% 20.5%
大分県 68.4% 52.7% 70.1% 48.4%
宮崎県 80.6% 56.4% 85.3% 39.2%
鹿児島県 71.6% 53.4% 74.6% 39.4%
沖縄県 69.8% 57.3% 75.5% 46.9%
合計 73.9% 54.9% 79.7% 42.9%

※「令和５年度中に新たに育児休業が取得可能となった男性職員数」に占める割合である。

配偶者出産休暇又は育児参加のため
の休暇を取得した職員の割合

配偶者出産休暇と育児参加のための休暇
を合せて5日以上取得した職員の割合

表11－３　配偶者出産休暇等の取得状況（令和５年度）　市区町村団体別

配偶者出産休暇の
取得率

育児参加のための
休暇の取得率
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（単位：団体）

有給 無給 措置なし 有給 無給 措置なし 有給 無給 措置なし 有給 無給 措置なし

47  0  0  20  0  0  1,704  8  9  1,771  8  9  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (99.0%) (0.5%) (0.5%) (99.0%) (0.4%) (0.5%) 

47  0  0  20  0  0  1,704  6  11  1,771  6  11  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (99.0%) (0.3%) (0.6%) (99.0%) (0.3%) (0.6%) 

45  0  2  20  0  0  1,667  6  48  1,732  6  50  

(95.7%) (0.0%) (4.3%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (96.9%) (0.3%) (2.8%) (96.9%) (0.3%) (2.8%) 

47  0  0  20  0  0  1,698  4  19  1,765  4  19  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (98.7%) (0.2%) (1.1%) (98.7%) (0.2%) (1.1%) 

39  0  8  14  0  6  1,601  3  117  1,654  3  131  

(83.0%) (0.0%) (17.0%) (70.0%) (0.0%) (30.0%) (93.0%) (0.2%) (6.8%) (92.5%) (0.2%) (7.3%) 

47  0  0  19  1  0  1,707  6  8  1,773  7  8  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (95.0%) (5.0%) (0.0%) (99.2%) (0.3%) (0.5%) (99.2%) (0.4%) (0.4%) 

45  1  1  19  1  0  1,678  14  29  1,742  16  30  

(95.7%) (2.1%) (2.1%) (95.0%) (5.0%) (0.0%) (97.5%) (0.8%) (1.7%) (97.4%) (0.9%) (1.7%) 

46  0  1  19  0  1  1,681  8  32  1,746  8  34  

(97.9%) (0.0%) (2.1%) (95.0%) (0.0%) (5.0%) (97.7%) (0.5%) (1.9%) (97.7%) (0.4%) (1.9%) 

47  0  0  19  1  0  1,621  24  76  1,687  25  76  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (95.0%) (5.0%) (0.0%) (94.2%) (1.4%) (4.4%) (94.4%) (1.4%) (4.3%) 

47  0  0  20  0  0  1,640  71  10  1,707  71  10  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (95.3%) (4.1%) (0.6%) (95.5%) (4.0%) (0.6%) 

47  0  0  20  0  0  1,640  71  10  1,707  71  10  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (95.3%) (4.1%) (0.6%) (95.5%) (4.0%) (0.6%) 

47  0  0  20  0  0  1,633  22  66  1,700  22  66  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (94.9%) (1.3%) (3.8%) (95.1%) (1.2%) (3.7%) 

47  0  0  20  0  0  1,603  39  79  1,670  39  79  

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (93.1%) (2.3%) (4.6%) (93.4%) (2.2%) (4.4%) 

4  43  0  4  16  0  376  1,310  35  384  1,369  35  

(8.5%) (91.5%) (0.0%) (20.0%) (80.0%) (0.0%) (21.8%) (76.1%) (2.0%) (21.5%) (76.6%) (2.0%) 

12  34  1  11  9  0  570  1,126  25  593  1,169  26  

(25.5%) (72.3%) (2.1%) (55.0%) (45.0%) (0.0%) (33.1%) (65.4%) (1.5%) (33.2%) (65.4%) (1.5%) 

6  40  1  10  10  0  431  1,241  49  447  1,291  50  

(12.8%) (85.1%) (2.1%) (50.0%) (50.0%) (0.0%) (25.0%) (72.1%) (2.8%) (25.0%) (72.2%) (2.8%) 

0  46  1  0  20  0  275  1,400  46  275  1,466  47  

(0.0%) (97.9%) (2.1%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (16.0%) (81.3%) (2.7%) (15.4%) (82.0%) (2.6%) 

0  45  2  0  20  0  274  1,392  55  274  1,457  57  

(0.0%) (95.7%) (4.3%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (15.9%) (80.9%) (3.2%) (15.3%) (81.5%) (3.2%) 

7  40  0  6  14  0  430  1,260  31  443  1,314  31  

(14.9%) (85.1%) (0.0%) (30.0%) (70.0%) (0.0%) (25.0%) (73.2%) (1.8%) (24.8%) (73.5%) (1.7%) 

7  40  0  9  11  0  443  1,165  113  459  1,216  113  

(14.9%) (85.1%) (0.0%) (45.0%) (55.0%) (0.0%) (25.7%) (67.7%) (6.6%) (25.7%) (68.0%) (6.3%) 

15  32  0  8  11  1  549  1,132  40  572  1,175  41  

(31.9%) (68.1%) (0.0%) (40.0%) (55.0%) (5.0%) (31.9%) (65.8%) (2.3%) (32.0%) (65.7%) (2.3%) 

9  37  1  8  12  0  526  1,152  43  543  1,201  44  

(19.1%) (78.7%) (2.1%) (40.0%) (60.0%) (0.0%) (30.6%) (66.9%) (2.5%) (30.4%) (67.2%) (2.5%) 

6  39  2  5  13  2  409  1,268  44  420  1,320  48  

(12.8%) (83.0%) (4.3%) (25.0%) (65.0%) (10.0%) (23.8%) (73.7%) (2.6%) (23.5%) (73.8%) (2.7%) 

（注）１　（　）は、団体区分中の割合である。

　　　２　本項目で調査対象としているのは、以下の5部門・15職種である。

　　　【一般行政部門（一般事務、保育士、技能労務、放課後支援員、給食調理員）、教育部門（教員・講師、一般事務、技能労務、給食調理員、図書館職員）、

　　　警察部門（一般事務）、消防部門（一般事務）、公営企業（一般事務、看護師、技能労務）】

　　　３　「有給」欄は、該当がない職種を除く全ての職種において有給休暇として措置済みの団体数を計上している。

　　　４　「無給」欄は、該当がない職種を除く全ての職種において制度が措置されているが、無給として措置している職種が存在する団体数を計上している。

　　　５　「措置なし」欄は、該当がない職種を除く職種において制度が措置されていない職種が存在する団体数を計上している。

介護時間

骨髄等ドナー

産後

配偶者出産

表12　会計年度任用職員の年次有給休暇以外の休暇の状況（令和６年４月１日現在）

忌引

都道府県(47) 指定都市(20) 市区町村(1,721) 合計(1,788)

介護休暇

結婚

夏季

不妊治療

産前

区　　分

生理日の就業困難

妊産疾病

公務上の傷病

私傷病

国
の
非
常
勤
職
員
に
整
備
さ
れ
て
い
る
「

有
給
の
休
暇
」

国
の
非
常
勤
職
員
に
整
備
さ
れ
て
い
る
「

無
給
の
休
暇
」

育児参加

保育時間

子の看護

短期介護

公民権行使

官公署への出頭

現住居の滅失等

出勤困難

退勤途上の危機回避

26



１　育児休業制度の条例制定状況（令和６年４月１日現在） （単位：団体）

制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定

47 47 0 46 0 47 0 1 0 47 0

(100%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)

20 20 0 20 0 - - 20 0 20 0

(100%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) - - (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)

1,721 1,704 17 1,557 24 - - 413 0 1,679 21

(100%) (99.0%) (1.0%) (98.5%) (1.5%) - - (100.0%) (0.0%) (98.8%) (1.2%)

1,788 1,771 17 1,623 24 47 0 434 0 1,746 21

(100%) (99.0%) (1.0%) (98.5%) (1.5%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (98.8%) (1.2%)

２　部分休業制度の制定状況（令和６年４月１日現在） （単位：団体）

制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定 制定済 未制定

47 47 0 46 0 47 0 1 0 47 0

(100%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)

20 20 0 20 0 - - 20 0 20 0

(100%) (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%) - - (100.0%) (0.0%) (100.0%) (0.0%)

1,721 1,664 57 1,521 60 - - 406 7 1,641 59

(100%) (96.7%) (3.3%) (96.2%) (3.8%) - - (98.3%) (1.7%) (96.5%) (3.5%)

1,788 1,731 57 1,587 60 47 0 427 7 1,708 59

(100%) (96.8%) (3.2%) (96.4%) (3.6%) (100.0%) (0.0%) (98.4%) (1.6%) (96.7%) (3.3%)

３　各制度の取得状況（令和５年度） （単位：人）

区　　分 育児休業 部分休業 介護休暇 介護時間

都道府県 756 169 271 71
指定都市 438 95 149 20
市区町村 3,988 740 624 97
合　　計 5,182 1,004 1,044 188

（注１）　（　）内の数字は団体区分中の割合を示す。また、該当部局が無い団体は除いている。　（端数処理のため割合の合計が100％に一致しない場合がある。）

（注２）　「育児休業」「部分休業」の取得者数は、令和５年度中に新たに当該休業を取得した職員数である。

（注３）　「介護休暇」「介護時間」の取得者数は、令和５年度中に各休暇を取得開始した職員数である。

警察部門

表13　会計年度任用職員の育児休業・介護休暇の状況

公営企業等

公営企業等

都道府県

消防部門

消防部門

教育委員会

教育委員会

警察部門

都道府県

区　　分 団体数

一般行政部門

一般行政部門

団体数

市区町村

合　　計

指定都市

市区町村

合　　計

区　　分

指定都市
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１　時間外勤務命令の上限規制制度の制定状況（条例・規則等の整備状況） （単位：団体）

他律的業務の比重が高
い部署の指定 特例業務

要因の整理、
分析及び検証

47 27 47 47

(100.0%) (57.4%) (100.0%) (100.0%)

20 14 20 20

(100.0%) (70.0%) (100.0%) (100.0%)

1,721 1,403 1,681 1,655

(100.0%) (81.5%) (97.7%) (96.2%)

1,788 1,444 1,748 1,722

(100.0%) (80.8%) (97.8%) (96.3%)

（注）１「時間外勤務命令の上限等」とは、人事院規則15-14第16条の２の２に規定する「超過勤務を命ずる時間及び月数の上限」に相当する措置をいう。

　　　２「他律的業務の比重が高い部署の指定」欄には、人事院規則15－14第16条の２の２第１項第２号に規定する「他律的業務の比重が高い部署に勤務する

　　　　職員に対する上限時間の設定」に相当する規定が整備されている団体数を計上している。（部署単位のほか、業務、係、個人単位によるものも含む。）

　　　３「特例業務」欄には、人事院規則15－14第16条の２の２第２項に規定する「特例業務」に相当する規定が整備されている団体数を計上している。

　　　４「要因の整理、分析及び検証」欄には、人事院規則15－14第16条の２の２第３項に規定する「要因の整理、分析及び検証」に相当する規定が整備

　　　　されている団体数を計上している。

　　　５（　 ）内は、団体区分ごとの団体数に占める割合である。

２　時間外勤務命令の上限規制制度の運用実績 （単位：団体）

区　　分 団 体 数
他律的業務の比重が高

い部署の指定 特例業務
要因の整理、
分析及び検証

（参考）
特例業務有り/
要因の整理、分
析及び検証無し

47 26 46 46 0

(100.0%) (55.3%) (97.9%) (97.9%) (0.0%)

20 13 20 20 0

(100.0%) (65.0%) (100.0%) (100.0%) (0.0%)

1,721 700 944 1,136 69

(100.0%) (40.7%) (54.9%) (66.0%) (4.0%)

1,788 739 1,010 1,202 69

(100.0%) (41.3%) (56.5%) (67.2%) (3.9%)

（注）１「他律的業務の比重が高い部署の指定」欄には、令和５年度中において当該指定を行った実績が有る団体を計上している。

　　　２「特例業務」欄には、令和５年度中において当該業務の実績が有る団体を計上している。

　　　３「要因の整理、分析及び検証」には令和５年度に時間外勤務実績に対する実施の有る団体及び令和６年度にかけて実施中・実施予定の団体を計上し

　　　　ている。

３　要因の整理、分析及び検証の実施方法 （単位：団体）

46 45 45 31

(100.0%) (97.8%) (97.8%) (67.4%)

20 20 20 16

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (80.0%)

1,136 1,027 965 888

(100.0%) (90.4%) (84.9%) (78.2%)

1,202 1,092 1,030 935

(100.0%) (90.8%) (85.7%) (77.8%)

（注）１「団体数」欄には、【２運用状況】で「要因の整理、分析及び検証」の該当がある団体数を計上している。

　　　２「職員についての記録」欄には、職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について（平成６年７月２７日職職―３２８）第十　宿日直勤務及び超過勤務

　　　　並びに超勤代休時間の指定関係の16項に規定する上限時間等を超えて超過勤務を命ぜられた職員についての記録に相当する運用を行っている団体数を

　　　　計上している。

　　　３「左記の記録の活用」欄には、上記２の記録を活用して要因の整理、分析及び検証を行っている団体数を計上している。

　　　４「職員や所属長に対する面談・ヒアリング」欄には、要因の整理、分析及び検証に必要な情報を収集するために、上限時間を超えて時間外勤務を

　　　　行った職員やその所属長に対してヒアリングを行っている団体数を計上している。

都道府県

指定都市

市区町村

合　　計

表１4　時間外勤務命令の上限規制制度の状況（令和６年４月１日現在）

区　　分 団 体 数

左記の記録の活用
職員や所属長に
対する面談・
ヒアリング

区　　分 団 体 数

特例業務により上限時
間等を超えて時間外勤
務を命じられた職員に

ついての記録

都道府県

指定都市

市区町村

合　　計

都道府県

指定都市

市区町村

合　　計
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2
,2

7
4

(4
.8

%
)

1
1
,3

1
4

(4
.4

%
)

9
6
0

(0
.4

%
)

1
2
月

2
5
6
,5

6
5

3
,6

4
5
,4

7
3

1
4
.2

1
6
,1

3
2

(6
.3

%
)

1
4
,7

5
7

(5
.8

%
)

1
,3

7
5

(0
.5

%
)

1
月

2
5
6
,9

4
7

3
,4

6
5
,6

0
6

1
3
.5

1
5
,6

0
6

(6
.1

%
)

1
3
,7

5
7

(5
.4

%
)

1
,8

4
9

(0
.7

%
)

1
月

2
5
6
,3

1
8

3
,4

5
7
,5

0
8

1
3
.5

1
5
,1

0
8

(5
.9

%
)

1
3
,8

4
5

(5
.4

%
)

1
,2

6
3

(0
.5

%
)

2
月

2
5
6
,7

3
6

3
,5

0
8
,7

3
5

1
3
.7

1
5
,9

9
0

(6
.2

%
)

1
5
,0

3
2

(5
.9

%
)

9
5
8

(0
.4

%
)

2
月

2
5
6
,1

7
4

3
,3

8
6
,3

3
5

1
3
.2

1
4
,5

7
4

(5
.7

%
)

1
3
,7

9
7

(5
.4

%
)

7
7
7

(0
.3

%
)

3
月

2
5
6
,5

5
9

4
,2

0
1
,5

6
1

1
6
.4

2
4
,0

0
0

(9
.4

%
)

2
2
,2

9
9

(8
.7

%
)

1
,7

0
1

(0
.7

%
)

3
月

2
5
5
,9

8
2

4
,2

3
4
,7

8
1

1
6
.5

2
3
,8

9
0

(9
.3

%
)

2
2
,1

5
6

(8
.7

%
)

1
,7

3
4

(0
.7

%
)

合
　

計
3
,0

9
1
,5

0
4

4
1
,8

0
5
,9

3
7

1
3
.5

1
8
8
,8

6
7

(6
.1

%
)

1
7
7
,1

0
2

(5
.7

%
)

1
1
,7

6
5

(0
.4

%
)

合
　

計
3
,1

0
0
,3

0
1

4
5
,6

1
6
,3

9
0

1
4
.7

2
2
1
,4

4
2

(7
.1

%
)

2
0
4
,0

4
5

(6
.6

%
)

1
7
,3

9
7

(0
.6

%
)

16
2.

3
1
7
6
.6

時
間

外
勤

務
時

間
数

月
４

５
時

間
超

の
職

員
数

及
び

割
合

職
員

数
（
人

）
総

時
間

数
（
時

間
）

時
間

(月
)

月
４

５
時

間
超

の
職

員
数

及
び

割
合

時
間

外
勤

務
を

45
時

間
超

行
っ

た
職

員
数

及
び

割
合

45
時

間
超

10
0時

間
未

満
（人

）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）

10
0時

間
以

上 （人
）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）

表
１
５
－
１
　
時
間
外
勤
務
の
状
況
（時

間
外
勤
務
時
間
数
）【
都
道
府
県
】

時
間

(年
)

時
間

(年
)

（
注

）
　

１
　

調
査

対
象

は
、

警
察

部
門

、
消

防
部

門
及

び
教

育
委

員
会

以
外

の
部

門
に

属
す

る
職

員
の

う
ち

、
管

理
監

督
職

員
（管

理
職

手
当

を
支

給
さ

れ
る

職
及

び
こ

れ
に

準
じ

る
職

と
し

て
条

例
で

定
め

る
職

に
任

用
さ

れ
て

い
る

職
員

）
を

除
い

た
職

員
で

あ
る

。
  
  
  
  
２

　
「時

間
(年

)」
は

、
対

象
団

体
の

年
間

総
時

間
数

を
、

「平
均

職
員

数
（対

象
団

体
の

各
月

の
職

員
数

を
足

し
上

げ
た

数
を

12
で

除
し

た
も

の
）」

で
除

し
た

も
の

で
あ

る
。

職
員

数
（人

）
総

時
間

数
（時

間
）

時
間

(月
)

45
時

間
超

10
0時

間
未

満
（人

）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）
10

0時
間

以
上

（人
）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）

時
間

外
勤

務
を

4
5時

間
超

行
っ

た
職

員
数

及
び

割
合

時
間

外
勤

務
時

間
数
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○
時
間
外
勤
務
時
間
数
の
状
況

（参
考
）令

和
４
年
度
の
状
況

4
月

1
6
2
,6

2
7

2
,6

2
7
,5

0
9

1
6
.2

1
3
,9

2
9

(8
.6

%
)

1
3
,2

7
7

(8
.2

%
)

6
5
2

(0
.4

%
)

4
月

1
5
9
,9

5
0

2
,3

3
8
,3

7
6

1
4
.6

1
2
,3

5
8

(7
.7

%
)

1
1
,7

6
8

(7
.4

%
)

5
9
0

(0
.4

%
)

5
月

1
6
2
,3

6
5

2
,0

5
2
,5

5
6

1
2
.6

7
,9

9
4

(4
.9

%
)

7
,7

8
6

(4
.8

%
)

2
0
8

(0
.1

%
)

5
月

1
5
9
,8

3
1

2
,0

8
4
,2

1
3

1
3
.0

8
,4

0
7

(5
.3

%
)

8
,1

3
0

(5
.1

%
)

2
7
7

(0
.2

%
)

6
月

1
6
2
,3

6
3

2
,0

6
7
,4

9
3

1
2
.7

8
,0

8
1

(5
.0

%
)

7
,8

2
6

(4
.8

%
)

2
5
5

(0
.2

%
)

6
月

1
5
9
,7

3
0

2
,1

0
5
,7

3
5

1
3
.2

9
,0

0
8

(5
.6

%
)

8
,3

6
8

(5
.2

%
)

6
4
0

(0
.4

%
)

7
月

1
6
2
,1

5
3

1
,8

9
2
,2

8
9

1
1
.7

6
,4

4
2

(4
.0

%
)

6
,1

4
2

(3
.8

%
)

3
0
0

(0
.2

%
)

7
月

1
5
9
,8

3
6

2
,4

3
6
,6

2
1

1
5
.2

1
1
,0

4
6

(6
.9

%
)

1
0
,4

7
1

(6
.6

%
)

5
7
5

(0
.4

%
)

8
月

1
6
2
,1

3
4

1
,7

9
3
,5

5
9

1
1
.1

5
,8

3
8

(3
.6

%
)

5
,6

8
6

(3
.5

%
)

1
5
2

(0
.1

%
)

8
月

1
5
9
,5

8
5

1
,8

6
8
,6

1
2

1
1
.7

7
,3

8
2

(4
.6

%
)

7
,0

2
2

(4
.4

%
)

3
6
0

(0
.2

%
)

9
月

1
6
2
,1

3
2

1
,9

0
9
,6

1
6

1
1
.8

6
,7

4
0

(4
.2

%
)

6
,5

8
7

(4
.1

%
)

1
5
3

(0
.1

%
)

9
月

1
5
9
,5

3
3

2
,0

9
0
,0

4
1

1
3
.1

8
,3

4
6

(5
.2

%
)

8
,1

3
7

(5
.1

%
)

2
0
9

(0
.1

%
)

1
0
月

1
6
2
,0

1
0

2
,0

0
8
,7

3
3

1
2
.4

7
,8

4
9

(4
.8

%
)

7
,5

1
4

(4
.6

%
)

3
3
5

(0
.2

%
)

1
0
月

1
5
9
,5

8
9

1
,9

9
5
,3

3
6

1
2
.5

7
,7

8
5

(4
.9

%
)

7
,4

2
4

(4
.7

%
)

3
6
1

(0
.2

%
)

1
1
月

1
6
1
,9

5
5

1
,8

7
9
,6

2
5

1
1
.6

6
,3

5
6

(3
.9

%
)

6
,0

7
5

(3
.8

%
)

2
8
1

(0
.2

%
)

1
1
月

1
5
9
,5

3
8

1
,9

3
0
,5

3
0

1
2
.1

7
,0

8
4

(4
.4

%
)

6
,7

9
7

(4
.3

%
)

2
8
7

(0
.2

%
)

1
2
月

1
6
1
,9

0
8

1
,7

6
0
,9

0
9

1
0
.9

5
,5

3
3

(3
.4

%
)

5
,3

0
7

(3
.3

%
)

2
2
6

(0
.1

%
)

1
2
月

1
5
9
,5

2
6

1
,8

3
5
,4

8
9

1
1
.5

6
,6

1
6

(4
.1

%
)

6
,3

6
8

(4
.0

%
)

2
4
8

(0
.2

%
)

1
月

1
6
1
,8

4
4

1
,9

7
2
,0

7
5

1
2
.2

8
,1

1
7

(5
.0

%
)

7
,5

9
7

(4
.7

%
)

5
2
0

(0
.3

%
)

1
月

1
5
9
,3

5
7

1
,8

5
9
,4

8
4

1
1
.7

6
,9

7
5

(4
.4

%
)

6
,6

2
8

(4
.2

%
)

3
4
7

(0
.2

%
)

2
月

1
6
1
,7

4
4

2
,0

7
9
,2

7
4

1
2
.9

8
,5

9
8

(5
.3

%
)

8
,2

9
0

(5
.1

%
)

3
0
8

(0
.2

%
)

2
月

1
5
9
,2

9
1

1
,9

3
4
,2

1
0

1
2
.1

7
,4

5
8

(4
.7

%
)

7
,2

2
9

(4
.5

%
)

2
2
9

(0
.1

%
)

3
月

1
6
1
,8

0
2

2
,5

0
8
,2

4
3

1
5
.5

1
3
,3

7
3

(8
.3

%
)

1
2
,7

7
3

(7
.9

%
)

6
0
0

(0
.4

%
)

3
月

1
5
9
,1

1
3

2
,4

7
2
,7

4
9

1
5
.5

1
3
,4

8
0

(8
.5

%
)

1
2
,6

2
4

(7
.9

%
)

8
5
6

(0
.5

%
)

合
　

計
1
,9

4
5
,0

3
7

2
4
,5

5
1
,8

8
1

1
2
.6

9
8
,8

5
0

(5
.1

%
)

9
4
,8

6
0

(4
.9

%
)

3
,9

9
0

(0
.2

%
)

合
　

計
1
,9

1
4
,8

7
9

2
4
,9

5
1
,3

9
6

1
3
.0

1
0
5
,9

4
5

(5
.5

%
)

1
0
0
,9

6
6

(5
.3

%
)

4
,9

7
9

(0
.3

%
)

15
1.

5
1
5
6
.4

表
１
５
－
２
　
時
間
外
勤
務
の
状
況
（時

間
外
勤
務
時
間
数
）【
指
定
都
市
】

時
間

外
勤

務
時

間
数

月
４

５
時

間
超

の
職

員
数

及
び

割
合

時
間

外
勤

務
時

間
数

月
４

５
時

間
超

の
職

員
数

及
び

割
合

時
間

外
勤

務
を

4
5時

間
超

行
っ

た
職

員
数

及
び

割
合

時
間

外
勤

務
を

45
時

間
超

行
っ

た
職

員
数

及
び

割
合

45
時

間
超

10
0時

間
未

満
（人

）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）
10

0時
間

以
上

（人
）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）

45
時

間
超

10
0時

間
未

満
（人

）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）

10
0時

間
以

上 （人
）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）
職

員
数

（
人

）
総

時
間

数
（
時

間
）

時
間

(月
)

職
員

数
（人

）
総

時
間

数
（時

間
）

時
間

(月
)

時
間

(年
)

時
間

(年
)

（
注

）
　

１
　

調
査

対
象

は
、

警
察

部
門

、
消

防
部

門
及

び
教

育
委

員
会

以
外

の
部

門
に

属
す

る
職

員
の

う
ち

、
管

理
監

督
職

員
（管

理
職

手
当

を
支

給
さ

れ
る

職
及

び
こ

れ
に

準
じ

る
職

と
し

て
条

例
で

定
め

る
職

に
任

用
さ

れ
て

い
る

職
員

）
を

除
い

た
職

員
で

あ
る

。
  
  
  
  
２

　
「時

間
(年

)」
は

、
対

象
団

体
の

年
間

総
時

間
数

を
、

「平
均

職
員

数
（対

象
団

体
の

各
月

の
職

員
数

を
足

し
上

げ
た

数
を

12
で

除
し

た
も

の
）」

で
除

し
た

も
の

で
あ

る
。
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○
時
間
外
勤
務
時
間
数
の
状
況

（参
考
）令

和
４
年
度
の
状
況

4
月

6
4
5
,4

8
3

9
,6

8
7
,4

2
3

1
5
.0

5
4
,9

9
6

(8
.5

%
)

5
0
,0

7
7

(7
.8

%
)

4
,9

1
9

(0
.8

%
)

4
月

6
4
1
,7

7
7

8
,8

5
2
,9

7
9

1
3
.8

4
7
,0

7
4

(7
.3

%
)

4
3
,2

9
0

(6
.7

%
)

3
,7

8
4

(0
.6

%
)

5
月

6
4
5
,2

2
8

7
,0

7
2
,7

2
2

1
1
.0

2
6
,6

1
0

(4
.1

%
)

2
5
,5

1
9

(4
.0

%
)

1
,0

9
1

(0
.2

%
)

5
月

6
4
1
,5

7
1

7
,2

5
7
,9

9
0

1
1
.3

2
8
,7

7
4

(4
.5

%
)

2
7
,3

1
4

(4
.3

%
)

1
,4

6
0

(0
.2

%
)

6
月

6
4
4
,8

9
4

6
,9

3
1
,7

4
4

1
0
.7

2
6
,3

7
0

(4
.1

%
)

2
5
,2

9
6

(3
.9

%
)

1
,0

7
4

(0
.2

%
)

6
月

6
4
1
,1

1
9

7
,2

3
3
,2

9
5

1
1
.3

2
9
,9

8
1

(4
.7

%
)

2
7
,5

7
3

(4
.3

%
)

2
,4

0
8

(0
.4

%
)

7
月

6
4
4
,3

1
6

6
,4

1
8
,2

9
9

1
0
.0

2
0
,7

1
1

(3
.2

%
)

1
9
,7

8
6

(3
.1

%
)

9
2
5

(0
.1

%
)

7
月

6
4
0
,6

7
3

8
,2

5
8
,2

1
6

1
2
.9

3
3
,8

1
1

(5
.3

%
)

3
1
,7

9
6

(5
.0

%
)

2
,0

1
5

(0
.3

%
)

8
月

6
4
3
,8

5
9

5
,8

0
4
,4

2
5

9
.0

1
6
,9

1
4

(2
.6

%
)

1
6
,2

2
4

(2
.5

%
)

6
9
0

(0
.1

%
)

8
月

6
4
0
,0

2
9

6
,0

8
9
,0

5
3

9
.5

2
0
,5

2
9

(3
.2

%
)

1
9
,1

3
1

(3
.0

%
)

1
,3

9
8

(0
.2

%
)

9
月

6
4
3
,4

1
4

6
,3

2
4
,0

9
6

9
.8

1
9
,8

6
7

(3
.1

%
)

1
9
,0

6
6

(3
.0

%
)

8
0
1

(0
.1

%
)

9
月

6
3
9
,8

2
3

7
,1

0
5
,4

3
3

1
1
.1

2
5
,5

8
7

(4
.0

%
)

2
4
,5

0
9

(3
.8

%
)

1
,0

7
8

(0
.2

%
)

1
0
月

6
4
3
,9

4
7

7
,1

3
2
,6

1
2

1
1
.1

2
7
,3

0
7

(4
.2

%
)

2
5
,9

4
3

(4
.0

%
)

1
,3

6
4

(0
.2

%
)

1
0
月

6
3
9
,6

6
6

7
,2

7
3
,6

1
2

1
1
.4

2
8
,1

5
6

(4
.4

%
)

2
6
,6

5
6

(4
.2

%
)

1
,5

0
0

(0
.2

%
)

1
1
月

6
4
3
,5

2
7

6
,5

8
8
,7

0
1

1
0
.2

2
2
,4

4
1

(3
.5

%
)

2
1
,1

3
4

(3
.3

%
)

1
,3

0
7

(0
.2

%
)

1
1
月

6
3
9
,6

9
0

7
,0

7
3
,1

7
1

1
1
.1

2
6
,6

3
4

(4
.2

%
)

2
5
,0

4
9

(3
.9

%
)

1
,5

8
5

(0
.2

%
)

1
2
月

6
4
3
,1

6
0

5
,7

8
2
,5

9
4

9
.0

1
7
,5

2
5

(2
.7

%
)

1
6
,4

0
4

(2
.6

%
)

1
,1

2
1

(0
.2

%
)

1
2
月

6
3
9
,3

3
8

6
,6

0
1
,0

3
2

1
0
.3

2
2
,6

3
0

(3
.5

%
)

2
1
,1

9
8

(3
.3

%
)

1
,4

3
2

(0
.2

%
)

1
月

6
4
2
,4

8
2

6
,6

0
4
,4

7
1

1
0
.3

2
4
,8

0
0

(3
.9

%
)

2
2
,5

6
5

(3
.5

%
)

2
,2

3
5

(0
.3

%
)

1
月

6
3
8
,5

4
6

6
,6

2
3
,3

7
4

1
0
.4

2
3
,9

4
5

(3
.7

%
)

2
2
,4

9
7

(3
.5

%
)

1
,4

4
8

(0
.2

%
)

2
月

6
4
1
,9

9
7

6
,7

4
5
,4

4
6

1
0
.5

2
6
,5

2
9

(4
.1

%
)

2
5
,1

2
9

(3
.9

%
)

1
,4

0
0

(0
.2

%
)

2
月

6
3
8
,0

1
6

6
,7

6
5
,6

2
5

1
0
.6

2
6
,6

1
8

(4
.2

%
)

2
5
,4

3
7

(4
.0

%
)

1
,1

8
1

(0
.2

%
)

3
月

6
4
2
,1

4
9

8
,6

1
8
,5

7
2

1
3
.4

4
2
,9

1
2

(6
.7

%
)

3
9
,8

9
9

(6
.2

%
)

3
,0

1
3

(0
.5

%
)

3
月

6
3
7
,8

2
9

8
,5

2
3
,2

3
5

1
3
.4

4
3
,5

8
8

(6
.8

%
)

4
0
,3

5
9

(6
.3

%
)

3
,2

2
9

(0
.5

%
)

合
　

計
7
,7

2
4
,4

5
6

8
3
,7

1
1
,1

0
5

1
0
.8

3
2
6
,9

8
2

(4
.2

%
)

3
0
7
,0

4
2

(4
.0

%
)

1
9
,9

4
0

(0
.3

%
)

合
　

計
7
,6

7
8
,0

7
7

8
7
,6

5
7
,0

1
5

1
1
.4

3
5
7
,3

2
7

(4
.7

%
)

3
3
4
,8

0
9

(4
.4

%
)

2
2
,5

1
8

(0
.3

%
)

13
0.

0
1
3
7
.0

表
１
５
－
３
　
時
間
外
勤
務
の
状
況
（時

間
外
勤
務
時
間
数
）【
市
区
町
村
】

時
間

外
勤

務
時

間
数

月
４

５
時

間
超

の
職

員
数

及
び

割
合

時
間

外
勤

務
時

間
数

月
４

５
時

間
超

の
職

員
数

及
び

割
合

時
間

外
勤

務
を

4
5時

間
超

行
っ

た
職

員
数

及
び

割
合

時
間

外
勤

務
を

45
時

間
超

行
っ

た
職

員
数

及
び

割
合

45
時

間
超

10
0時

間
未

満
（人

）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）
10

0時
間

以
上

（人
）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）

45
時

間
超

10
0時

間
未

満
（人

）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）

10
0時

間
以

上 （人
）

職
員

数
に

占
め

る
割

合
（％

）
職

員
数

（
人

）
総

時
間

数
（
時

間
）

時
間

(月
)

職
員

数
（人

）
総

時
間

数
（時

間
）

時
間

(月
)

時
間

(年
)

時
間

(年
)

（
注

）
　

１
　

調
査

対
象

は
、

警
察

部
門

、
消

防
部

門
及

び
教

育
委

員
会

以
外

の
部

門
に

属
す

る
職

員
の

う
ち

、
管

理
監

督
職

員
（管

理
職

手
当

を
支

給
さ

れ
る

職
及

び
こ

れ
に

準
じ

る
職

と
し

て
条

例
で

定
め

る
職

に
任

用
さ

れ
て

い
る

職
員

）
を

除
い

た
職

員
で

あ
る

。
  
  
  
  
２

　
「時

間
(年

)」
は

、
対

象
団

体
の

年
間

総
時

間
数

を
、

「平
均

職
員

数
（対

象
団

体
の

各
月

の
職

員
数

を
足

し
上

げ
た

数
を

12
で

除
し

た
も

の
）」

で
除

し
た

も
の

で
あ

る
。
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１
．
勤
務
時
間
管
理
の
実
施
方
法

（
単
位
：
団
体
）

勤
務
管
理
者
の
現
認

に
よ
る
確
認
・
記
録

タ
イ
ム
カ
ー
ド
、
IC

カ
ー
ド
、
パ
ソ
コ
ン

の
使
用
時
間
等
の
客

観
的
な
記
録
に
よ
る

確
認
・
記
録

職
員
本
人
か
ら
の
自

己
申
告
（
シ
ス
テ
ム

入
力
等
）
に
よ
る

確
認
・
記
録

職
員
本
人
か
ら
の
自

己
申
告
（
紙
媒
体
）

に
よ
る
確
認
・
記
録

4
7

3
1

4
3

4
0

2
0

2

(
1
0
0
.
0
%
)

(
6
6
.
0
%
)

(
9
1
.
5
%
)

(
8
5
.
1
%
)

(
4
2
.
6
%
)

(
4
.
3
%
)

2
0

8
1
9

1
2

7
1

(
1
0
0
.
0
%
)

(
4
0
.
0
%
)

(
9
5
.
0
%
)

(
6
0
.
0
%
)

(
3
5
.
0
%
)

(
5
.
0
%
)

1
,
7
2
1

5
9
6

1
,
0
0
9

7
4
3

7
0
1

4
4
3

(
1
0
0
.
0
%
)

(
3
4
.
6
%
)

(
5
8
.
6
%
)

(
4
3
.
2
%
)

(
4
0
.
7
%
)

(
2
5
.
7
%
)

1
,
7
8
8

6
3
5

1
,
0
7
1

7
9
5

7
2
8

4
4
6

(
1
0
0
.
0
%
)

(
3
5
.
5
%
)

(
5
9
.
9
%
)

(
4
4
.
5
%
)

(
4
0
.
7
%
)

(
2
4
.
9
%
)

（
注

）
１

「
実

施
の

方
法

」
欄

に
は

、
「

労
働

時
間

の
適

正
な

把
握

の
た

め
に

使
用

者
が

講
ず

べ
き

措
置

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
（

平
成

2
9
年

1
月

2
0
日

厚
生

労
働

省
策

定
）

に

　
　

　
　

労
働

時
間

の
適

正
な

把
握

の
た

め
に

使
用

者
が

講
ず

べ
き

措
置

と
し

て
規

定
さ

れ
て

い
る

労
働

時
間

管
理

の
方

法
を

実
施

し
て

い
る

団
体

数
を

計
上

し
て

い
る

。

　
　

　
２

「
職

員
本

人
か

ら
の

自
己

申
告

の
み

」
欄

に
は

、
「

実
施

の
方

法
」

欄
の

う
ち

「
職

員
本

人
か

ら
の

自
己

申
告

（
シ

ス
テ

ム
入

力
等

）
に

よ
る

確
認

・
記

録
」

「
職

員
本

人

　
　

　
　

か
ら

の
自

己
申

告
（

紙
媒

体
）

に
よ

る
確

認
・

記
録

」
の

い
ず

れ
か

又
は

両
方

の
方

法
し

か
講

じ
て

い
な

い
団

体
数

を
計

上
し

て
い

る
。

　
　

　
３

（
　

　
）

内
は

団
体

区
分

ご
と

の
団

体
数

に
占

め
る

割
合

で
あ

る
。

都
道

府
県

指
定

都
市

市
区

町
村

合
　

　
計

表
1
6
　
勤
務
時
間
管
理
の
実
施
方
法
の
状
況

区
　

　
分

団
 
体

 
数

実
施

の
方

法

職
員

本
人

か
ら

の
自

己
申

告
の

み
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受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

競
争
率

受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

競
争
率

受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

競
争
率

受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

競
争
率

受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

競
争

率

大
学
卒
業
程
度
試
験

89
,2
20

19
,0
13

12
,9
82

4.
7

78
,4
38

18
,8
22

13
,1
58

4.
2

83
,7
01

18
,2
71

12
,2
90

4.
6

81
,0
91

19
,4
22

12
,8
38

4.
2

72
,8
07

20
,1
12

13
,1
08

3.
6

短
大
卒
業
程
度
試
験

7,
55
8

1,
47
6

1,
17
9

5.
1

7,
64
5

1,
60
7

1,
10
1

4.
8

8,
14
1

1,
48
7

1,
13
5

5.
5

6,
82
9

1,
71
7

1,
26
5

4.
0

4,
79
0

1,
31
0

1,
11
3

3.
7

高
校
卒
業
程
度
試
験

56
,6
81

8,
55
0

5,
96
3

6.
6

52
,2
89

8,
60
6

5,
52
3

6.
1

51
,8
38

7,
93
0

5,
23
1

6.
5

44
,8
74

8,
84
3

5,
69
3

5.
1

37
,8
90

8,
44
7

5,
43
7

4.
5

そ
の

他
の

試
験

43
1

86
99

5.
0

4,
38
8

45
7

39
8

9.
6

2,
95
0

34
4

29
4

8.
6

3,
51
3

56
6

45
0

6.
2

1,
78
2

35
1

29
2

5.
1

計
15
3,
89
0

29
,1
25

20
,2
23

5.
3

14
2,
76
0

29
,4
92

20
,1
80

4.
8

14
6,
63
0

28
,0
32

18
,9
50

5.
2

13
6,
30
7

30
,5
48

20
,2
46

4.
5

11
7,
26
9

30
,2
20

19
,9
50

3.
9

大
学
卒
業
程
度
試
験

15
0,
90
6

22
,9
68

18
,0
02

6.
6

17
1,
56
3

23
,5
53

18
,2
74

7.
3

17
6,
25
1

25
,5
86

19
,2
63

6.
9

16
7,
63
8

27
,1
75

20
,1
63

6.
2

15
6,
18
9

28
,2
13

20
,7
36

5.
5

短
大
卒
業
程
度
試
験

31
,3
21

9,
06
4

7,
76
3

3.
5

31
,7
60

8,
24
7

7,
09
7

3.
9

30
,2
85

8,
19
9

6,
91
5

3.
7

28
,6
91

8,
34
9

6,
92
8

3.
4

27
,5
67

8,
64
3

7,
37
3

3.
2

高
校
卒
業
程
度
試
験

64
,7
59

8,
54
9

6,
93
6

7.
6

75
,1
45

8,
71
6

6,
96
0

8.
6

67
,2
06

8,
91
2

7,
04
8

7.
5

62
,3
77

9,
22
0

7,
13
5

6.
8

55
,0
90

9,
57
9

7,
32
3

5.
8

そ
の

他
の

試
験

9,
46
5

1,
70
1

1,
47
6

5.
6

15
,0
61

2,
09
4

1,
80
7

7.
2

13
,6
52

2,
13
5

1,
77
5

6.
4

14
,5
94

2,
40
5

2,
02
2

6.
1

14
,8
96

2,
93
3

2,
45
7

5.
1

計
25
6,
45
1

42
,2
82

34
,1
77

6.
1

29
3,
52
9

42
,6
10

34
,1
38

6.
9

28
7,
39
4

44
,8
32

35
,0
01

6.
4

27
3,
30
0

47
,1
49

36
,2
48

5.
8

25
3,
74
2

49
,3
68

37
,8
89

5.
1

大
学
卒
業
程
度
試
験

8,
68
3

1,
90
1

1,
56
0

4.
6

9,
65
6

1,
86
1

1,
42
5

5.
2

9,
61
1

2,
12
2

1,
64
6

4.
5

9,
43
9

2,
11
4

1,
67
4

4.
5

8,
92
3

2,
15
7

1,
75
6

4.
1

短
大
卒
業
程
度
試
験

3,
02
8

1,
08
9

95
2

2.
8

2,
63
8

90
1

79
3

2.
9

2,
65
7

93
2

77
1

2.
9

2,
40
4

87
6

75
3

2.
7

2,
44
7

91
0

81
4

2.
7

高
校
卒
業
程
度
試
験

16
,4
91

3,
39
2

2,
83
6

4.
9

18
,5
04

3,
45
3

2,
77
5

5.
4

17
,3
31

3,
56
1

2,
77
8

4.
9

15
,8
45

3,
64
0

2,
93
9

4.
4

14
,9
18

3,
58
2

3,
03
9

4.
2

そ
の

他
の

試
験

1,
58
3

49
5

38
4

3.
2

1,
44
3

44
8

38
4

3.
2

1,
40
5

44
7

39
4

3.
1

1,
35
6

47
7

42
6

2.
8

1,
90
0

51
6

46
0

3.
7

計
29
,7
85

6,
87
7

5,
73
2

4.
3

32
,2
41

6,
66
3

5,
37
7

4.
8

31
,0
04

7,
06
2

5,
58
9

4.
4

29
,0
44

7,
10
7

5,
79
2

4.
1

28
,1
88

7,
16
5

6,
06
9

3.
9

大
学
卒
業
程
度
試
験

24
8,
80
9

43
,8
82

32
,5
44

5.
7

25
9,
65
7

44
,2
36

32
,8
57

5.
9

26
9,
56
3

45
,9
79

33
,1
99

5.
9

25
8,
16
8

48
,7
11

34
,6
75

5.
3

23
7,
91
9

50
,4
82

35
,6
00

4.
7

短
大
卒
業
程
度
試
験

41
,9
07

11
,6
29

9,
89
4

3.
6

42
,0
43

10
,7
55

8,
99
1

3.
9

41
,0
83

10
,6
18

8,
82
1

3.
9

37
,9
24

10
,9
42

8,
94
6

3.
5

34
,8
04

10
,8
63

9,
30
0

3.
2

高
校
卒
業
程
度
試
験

13
7,
93
1

20
,4
91

15
,7
35

6.
7

14
5,
93
8

20
,7
75

15
,2
58

7.
0

13
6,
37
5

20
,4
03

15
,0
57

6.
7

12
3,
09
6

21
,7
03

15
,7
67

5.
7

10
7,
89
8

21
,6
08

15
,7
99

5.
0

そ
の

他
の

試
験

11
,4
79

2,
28
2

1,
95
9

5.
0

20
,8
92

2,
99
9

2,
58
9

7.
0

18
,0
07

2,
92
6

2,
46
3

6.
2

19
,4
63

3,
44
8

2,
89
8

5.
6

18
,5
78

3,
80
0

3,
20
9

4.
9

計
44
0,
12
6

78
,2
84

60
,1
32

5.
6

46
8,
53
0

78
,7
65

59
,6
95

5.
9

46
5,
02
8

79
,9
26

59
,5
40

5.
8

43
8,
65
1

84
,8
04

62
,2
86

5.
2

39
9,
19
9

86
,7
53

63
,9
08

4.
6

（
注
）
１
　
調
査
対
象
は
、
人
事
委
員
会
（
競
争
試
験
等
を
行
う
公
平
委
員
会
を
含
む
。
）
又
は
任
命
権
者
が
実
施
し
た
職
員
採
用
競
争
試
験
で
あ
り
、
教
育
委
員
会
が
実
施
し
た
教
員
採
用
の
た
め
の
選
考
は
含
ま
れ
な
い
。

　
　
　
　
　
な
お
、
試
験
の
名
称
が
「
選
考
」
と
な
っ
て
い
て
も
、
公
募
・
公
告
、
能
力
実
証
判
定
、
採
用
候
補
者
名
簿
作
成
の
４
つ
の
要
件
を
満
た
す
実
質
的
な
競
争
試
験
的
選
考
は
含
む
。

　
　　

　
　
　
　
　
大
学
卒
業
程
度
試
験
：
上
級
試
験
と
称
し
て
行
っ
た
試
験
又
は
大
学
卒
業
程
度
の
学
力
を
有
す
る
と
認
め
る
者
を
対
象
と
し
て
行
っ
た
試
験

表
１
7
　
競
争
試
験
に
お
け
る
受
験
者
数
、
合
格
者
数
、
採
用
者
数
、
競
争
率
の
推
移

（
単
位
：人

、
倍
）

区
　
　
分

令
　
和
　
元
　
年
　
度

令
　
和
　
２
　
年
　
度

令
　
和
　
３
　
年
　
度

令
　
和
　
４
　
年
　
度

令
　
和
　
５
　
年
　
度

都 道 府 県 市 区 町 村 合 計

　
　
　
２
　
試
験
区
分
は
、
以
下
に
よ
る
。

　
　
　
　
　
　
短
大
卒
業
程
度
試
験
：
中
級
試
験
と
称
し
て
行
っ
た
試
験
又
は
短
期
大
学
卒
業
程
度
の
学
力
を
有
す
る
と
認
め
る
者
を
対
象
と
し
て
行
っ
た
試
験

　
　
　
　
　
　
高
校
卒
業
程
度
試
験
：
初
級
試
験
と
称
し
て
行
っ
た
試
験
又
は
高
校
卒
業
程
度
の
学
力
を
有
す
る
と
認
め
る
者
を
対
象
と
し
て
行
っ
た
試
験

　
　
　
　
　
　
そ
の
他
の
試
験
：
中
学
校
卒
業
程
度
の
学
力
を
有
す
る
と
認
め
る
者
を
対
象
と
し
て
行
っ
た
試
験
又
は
資
格
及
び
学
力
の
程
度
を
問
わ
な
い
で
行
っ
た
試
験

　
　
　
３
　
「
市
区
」
に
は
、
政
令
指
定
都
市
を
含
む
。

　
　
　
４
　
競
争
率
は
、
受
験
者
数
／
合
格
者
数
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　　　（注）　競争率は受験者数／合格者数

図１　過去１０年間の競争試験における受験者数、合格者数、競争率の推移
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6.2
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5.6 

5.9 5.8

5.2

4.6

4

5

6

7

8

9

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

（単位：倍）

過去１０年間の受験者数の推移

過去１０年間の合格者数の推移

過去１０年間の競争率の推移
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受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

受
験

者
数

合
格

者
数

採
用

者
数

男
　
性

10
3,
73
8

18
,6
67

13
,0
62

80
,9
78

16
,2
51

12
,8
01

79
,2
25

14
,2
16

11
,6
83

68
,9
27

14
,5
59

12
,4
62

12
,3
61

（
割

合
）

(6
7.
4%
)

(6
4.
1%
)

(6
4.
6%
)

(5
6.
7%
)

(5
5.
1%
)

(6
3.
4%
)

(5
4.
0%
)

(5
0.
7%
)

(6
1.
7%
)

(5
0.
6%
)

(4
7.
7%
)

(6
1.
6%
)

(6
2.
0%
)

女
  
性

43
,5
18

9,
21
5

7,
16
1

36
,1
50

8,
23
7

7,
37
9

33
,6
63

7,
55
9

7,
26
7

30
,3
76

7,
55
3

7,
78
4

7,
58
9

（
割

合
）

(2
8.
3%
)

(3
1.
6%
)

(3
5.
4%
)

(2
5.
3%
)

(2
7.
9%
)

(3
6.
6%
)

(2
3.
0%
)

(2
7.
0%
)

(3
8.
3%
)

(2
2.
3%
)

(2
4.
7%
)

(3
8.
4%
)

(3
8.
0%
)

不
　
明

6,
63
4

1,
24
3

25
,6
32

5,
00
4

33
,7
42

6,
25
7

37
,0
04

8,
43
6

（
割

合
）

(4
.3
%)

(4
.3
%)

(1
8.
0%
)

(1
7.
0%
)

(2
3.
0%
)

(2
2.
3%
)

(2
7.
1%
)

(2
7.
6%
)

計
15
3,
89
0

29
,1
25

20
,2
23

14
2,
76
0

29
,4
92

20
,1
80

14
6,
63
0

28
,0
32

18
,9
50

13
6,
30
7

30
,5
48

20
,2
46

19
,9
50

男
　
性

12
3,
94
7

16
,2
55

16
,2
11

13
3,
79
0

15
,9
48

16
,1
68

11
6,
12
6

15
,2
04

16
,3
37

99
,4
95

14
,7
63

17
,1
31

18
,0
09

（
割

合
）

(4
8.
3%
)

(3
8.
4%
)

(4
7.
4%
)

(4
5.
6%
)

(3
7.
4%
)

(4
7.
4%
)

(4
0.
4%
)

(3
3.
9%
)

(4
6.
7%
)

(3
6.
4%
)

(3
1.
3%
)

(4
7.
3%
)

(4
7.
5%
)

女
  
性

78
,7
43

17
,9
53

17
,9
66

87
,3
31

17
,5
38

17
,9
70

78
,5
49

16
,9
97

18
,6
64

68
,1
95

16
,8
07

19
,1
17

19
,8
80

（
割

合
）

(3
0.
7%
)

(4
2.
5%
)

(5
2.
6%
)

(2
9.
8%
)

(4
1.
2%
)

(5
2.
6%
)

(2
7.
3%
)

(3
7.
9%
)

(5
3.
3%
)

(2
5.
0%
)

(3
5.
6%
)

(5
2.
7%
)

(5
2.
5%
)

不
　
明

53
,7
61

8,
07
4

72
,4
08

9,
12
4

92
,7
19

12
,6
31

10
5,
61
0

15
,5
79

（
割

合
）

(2
1.
0%
)

(1
9.
1%
)

(2
4.
7%
)

(2
1.
4%
)

(3
2.
3%
)

(2
8.
2%
)

(3
8.
6%
)

(3
3.
0%
)

計
25
6,
45
1

42
,2
82

34
,1
77

29
3,
52
9

42
,6
10

34
,1
38

28
7,
39
4

44
,8
32

35
,0
01

27
3,
30
0

47
,1
49

36
,2
48

37
,8
89

男
　
性

17
,5
68

3,
33
5

2,
76
2

18
,4
24

3,
30
5

2,
65
4

17
,5
83

3,
57
6

2,
76
6

16
,4
75

3,
53
5

2,
90
2

3,
00
6

（
割

合
）

(5
9.
0%
)

(4
8.
5%
)

(4
8.
2%
)

(5
7.
1%
)

(4
9.
6%
)

(4
9.
4%
)

(5
6.
7%
)

(5
0.
6%
)

(4
9.
5%
)

(5
6.
7%
)

(4
9.
7%
)

(5
0.
1%
)

(4
9.
5%
)

女
  
性

11
,8
38

3,
49
2

2,
97
0

12
,1
04

3,
24
8

2,
72
3

11
,8
16

3,
39
5

2,
82
3

10
,8
88

3,
44
6

2,
89
0

3,
06
3

（
割

合
）

(3
9.
7%
)

(5
0.
8%
)

(5
1.
8%
)

(3
7.
5%
)

(4
8.
7%
)

(5
0.
6%
)

(3
8.
1%
)

(4
8.
1%
)

(5
0.
5%
)

(3
7.
5%
)

(4
8.
5%
)

(4
9.
9%
)

(5
0.
5%
)

不
　
明

37
9

50
1,
71
3

11
0

1,
60
5

91
1,
68
1

12
6

（
割

合
）

(1
.3
%)

(0
.7
%)

(5
.3
%)

(1
.7
%)

(5
.2
%)

(1
.3
%)

(5
.8
%)

(1
.8
%)

計
29
,7
85

6,
87
7

5,
73
2

32
,2
41

6,
66
3

5,
37
7

31
,0
04

7,
06
2

5,
58
9

29
,0
44

7,
10
7

5,
79
2

6,
06
9

男
　
性

24
5,
25
3

38
,2
57

32
,0
35

23
3,
19
2

35
,5
04

31
,6
23

21
2,
93
4

32
,9
96

30
,7
86

18
4,
89
7

32
,8
57

32
,4
95

33
,3
76

（
割

合
）

(5
5.
7%
)

(4
8.
9%
)

(5
3.
3%
)

(4
9.
8%
)

(4
5.
1%
)

(5
3.
0%
)

(4
5.
8%
)

(4
1.
3%
)

(5
1.
7%
)

(4
2.
2%
)

(3
8.
7%
)

(5
2.
2%
)

(5
2.
2%
)

女
  
性

13
4,
09
9

30
,6
60

28
,0
97

13
5,
58
5

29
,0
23

28
,0
72

12
4,
02
8

27
,9
51

28
,7
54

10
9,
45
9

27
,8
06

29
,7
91

30
,5
32

（
割

合
）

(3
0.
5%
)

(3
9.
2%
)

(4
6.
7%
)

(2
8.
9%
)

(3
6.
8%
)

(4
7.
0%
)

(2
6.
7%
)

(3
5.
0%
)

(4
8.
3%
)

(2
5.
0%
)

(3
2.
8%
)

(4
7.
8%
)

(4
7.
8%
)

不
　
明

60
,7
74

9,
36
7

99
,7
53

14
,2
38

12
8,
06
6

18
,9
79

14
4,
29
5

24
,1
41

（
割

合
）

(1
3.
8%
)

(1
2.
0%
)

(2
1.
3%
)

(1
8.
1%
)

(2
7.
5%
)

(2
3.
7%
)

(3
2.
9%
)

(2
8.
5%
)

計
44
0,
12
6

78
,2
84

60
,1
32

46
8,
53
0

78
,7
65

59
,6
95

46
5,
02
8

79
,9
26

59
,5
40

43
8,
65
1

84
,8
04

62
,2
86

63
,9
08

（
注

）
１

　
「

不
明

」
は

、
申

込
書

に
性

別
の

記
入

欄
を

設
け

て
い

な
い

試
験

の
た

め
、

性
別

が
不

明
の

も
の

で
あ

る
。

　
　

　
２

　
（

　
）

は
、

性
別

区
分

中
の

割
合

で
あ

る
（

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
１

０
０

％
と

な
ら

な
い

場
合

が
あ

る
。

）
。

　
　

　
３

　
「

市
区

」
に

は
、

政
令

指
定

都
市

を
含

む
。

 
 
 
 
 
 
４

 
 
 
令

和
５

年
度

の
調

査
か

ら
、

男
女

別
の

受
験

者
数

及
び

合
格

者
数

は
調

査
せ

ず
、

男
女

別
の

採
用

者
数

の
み

調
査

。

表
１
8　
競
争
試
験
に
お
け
る
男
女
別
の
受
験
者
数
、
合
格
者
数
、
採
用
者
数
の
推
移

（
単
位
：人

）

令
和
５
年
度

都 道 府 県 市 区 町 村 合 計

区
　
　
分

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度
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都
道
府
県

47
4
7

15
,2
46

1,
8
22

44
7,
49
6

1,
09
0

37
7,
75
0

7
3
2

指
定
都
市

20
2
0

11
,9
75

1,
2
19

18
7,
04
2

79
9

16
4,
93
3

4
2
0

市
区
町
村

1,
72
2

1
,0
36

49
,2
50

8,
0
90

74
8

23
,4
49

4,
16
8

58
6

25
,8
01

3
,9
2
2

合
計

1,
78
9

1
,1
03

76
,4
71

11
,1
3
1

81
0

37
,9
87

6,
05
7

63
9

38
,4
84

5
,0
7
4

（
参
考
）
中
途
採
用
試
験
（
令
和
４
年
度
に
実
施
し
た
も
の
）

都
道
府
県

47
47

17
,7
27

1,
6
52

41
7,
60
1

97
4

39
10
,1
26

6
7
8

指
定
都
市

20
20

11
,2
93

1,
0
16

18
6,
30
3

61
9

14
4,
99
0

3
9
7

市
区
町
村

1,
72
2

93
5

5
0,
90
7

6,
50
6

66
8

22
,4
00

3,
37
6

51
0

28
,5
07

3
,1
3
0

合
計

1,
78
9

1,
0
02

7
9,
92
7

9,
17
4

72
7

36
,3
04

4,
96
9

56
3

43
,6
23

4
,2
0
5

注
１
）
「
経
験
者
採
用
試
験
」
と
は
、
民
間
企
業
に
勤
務
す
る
等
一
定
の
社
会
経
験
を
有
す
る
者
を
対
象
と
し
た
採
用
試
験

注
２
）
「
経
歴
不
問
の
中
途
採
用
試
験
」
と
は
、
主
に
新
卒
者
を
対
象
に
行
う
採
用
試
験
及
び
「
経
験
者
採
用
試
験
」
以
外
の
採
用
試
験

注
３
）
「
市
区
町
村
」
の
「
団
体
数
」
に
は
、
市
区
町
村
（
1
,7
2
1
団
体
）
に
加
え
て
、
特
別
区
人
事
委
員
会
が
含
ま
れ
て
い
る
。

団
体
数

中
途
採
用
試
験

（令
和
４
年
度
中
に
実
施
し
た
も
の
）

採
用
者
数

経
験
者
採
用
試
験

経
歴
不
問
の
中
途
採
用
試
験

実
施
団
体
数

受
験
者
数

採
用
者
数

実
施
団
体
数

受
験
者
数

採
用
者
数

実
施
団
体
数

受
験
者
数

表
19
　
中
途
採
用
試
験
の
実
施
状
況

団
体
数

中
途
採
用
試
験

（令
和
５
年
度
中
に
実
施
し
た
も
の
）

経
験
者
採
用
試
験

経
歴
不
問
の
中
途
採
用
試
験

実
施
団
体
数

受
験
者
数

採
用
者
数

実
施
団
体
数

受
験
者
数

採
用
者
数

実
施
団
体
数

受
験
者
数

採
用
者
数
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事
業

場
数

ス
ト

レ
ス

チ
ェ

ッ
ク

集
団

分
析

集
団

分
析

結
果

実
施

事
業

場
数

実
施

事
業

場
率

(
前

年
度

)
実

施
事

業
場

数
実

施
事

業
場

率
(

前
年

度
)
活

用
事

業
場

数
活

用
事

業
場

率
(

前
年

度
)

a
b

b
/
a 

c
c/

b
d

d/
c

1
0
0
.0

%
  

9
5
.4

%
  

9
2
.2

%
  

(1
0
0
.0

%
) 

(9
2
.8

%
) 

(9
0
.8

%
) 

1
0
0
.0

%
  

9
0
.9

%
  

9
4
.5

%
  

(1
0
0
.0

%
) 

(9
1
.8

%
) 

(9
4
.0

%
) 

9
8
.5

%
  

8
9
.7

%
  

8
5
.4

%
  

(9
8
.4

%
) 

(8
8
.3

%
) 

(8
4
.9

%
) 

9
6
.4

%
  

8
4
.4

%
  

7
4
.8

%
  

(9
6
.1

%
) 

(8
3
.6

%
) 

(7
3
.5

%
) 

7
3
.6

%
  

8
2
.5

%
  

6
4
.1

%
  

(7
3
.1

%
) 

(8
1
.7

%
) 

(6
2
.1

%
) 

9
7
.5

%
  

8
9
.9

%
  

8
5
.7

%
  

(9
7
.5

%
) 

(8
8
.8

%
) 

(8
5
.1

%
) 

　
（注

）　

４
　

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
専

任
の

職
員

が
所

属
す

る
団

体
の

み
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。

２
　

「ス
ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
実

施
事

業
場

数
」欄

に
は

、
事

業
場

の
規

模
に

関
わ

ら
ず

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
を

実
施

し
た

事
業

場
数

を
計

上
し

て
い

る
。

３
　

「集
団

分
析

」は
、

労
働

安
全

衛
生

規
則

第
52

条
の

1
4
に

規
定

さ
れ

て
お

り
、

事
業

者
は

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
の

実
施

者
に

対
し

て
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
結

果
を

一
定

規
模

の
集

団
ご

と
に

集
計

、
分

析
さ

せ
、

　
そ

の
結

果
を

勘
案

し
、

そ
の

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、
当

該
集

団
の

労
働

者
の

実
情

を
考

慮
し

て
、

当
該

集
団

の
労

働
者

の
心

理
的

な
負

担
を

軽
減

す
る

た
め

の
適

切
な

措
置

を
講

ず
る

よ
う

努
め

な
け

　
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
。

１
　

「ス
ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
」と

は
、

労
働

安
全

衛
生

法
第

66
条

の
10

第
１

項
に

規
定

す
る

「
心

理
的

な
負

担
の

程
度

を
把

握
す

る
た

め
の

検
査

」を
い

う
。

な
お

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
の

実
施

に
つ

い
て

、
常

時
使

用
す

　
る

労
働

者
数

が
5
0人

未
満

の
小

規
模

事
業

場
に

お
い

て
は

、
当

分
の

間
、

努
力

義
務

と
さ

れ
て

い
る

が
、

総
務

省
か

ら
各

地
方

公
共

団
体

に
対

し
て

は
、

職
員

の
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

不
調

を
未

然
に

防
止

す
る

と
　

い
う

観
点

か
ら

、
制

度
の

趣
旨

を
踏

ま
え

、
事

業
場

の
規

模
に

関
わ

ら
ず

、
原

則
と

し
て

全
て

の
職

員
に

対
し

て
実

施
す

る
よ

う
助

言
を

行
っ

て
い

る
。

3
5
,3

4
2

3
0
,1

7
1

6
5
,2

6
4

5
5
,9

5
6

9
,4

8
2

7
,8

8
5

7
,4

5
5

7
4
,4

9
9

8
,0

0
6

町
村

一
部

事
務

組
合

等

合
計

5
,9

8
7

2
,5

7
7

2
,1

2
5

1
,3

6
3

7
2
,6

0
9

8
,6

7
6

3
9
,3

9
5

9
,8

4
0

3
,5

0
3

8
,6

7
6

4
0
,0

0
1

指
定

都
市

市
区

表
２
０
 ス

ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
実
施
状
況
等
（
令
和
５
年
度
）

1
1
,9

0
6

1
0
,9

8
0

１
 
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
・

集
団

分
析

の
団

体
区

分
別

実
施

状
況

1
2
,4

7
9

1
2
,4

7
9

都
道

府
県

区
分
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事
業

場
数

ス
ト

レ
ス

チ
ェ

ッ
ク

集
団

分
析

集
団

分
析

結
果

実
施

事
業

場
数

実
施

事
業

場
数

活
用

事
業

場
数

a
b

b
/
a

(前
年

度
)

c
c/

b
(前

年
度

)
d

d
/
c

(前
年

度
)

2
7
,4

7
4

2
6
,5

8
1

9
6
.7

%
(9

7
.4

%
)

2
3
,9

7
1

9
0
.2

%
(8

8
.0

%
)

2
0
,9

7
0

8
7
.5

%
(8

6
.1

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
5
,2

1
7

5
,2

1
7

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

4
,7

1
3

9
0
.3

%
(8

6
.8

%
)

4
,3

9
4

9
3
.2

%
(8

9
.5

%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
2
,9

2
4

2
,9

2
4

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

2
,7

4
6

9
3
.9

%
(9

4
.1

%
)

2
,6

8
6

9
7
.8

%
(9

7
.7

%
)

市
　

　
区

1
4
,4

3
4

1
4
,3

0
0

9
9
.1

%
(9

9
.6

%
)

1
3
,0

7
3

9
1
.4

%
(8

9
.0

%
)

1
1
,3

9
6

8
7
.2

%
(8

6
.5

%
)

町
　

　
村

3
,5

0
3

3
,3

8
9

9
6
.7

%
(9

6
.6

%
)

2
,9

1
0

8
5
.9

%
(8

4
.7

%
)

2
,1

9
5

7
5
.4

%
(7

2
.3

%
)

一
部

事
務

組
合

等
1
,3

9
6

7
5
1

5
3
.8

%
(5

4
.6

%
)

5
2
9

7
0
.4

%
(7

0
.9

%
)

2
9
9

5
6
.5

%
(5

4
.4

%
)

3
8
,1

7
7

3
7
,5

0
8

9
8
.2

%
(9

7
.8

%
)

3
3
,2

5
5

8
8
.7

%
(8

8
.3

%
)

2
8
,2

9
0

8
5
.1

%
(8

4
.8

%
)

都
　

 道
　

 府
 　

県
4
,9

7
7

4
,9

7
7

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

4
,9

2
2

9
8
.9

%
(9

8
.7

%
)

4
,6

1
9

9
3
.8

%
(9

3
.0

%
)

指
　

 定
 　

都
 　

市
4
,9

0
4

4
,9

0
4

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

4
,2

9
7

8
7
.6

%
(8

8
.8

%
)

3
,9

5
6

9
2
.1

%
(9

1
.1

%
)

市
　

　
区

2
2
,7

5
1

2
2
,3

0
6

9
8
.0

%
(9

7
.4

%
)

1
9
,5

9
9

8
7
.9

%
(8

7
.1

%
)

1
6
,4

1
3

8
3
.7

%
(8

3
.6

%
)

町
　

　
村

5
,4

8
2

5
,2

7
1

9
6
.2

%
(9

5
.8

%
)

4
,4

0
3

8
3
.5

%
(8

2
.7

%
)

3
,2

7
7

7
4
.4

%
(7

4
.4

%
)

一
部

事
務

組
合

等
6
3

5
0

7
9
.4

%
(7

5
.8

%
)

3
4

6
8
.0

%
(7

2
.3

%
)

2
5

7
3
.5

%
(7

3
.5

%
)

1
,6

8
7

1
,6

8
7

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

1
,6

8
3

9
9
.8

%
(9

9
.8

%
)

1
,4

1
8

8
4
.3

%
(8

9
.3

%
)

都
　

 道
 　

府
 　

県
1
,6

8
7

1
,6

8
7

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

1
,6

8
3

9
9
.8

%
(9

9
.8

%
)

1
,4

1
8

8
4
.3

%
(8

9
.3

%
)

指
　

 定
 　

都
 　

市
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

市
　

　
区

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

町
　

　
村

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

一
部

事
務

組
合

等
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

3
,7

2
5

3
,5

5
7

9
5
.5

%
(9

5
.9

%
)

3
,3

3
1

9
3
.6

%
(9

2
.9

%
)

2
,7

5
0

8
2
.6

%
(8

1
.3

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
1
2
6

1
2
6

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

1
2
6

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

1
2
0

9
5
.2

%
(8

8
.1

%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
4
5
4

4
5
4

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

4
5
4

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

4
4
6

9
8
.2

%
(9

6
.9

%
)

市
　

　
区

1
,4

7
1

1
,4

5
1

9
8
.6

%
(9

9
.5

%
)

1
,4

1
1

9
7
.2

%
(9

5
.8

%
)

1
,2

7
7

9
0
.5

%
(8

9
.8

%
)

町
　

　
村

7
8

7
8

1
0
0
.0

%
(9

5
.1

%
)

6
5

8
3
.3

%
(8

1
.8

%
)

4
6

7
0
.8

%
(7

6
.2

%
)

一
部

事
務

組
合

等
1
,5

9
6

1
,4

4
8

9
0
.7

%
(9

1
.0

%
)

1
,2

7
5

8
8
.1

%
(8

7
.4

%
)

8
6
1

6
7
.5

%
(6

5
.5

%
)

3
,4

3
6

3
,2

7
6

9
5
.3

%
(9

5
.5

%
)

3
,0

2
4

9
2
.3

%
(9

1
.1

%
)

2
,5

2
8

8
3
.6

%
(8

1
.2

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
4
7
2

4
7
2

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

4
6
2

9
7
.9

%
(9

4
.3

%
)

4
2
9

9
2
.9

%
(8

9
.5

%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
3
9
4

3
9
4

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

3
8
8

9
8
.5

%
(9

9
.3

%
)

3
6
7

9
4
.6

%
(9

4
.3

%
)

市
　

　
区

1
,3

4
5

1
,3

3
8

9
9
.5

%
(9

9
.5

%
)

1
,2

5
9

9
4
.1

%
(9

1
.8

%
)

1
,0

8
5

8
6
.2

%
(8

2
.0

%
)

町
　

　
村

7
7
7

7
4
4

9
5
.8

%
(9

5
.4

%
)

6
2
8

8
4
.4

%
(8

5
.2

%
)

4
6
9

7
4
.7

%
(7

2
.6

%
)

一
部

事
務

組
合

等
4
4
8

3
2
8

7
3
.2

%
(7

0
.5

%
)

2
8
7

8
7
.5

%
(8

4
.8

%
)

1
7
8

6
2
.0

%
(6

0
.6

%
)

　
（
注

）
　 ４

　
一

部
事

務
組

合
等

に
つ

い
て

は
、

専
任

の
職

員
が

所
属

す
る

団
体

の
み

調
査

対
象

と
し

て
い

る
。

２
　

「
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
実

施
事

業
場

数
」
欄

に
は

、
事

業
場

の
規

模
に

関
わ

ら
ず

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
を

実
施

し
た

事
業

場
数

を
計

上
し

て
い

る
。

１
　

「
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
」
と

は
、

労
働

安
全

衛
生

法
第

6
6
条

の
1
0
第

１
項

に
規

定
す

る
「
心

理
的

な
負

担
の

程
度

を
把

握
す

る
た

め
の

検
査

」
を

い
う

。
な

お
、

ス
ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
の

実
施

に
つ

い
て

、
常

時
使

用
す

　
る

労
働

者
数

が
5
0
人

未
満

の
小

規
模

事
業

場
に

お
い

て
は

、
当

分
の

間
、

努
力

義
務

と
さ

れ
て

い
る

が
、

総
務

省
か

ら
各

地
方

公
共

団
体

に
対

し
て

は
、

職
員

の
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

不
調

を
未

然
に

防
止

す
る

と
　

い
う

観
点

か
ら

、
制

度
の

趣
旨

を
踏

ま
え

、
事

業
場

の
規

模
に

関
わ

ら
ず

、
原

則
と

し
て

全
て

の
職

員
に

対
し

て
実

施
す

る
よ

う
助

言
を

行
っ

て
い

る
。

３
　

「
集

団
分

析
」
は

、
労

働
安

全
衛

生
規

則
第

5
2
条

の
1
4
に

規
定

さ
れ

て
お

り
、

事
業

者
は

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
の

実
施

者
に

対
し

て
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
結

果
を

一
定

規
模

の
集

団
ご

と
に

集
計

、
分

析
さ

せ
、

　
そ

の
結

果
を

勘
案

し
、

そ
の

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、
当

該
集

団
の

労
働

者
の

実
情

を
考

慮
し

て
、

当
該

集
団

の
労

働
者

の
心

理
的

な
負

担
を

軽
減

す
る

た
め

の
適

切
な

措
置

を
講

ず
る

よ
う

努
め

な
け

　
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
。

知
事

及
び

市
区

町
村

長

表
２

０
 
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
の

実
施

状
況

等
（

令
和

５
年

度
）

区
　

　
分

２
 
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
・

集
団

分
析

の
部

局
別

実
施

状
況

公
 営

 企
 業

教
育

委
員

会

警
　

　
察

消
　

　
防

実
施

事
業

場
率

実
施

事
業

場
率

活
用

事
業

場
率
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在
籍

職
員

数

　
職

員
数

割
　

合
(前

年
度

)
　

職
員

数
割

　
合

(前
年

度
)

　
職

員
数

割
　

合
(前

年
度

)

a
b

b
/
a 

c
c/

b
d

d
/
c

9
2
.9

%
  

 
9
.3

%
  
 

3
.8

%
  
 

(9
2
.3

%
) 

 
(9

.2
%
) 
 

(4
.1

%
) 
 

8
9
.1

%
  

 
1
0
.2

%
  
 

3
.4

%
  
 

(8
8
.9

%
) 

 
(1

0
.0

%
) 
 

(4
.0

%
) 
 

8
7
.1

%
  

 
1
1
.4

%
  
 

4
.4

%
  
 

(8
6
.7

%
) 

 
(1

1
.3

%
) 
 

(4
.3

%
) 
 

8
7
.6

%
  

 
1
1
.3

%
  
 

5
.2

%
  
 

(8
8
.1

%
) 

 
(1

1
.2

%
) 
 

(5
.7

%
) 
 

8
1
.7

%
  

 
1
0
.7

%
  
 

3
.5

%
  
 

(8
2
.0

%
) 

 
(1

0
.4

%
) 
 

(3
.6

%
) 
 

8
9
.0

%
  

 
1
0
.6

%
  
 

4
.1

%
  
 

(8
8
.7

%
) 

 
(1

0
.4

%
) 
 

(4
.3

%
) 
 

（
注

）

1
0
,5

9
2

3
,2

7
7

1
,3

2
2

6
,3

8
3

1
,2

8
3

8
6
,7

8
5

3
8
,6

9
9

２
　

「
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

」
は

、
労

働
安

全
衛

生
法

第
6
6
条

の
1
0
第

３
項

に
規

定
さ

れ
て

お
り

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
結

果
の

通
知

を
受

け
た

労
働

者
の

う
ち

、
高

ス
ト
レ

ス
者

と
し

て
選

定
さ

れ
、

面
接

指
導

を
　

受
け

る
必

要
が

あ
る

と
実

施
者

が
認

め
た

労
働

者
か

ら
申

出
が

あ
っ

た
場

合
は

、
事

業
者

は
、

当
該

労
働

者
に

対
し

て
、

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
を

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。

３
 ス

ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
・
面
接
指
導
の
団
体
区
分
別
受
診
職
員
数

都
道

府
県

指
定

都
市

市
区

1
,0

0
2
,1

8
0

4
2
4
,4

9
9

1
4
5
,3

6
8

1
,4

6
1
,2

0
4

区
分

ス
ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
を

受
け

た
　

高
ス

ト
レ

ス
に

該
当

し
た

　
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

を
受

け
た

1
2
0
,9

0
2

9
8
,8

1
0

2
4
,9

1
0

一
部

事
務

組
合

等

表
２

０
 
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
の

実
施

状
況

等
（

令
和

５
年

度
）

３
　

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
専

任
の

職
員

が
所

属
す

る
団

体
の

み
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。

9
3
1
,0

8
4

3
7
8
,1

1
1

1
,2

7
2
,7

8
1

2
1
9
,9

3
1

町
村

１
　

「
在

籍
職

員
数

」
欄

、
「
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
を

受
け

た
職

員
数

」
欄

、
「
高

ス
ト
レ

ス
に

該
当

し
た

職
員

数
」
欄

及
び

「
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

を
受

け
た

職
員

数
」
欄

に
は

、
常

時
使

用
さ

れ
る

職
員

（
常

勤
職

員
の

　
ほ

か
、

臨
時

・
非

常
勤

職
員

の
う

ち
常

時
使

用
さ

れ
る

職
員

を
含

む
。

）
の

う
ち

、
該

当
す

る
職

員
数

を
そ

れ
ぞ

れ
計

上
し

て
い

る
。

2
5
0
,9

2
7

3
6
7

1
2
,6

3
2

合
計

3
,2

5
9
,7

1
2

2
,9

0
0
,7

1
7

3
0
6
,3

5
4

40



在
籍

職
員

数

職
員

数
職

員
数

職
員

数

a
b

b
/
a

（
前

年
度

）
c

c/
b

（
前

年
度

）
d

d
/
c

（
前

年
度

）

1
,3

6
1
,9

7
7

1
,2

1
8
,4

9
6

8
9
.5

%
(8

9
.2

%
)

1
3
8
,0

4
4

1
1
.3

%
(1

1
.3

%
)

8
,0

3
9

5
.8

%
(5

.7
%
)

都
　

 道
 　

府
 　

県
2
9
1
,9

8
3

2
6
9
,1

8
5

9
2
.2

%
(9

0
.9

%
)

2
6
,6

9
1

9
.9

%
(1

0
.0

%
)

1
,5

7
5

5
.9

%
(5

.8
%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
1
8
1
,8

3
0

1
6
4
,9

0
4

9
0
.7

%
(9

0
.0

%
)

1
6
,0

9
8

9
.8

%
(9

.8
%
)

7
6
4

4
.7

%
(5

.4
%
)

市
　

　
　

　
区

7
2
3
,5

4
6

6
4
2
,5

5
3

8
8
.8

%
(8

9
.0

%
)

7
7
,5

8
9

1
2
.1

%
(1

2
.0

%
)

4
,6

3
0

6
.0

%
(5

.7
%
)

町
　

　
　

　
村

1
4
4
,2

8
2

1
2
9
,1

0
6

8
9
.5

%
(9

0
.1

%
)

1
6
,1

4
8

1
2
.5

%
(1

2
.6

%
)

9
9
2

6
.1

%
(6

.4
%
)

一
部

事
務

組
合

等
2
0
,3

3
6

1
2
,7

4
8

6
2
.7

%
(6

4
.5

%
)

1
,5

1
8

1
1
.9

%
(1

1
.7

%
)

7
8

5
.1

%
(4

.6
%
)

1
,0

9
9
,7

5
0

9
5
1
,7

2
7

8
6
.5

%
(8

5
.8

%
)

1
0
3
,0

9
8

1
0
.8

%
(1

0
.5

%
)

3
,0

0
0

2
.9

%
(3

.3
%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
3
1
2
,9

5
3

2
8
1
,8

3
4

9
0
.1

%
(8

9
.8

%
)

3
5
,0

0
7

1
2
.4

%
(1

1
.9

%
)

1
,2

4
0

3
.5

%
(4

.1
%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
1
7
2
,6

6
3

1
4
9
,7

5
2

8
6
.7

%
(8

6
.2

%
)

1
6
,7

9
8

1
1
.2

%
(1

0
.8

%
)

4
1
4

2
.5

%
(3

.1
%
)

市
　

　
　

　
区

5
2
6
,7

9
8

4
4
6
,0

0
8

8
4
.7

%
(8

3
.4

%
)

4
4
,7

8
2

1
0
.0

%
(9

.9
%
)

1
,1

1
4

2
.5

%
(2

.6
%
)

町
　

　
　

　
村

8
6
,3

8
6

7
3
,4

1
0

8
5
.0

%
(8

5
.2

%
)

6
,4

2
3

8
.7

%
(8

.4
%
)

2
2
9

3
.6

%
(4

.4
%
)

一
部

事
務

組
合

等
9
5
0

7
2
3

7
6
.1

%
(7

6
.9

%
)

8
8

1
2
.2

%
(1

2
.0

%
)

3
3
.4

%
(6

.9
%
)

2
9
9
,7

9
6

2
9
3
,2

9
7

9
7
.8

%
(9

7
.5

%
)

1
5
,0

6
9

5
.1

%
(4

.8
%
)

2
6
8

1
.8

%
(1

.8
%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
2
9
9
,7

9
6

2
9
3
,2

9
7

9
7
.8

%
(9

7
.5

%
)

1
5
,0

6
9

5
.1

%
(4

.8
%
)

2
6
8

1
.8

%
(1

.8
%
)

指
　

 定
 　

都
 　

市
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

市
　

　
　

　
区

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

町
　

　
 　

　
　

村
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

一
部

事
務

組
合

等
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

1
6
7
,9

1
0

1
5
6
,2

3
3

9
3
.0

%
(9

3
.9

%
)

1
1
,5

0
8

7
.4

%
(7

.6
%
)

3
2
9

2
.9

%
(2

.7
%
)

都
　

 道
 　

府
 　

県
1
9
,6

1
8

1
9
,5

3
4

9
9
.6

%
(9

9
.8

%
)

1
,3

5
6

6
.9

%
(1

1
.4

%
)

1
1

0
.8

%
(1

.3
%
)

指
　

 定
 　

都
 　

市
3
0
,3

6
5

2
8
,1

1
7

9
2
.6

%
(9

6
.2

%
)

1
,5

7
1

5
.6

%
(5

.4
%
)

2
7

1
.7

%
(1

.3
%
)

市
　

　
　

　
区

6
2
,0

4
7

5
8
,2

0
3

9
3
.8

%
(9

3
.8

%
)

4
,4

5
2

7
.6

%
(7

.4
%
)

1
1
0

2
.5

%
(2

.0
%
)

町
　

　
　

　
村

2
,5

1
2

2
,3

0
2

9
1
.6

%
(9

1
.6

%
)

2
8
9

1
2
.6

%
(1

1
.4

%
)

1
1

3
.8

%
(4

.9
%
)

一
部

事
務

組
合

等
5
3
,3

6
8

4
8
,0

7
7

9
0
.1

%
(9

0
.7

%
)

3
,8

4
0

8
.0

%
(7

.5
%
)

1
7
0

4
.4

%
(4

.8
%
)

3
3
0
,2

7
9

2
8
0
,9

6
4

8
5
.1

%
(8

4
.8

%
)

3
8
,6

3
5

1
3
.8

%
(1

3
.5

%
)

9
9
6

2
.6

%
(3

.0
%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
7
7
,8

3
0

6
7
,2

3
4

8
6
.4

%
(8

4
.8

%
)

8
,6

6
2

1
2
.9

%
(1

2
.7

%
)

1
8
3

2
.1

%
(3

.8
%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
3
9
,6

4
1

3
5
,3

3
8

8
9
.1

%
(8

9
.5

%
)

4
,2

3
2

1
2
.0

%
(1

1
.8

%
)

1
1
7

2
.8

%
(3

.1
%
)

市
　

　
　

　
区

1
4
8
,8

1
3

1
2
6
,0

1
7

8
4
.7

%
(8

4
.4

%
)

1
8
,5

4
5

1
4
.7

%
(1

4
.5

%
)

5
2
9

2
.9

%
(2

.7
%
)

町
　

　
　

　
村

1
7
,7

4
7

1
5
,1

1
3

8
5
.2

%
(8

5
.5

%
)

2
,0

5
0

1
3
.6

%
(1

3
.4

%
)

5
1

2
.5

%
(3

.5
%
)

一
部

事
務

組
合

等
4
6
,2

4
8

3
7
,2

6
2

8
0
.6

%
(8

1
.6

%
)

5
,1

4
6

1
3
.8

%
(1

3
.7

%
)

1
1
6

2
.3

%
(2

.2
%
)

（
注

）

教
育

委
員

会

警
　

　
 　

　
察

消
　

　
 　

　
防

３
　

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
専

任
の

職
員

が
所

属
す

る
団

体
の

み
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。

表
２

０
 
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
の

実
施

状
況

等
（

令
和

５
年

度
）

割
　

合

ス
ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
を

受
け

た
高

ス
ト
レ

ス
に

該
当

し
た

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
を

受
け

た

４
 
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
・

面
接

指
導

の
部

局
別

受
診

職
員

数

区
　

　
分

知
事

及
び

市
区

町
村

長

割
　

合
割

　
合

１
　

「
在

籍
職

員
数

」
欄

、
「
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
を

受
け

た
職

員
数

」
欄

、
「
高

ス
ト
レ

ス
に

該
当

し
た

職
員

数
」
欄

及
び

「
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

を
受

け
た

職
員

数
」
欄

に
は

、
常

時
使

用
さ

れ
る

職
員

（
常

勤
職

員
の

　
ほ

か
、

臨
時

・
非

常
勤

職
員

の
う

ち
常

時
使

用
さ

れ
る

職
員

を
含

む
。

）
　

の
う

ち
、

該
当

す
る

職
員

数
を

そ
れ

ぞ
れ

計
上

し
て

い
る

。

２
　

「
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

」
は

、
労

働
安

全
衛

生
法

第
6
6
条

の
1
0
第

３
項

に
規

定
さ

れ
て

お
り

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
結

果
の

通
知

を
受

け
た

労
働

者
の

う
ち

、
高

ス
ト
レ

ス
者

と
し

て
選

定
さ

れ
、

面
接

指
導

を
　

受
け

る
必

要
が

あ
る

と
実

施
者

が
認

め
た

労
働

者
か

ら
申

出
が

あ
っ

た
場

合
は

、
事

業
者

は
、

当
該

労
働

者
に

対
し

て
、

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
を

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。

公
 営

 企
 業
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実
施

事
業

場
数

（b
）

割
　

合
（b

/a
）

(前
年

度
)

実
施

事
業

場
数

（c
）

割
　

合
（c

/a
）

(前
年

度
)

実
施

事
業

場
数

（d
）

割
　

合
（d

/a
）

(前
年

度
)

実
施

事
業

場
数

（e
）

割
　

合
（e

/a
）

(前
年

度
)

実
施

事
業

場
数

（
f）

割
　

合
（f

/
a）

(前
年

度
)

3
2.

7%
 

24
.3

% 
44

.3
% 

45
.6

% 
2
7
.8

%
 

(2
9.

3%
) 

(2
2.

5%
) 

(4
1.

2%
) 

(4
3.

9%
) 

(3
6
.6

%
) 

2
9.

6%
 

23
.1

% 
70

.7
% 

49
.2

% 
3
6
.2

%
 

(3
1.

6%
) 

(2
9.

5%
) 

(6
5.

6%
) 

(4
4.

9%
) 

(3
4
.3

%
) 

3
0.

5%
 

29
.0

% 
37

.0
% 

64
.2

% 
1
6
.4

%
 

(3
0.

0%
) 

(2
7.

9%
) 

(3
7.

1%
) 

(6
6.

1%
) 

(1
7
.7

%
) 

2
9.

9%
 

31
.9

% 
15

.9
% 

65
.8

% 
1
0
.7

%
 

(2
8.

3%
) 

(3
1.

1%
) 

(1
5.

2%
) 

(6
8.

5%
) 

(8
.7

%
) 

2
8.

9%
 

38
.2

% 
14

.5
% 

52
.4

% 
1
9
.5

%
 

(2
7.

4%
) 

(3
5.

3%
) 

(1
3.

8%
) 

(5
5.

5%
) 

(1
6
.7

%
) 

3
0.

7%
 

27
.8

% 
40

.1
% 

58
.5

% 
2
0
.7

%
 

(2
9.

8%
) 

(2
7.

4%
) 

(3
8.

9%
) 

(5
8.

7%
) 

(2
2
.9

%
) 

（注
）

表
２
０
 ス

ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
実
施
状
況
等
（
令
和
５
年
度
）

１
　

集
団

分
析

結
果

の
活

用
内

容
の

う
ち

、
「そ

の
他

」の
主

な
内

容
と

し
て

は
、

管
理

監
督

者
へ

の
情

報
提

供
、

職
員

向
け

研
修

の
実

施
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等
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。
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況
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い
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施
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施
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表
２
０
 ス

ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
実
施
状
況
等
（
令
和
５
年
度
）

衛
生

委
員

会
で

の
審

議
そ

の
他

集
団

分
析

結
果

の
活

用
内

容
（
複

数
回

答
）

６
 集

団
分
析
結
果
の
部
局
別
活
用
状
況

集
団

分
析

結
果

を
活

用
し

た
事

業
場

数
（a

）

２
　

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
専

任
の

職
員

が
所

属
す

る
団

体
の

み
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。

業
務

配
分

の
見

直
し

人
員

体
制

・組
織

の
見

直
し

管
理

監
督

者
向

け
研

修
の

実
施

区
　

　
分

警
　

 　
　

　
察

知
事

及
び

市
区

町
村

長

教
育

委
員

会

１
　

集
団

分
析

結
果

の
活

用
内

容
の

う
ち

、
「そ

の
他

」の
主

な
内

容
と

し
て

は
、

管
理

監
督

者
へ

の
情

報
提

供
、

職
員

向
け

研
修

の
実

施
、

作
業

環
境

（設
備

、
レ

イ
ア

ウ
ト
等

）
の

改
善

な
ど

と
な

っ
て

い
る

。
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割
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) 

 
(7

3
.4

%
) 

 
(6

3
.3

%
) 

 
(1

2
.7

%
) 

 

7
8
.3

%
  

 
5
7
.9

%
  

 
7
7
.1

%
  

 
7
3
.3

%
  

 
5
8
.1

%
  

 
3
.4

%
  

 
(7

6
.3

%
) 

 
(5

4
.8

%
) 

 
(7

6
.0

%
) 

 
(6

7
.3

%
) 

 
(5

5
.2

%
) 

 
(2

.8
%
) 

 

5
0
.4

%
  

 
2
8
.0

%
  

 
5
6
.1

%
  

 
5
8
.5

%
  

 
3
9
.2

%
  

 
3
.2

%
  

 
(4

9
.5

%
) 

 
(2

5
.3

%
) 

 
(5

3
.8

%
) 

 
(5

3
.5

%
) 

 
(3

7
.7

%
) 

 
(3

.6
%
) 

 

4
8
.0

%
  

 
2
3
.5

%
  

 
4
9
.0

%
  

 
6
0
.2

%
  

 
3
1
.9

%
  

 
5
.4

%
  

 
(4

7
.8

%
) 

 
(2

0
.2

%
) 

 
(4

6
.9

%
) 

 
(5

5
.8

%
) 

 
(2

9
.7

%
) 

 
(6

.0
%
) 

 

6
3
.7

%
  

 
4
2
.5

%
  

 
6
5
.4

%
  

 
6
6
.3

%
  

 
4
7
.5

%
  

 
3
.9

%
  

 
(6

2
.5

%
) 

 
(3

9
.7

%
) 

 
(6

3
.7

%
) 

 
(6

1
.0

%
) 

 
(4

5
.3

%
) 

 
(3

.9
%
) 

 

(注
)

ラ
イ
ン
ケ
ア
及
び
事
業
場
内

産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等
に
よ
る

ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
h
）

事
業
場
内
で
の

相
談
体
制
の
整
備
（
i）

地
方
公
務
員
共
済
組
合
事
業
等

の
公
的
な
相
談
窓
口
の
周
知
（
j）

職
場
外
資
源
(医
療
機
関
、
E
A
P
な
ど
)を
活
用

し
た
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
（
相
談
・
カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
を
含
む
）
の
実
施
（
k）

そ
の
他
（
l）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

表
２
１
 メ

ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
状
況
（
令
和
５
年
度
）

職
場
復
帰
に
お
け
る
支
援
の
実
施
（
職
場
復

帰
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
を
含
む
）
（
f）

１
 
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

の
団

体
区

分
別

取
組

状
況

全
部
局
数
（
a）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

区
分

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る

計
画
の
策
定
（
c）

安
全
衛
生
委
員
会
等
で

調
査
審
議
（
d
）

実
務
を
行
う
担
当
者
の
選
任
（
e）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る

部
局
数
（
b
）

合
計

1
8
2

7
9

2
,6

2
6

2
,4

3
0

1
,4

3
2

都
道

府
県

指
定

都
市

一
部
事
務
組
合
等

7
9

6
1

7
1

6
,2

7
0

1
,4

6
9

3
,5

5
8

7
1

7
7

2
,2

5
5

3
,7

0
5

1
3
8

3
0
6

3
1
0

2
9
9

1
,0

2
5

市
区

町
村

1
3
1

1
6
5

1
5
8

1
7
5

1
8
2

2
,3

5
9

3
7
5

1
,1

8
6

4
9
5

1
,1

2
8

7
6
4

1
,8

3
0

1
,2

2
1

2
,0

2
6

2
,6

2
5

１
　
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）
」
の
各
取
組
内
容
に
お
け
る
割
合
は
、
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
部
局
数
」
に
占
め
る
割
合
で
あ
る
。

6
,7

4
9

1
,9

2
5

1
,3

7
9

6
1
7

合
計

1
7
5

7
9

2
,0

5
6

1
,1

9
0

4
9
2

3
,9

9
2

都
道

府
県

指
定

都
市

市
区

町
村

7
7

2
,0

2
5

1
,3

2
4

5
0
2

4
,0

9
9

区
分

セ
ル
フ
ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
g）

２
　
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
専
任
の
職
員
が
所
属
す
る
団
体
の
み
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。

2
4
3

1
5

1
0

8
8

7
5

5
5

4
,1

5
9

1
4
8

5
5

2
,6

6
7

1
7
1

7
4

1
,5

2
1

6
6
0

2
4
1

1
,5

2
6

9
2
4

3
2
7

2
,9

8
0

1
7
5

6
3

一
部
事
務
組
合
等

1
7
1
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割
合
（
b
/
a）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
c/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
d
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
e/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
f/
b
）

(前
年
度
)

1
0
0
.0

%
  

 
8
0
.9

%
  

 
9
3
.6

%
  

 
9
3
.6

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(7

4
.5

%
) 

 
(9

1
.5

%
) 

 
(9

3
.6

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
8
5
.0

%
  

 
9
5
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(8

5
.0

%
) 

 
(9

0
.0

%
) 

 
(9

5
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
2
9
.7

%
  

 
7
2
.7

%
  

 
4
8
.4

%
  

 
8
1
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(2

4
.7

%
) 

 
(7

2
.5

%
) 

 
(4

6
.8

%
) 

 
(7

9
.2

%
) 

 

9
7
.2

%
  

 
1
5
.2

%
  

 
5
1
.8

%
  

 
2
1
.2

%
  

 
4
9
.4

%
  

 
(9

6
.7

%
) 

 
(9

.8
%
) 

 
(5

1
.1

%
) 

 
(2

1
.2

%
) 

 
(4

6
.9

%
) 

 

6
3
.0

%
  

 
7
.9

%
  

 
1
8
.7

%
  

 
2
0
.4

%
  

 
2
1
.7

%
  

 
(6

1
.1

%
) 

 
(6

.6
%
) 

 
(2

0
.3

%
) 

 
(2

0
.1

%
) 

 
(2

0
.6

%
) 

 

8
7
.1

%
  

 
2
0
.5

%
  

 
5
2
.5

%
  

 
3
2
.6

%
  

 
5
5
.4

%
  

 
(8

5
.8

%
) 

 
(1

6
.1

%
) 

 
(5

2
.3

%
) 

 
(3

1
.9

%
) 

 
(5

3
.4

%
) 

 

部
局
数

割
合
（
g/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
h
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
i/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
j/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
k/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
l/
b
）

(前
年
度
)

1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
8
0
.9

%
  

 
1
2
.8

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(9

7
.9

%
) 

 
(7

8
.7

%
) 

 
(1

4
.9

%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
9
5
.0

%
  

 
8
0
.0

%
  

 
7
0
.0

%
  

 
1
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(9

5
.0

%
) 

 
(7

0
.0

%
) 

 
(7

0
.0

%
) 

 
(1

0
.0

%
) 

 

7
9
.9

%
  

 
6
1
.5

%
  

 
7
8
.9

%
  

 
7
4
.3

%
  

 
6
0
.3

%
  

 
3
.1

%
  

 
(7

7
.7

%
) 

 
(5

7
.5

%
) 

 
(7

7
.4

%
) 

 
(6

8
.2

%
) 

 
(5

6
.0

%
) 

 
(2

.4
%
) 

 

5
0
.0

%
  

 
2
7
.4

%
  

 
5
6
.4

%
  

 
5
8
.6

%
  

 
3
9
.0

%
  

 
2
.7

%
  

 
(4

8
.5

%
) 

 
(2

5
.1

%
) 

 
(5

3
.9

%
) 

 
(5

3
.4

%
) 

 
(3

7
.4

%
) 

 
(3

.1
%
) 

 

4
1
.1

%
  

 
1
8
.7

%
  

 
3
7
.0

%
  

 
5
8
.7

%
  

 
2
4
.9

%
  

 
6
.9

%
  

 
(4

3
.4

%
) 

 
(1

6
.2

%
) 

 
(3

7
.8

%
) 

 
(5

4
.6

%
) 

 
(2

3
.0

%
) 

 
(7

.3
%
) 

 

5
9
.7

%
  

 
3
9
.3

%
  

 
6
0
.9

%
  

 
6
5
.1

%
  

 
4
4
.2

%
  

 
4
.1

%
  

 
(5

8
.9

%
) 

 
(3

6
.4

%
) 

 
(5

9
.4

%
) 

 
(5

9
.8

%
) 

 
(4

1
.5

%
) 

 
(4

.2
%
) 

 

(注
)

合
計

1
,3

7
2

9
0
3

1
,3

9
9

1
,4

9
5

1
,0

1
5

9
4

一
部
事
務
組
合
等

2
2
0

1
0
0

1
9
8

3
1
4

1
3
3

3
7

町
村

4
5
0

2
4
7

5
0
8

5
2
7

3
5
1

市
区

6
3
5

4
8
9

6
2
7

5
9
1

4
7
9

指
定

都
市

2
0

2
0

1
9

1
6

1
4

2

都
道

府
県

4
7

4
7

4
7

4
7

3
8

6

区
分

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

セ
ル
フ
ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
g）

ラ
イ
ン
ケ
ア
及
び
事
業
場
内

産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等
に
よ
る

ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
h
）

事
業
場
内
で
の

相
談
体
制
の
整
備
（
i）

地
方
公
務
員
共
済
組
合
事
業
等

の
公
的
な
相
談
窓
口
の
周
知
（
j）

職
場
外
資
源
(医
療
機
関
、
E
A
P
な
ど
)を
活
用

し
た
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
（
相
談
・
カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
を
含
む
）
の
実
施
（
k）

合
計

2
,6

3
7

2
,2

9
7

4
7
0

1
,2

0
7

7
4
9

そ
の
他
（
l）

一
部
事
務
組
合
等

8
4
9

5
3
5

4
2

1
0
0

1
0
9

1
1
6

町
村

9
2
6

9
0
0

1
3
7

4
6
6

1
9
1

4
4
5

市
区

7
9
5

7
9
5

2
3
6

5
7
8

3
8
5

6
4
4

指
定

都
市

2
0

2
0

1
7

1
9

2
0

２
　
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
専
任
の
職
員
が
所
属
す
る
団
体
の
み
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。表

２
１
 メ

ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
状
況
（
令
和
５
年
度
）

1
,2

7
2

2
4

2
5

２
－

１
 
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

の
部

局
別

取
組

状
況

【
部

局
名

：
知

事
及

び
市

区
町

村
長

】

区
分

全
部
局
数
（
a）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る

部
局
数
（
b
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る

計
画
の
策
定
（
c）

安
全
衛
生
委
員
会
等
で

調
査
審
議
（
d
）

実
務
を
行
う
担
当
者
の
選
任
（
e）

職
場
復
帰
に
お
け
る
支
援
の
実
施
（
職
場
復

帰
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
を
含
む
）
（
f）

都
道

府
県

4
7

4
7

3
8

4
4

4
4

4
7

１
　
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）
」
の
各
取
組
内
容
に
お
け
る
割
合
は
、
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
部
局
数
」
に
占
め
る
割
合
で
あ
る
。

2
0
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割
合
（
b
/
a）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
c/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
d
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
e/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
f/
b
）

(前
年
度
)

1
0
0
.0

%
  

 
6
6
.0

%
  

 
9
7
.9

%
  

 
8
5
.1

%
  

 
9
3
.6

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(5

7
.4

%
) 

 
(9

1
.5

%
) 

 
(8

5
.1

%
) 

 
(9

1
.5

%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
6
5
.0

%
  

 
9
5
.0

%
  

 
8
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(6

5
.0

%
) 

 
(8

5
.0

%
) 

 
(7

5
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 

9
9
.9

%
  

 
2
8
.3

%
  

 
6
6
.7

%
  

 
4
4
.2

%
  

 
7
5
.3

%
  

 
(9

9
.7

%
) 

 
(2

3
.0

%
) 

 
(6

7
.4

%
) 

 
(4

3
.9

%
) 

 
(7

3
.1

%
) 

 

9
6
.6

%
  

 
1
6
.1

%
  

 
4
7
.4

%
  

 
2
1
.1

%
  

 
4
5
.2

%
  

 
(9

6
.5

%
) 

 
(1

0
.6

%
) 

 
(4

8
.6

%
) 

 
(2

0
.2

%
) 

 
(4

3
.2

%
) 

 

8
1
.3

%
  

 
1
5
.4

%
  

 
3
0
.8

%
  

 
2
8
.2

%
  

 
2
8
.2

%
  

 
(7

8
.7

%
) 

 
(1

0
.8

%
) 

 
(3

7
.8

%
) 

 
(2

4
.3

%
) 

 
(2

7
.0

%
) 

 

9
7
.7

%
  

 
2
3
.4

%
  

 
5
7
.5

%
  

 
3
4
.0

%
  

 
6
0
.2

%
  

 
(9

7
.6

%
) 

 
(1

8
.0

%
) 

 
(5

8
.3

%
) 

 
(3

3
.2

%
) 

 
(5

8
.2

%
) 

 

部
局
数

割
合
（
g/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
h
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
i/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
j/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
k/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
l/
b
）

(前
年
度
)

9
7
.9

%
  

 
9
7
.9

%
  

 
8
5
.1

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
8
0
.9

%
  

 
6
.4

%
  

 
(9

7
.9

%
) 

 
(9

5
.7

%
) 

 
(8

5
.1

%
) 

 
(9

7
.9

%
) 

 
(7

6
.6

%
) 

 
(8

.5
%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
8
5
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
9
5
.0

%
  

 
6
5
.0

%
  

 
1
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(8

5
.0

%
) 

 
(9

5
.0

%
) 

 
(8

5
.0

%
) 

 
(5

0
.0

%
) 

 
(1

5
.0

%
) 

 

7
7
.0

%
  

 
5
5
.3

%
  

 
7
4
.7

%
  

 
7
3
.0

%
  

 
5
8
.7

%
  

 
3
.5

%
  

 
(7

5
.5

%
) 

 
(5

2
.9

%
) 

 
(7

3
.9

%
) 

 
(6

7
.0

%
) 

 
(5

4
.7

%
) 

 
(3

.0
%
) 

 

5
1
.0

%
  

 
2
7
.7

%
  

 
5
6
.3

%
  

 
5
8
.2

%
  

 
3
8
.8

%
  

 
3
.1

%
  

 
(4

9
.5

%
) 

 
(2

4
.6

%
) 

 
(5

3
.8

%
) 

 
(5

3
.4

%
) 

 
(3

7
.2

%
) 

 
(3

.9
%
) 

 

5
1
.3

%
  

 
3
3
.3

%
  

 
4
8
.7

%
  

 
6
6
.7

%
  

 
3
0
.8

%
  

 
0
.0

%
  

 
(4

5
.9

%
) 

 
(2

7
.0

%
) 

 
(4

8
.6

%
) 

 
(6

7
.6

%
) 

 
(2

7
.0

%
) 

 
(0

.0
%
) 

 

6
4
.4

%
  

 
4
2
.7

%
  

 
6
5
.6

%
  

 
6
6
.5

%
  

 
4
9
.0

%
  

 
3
.4

%
  

 
(6

2
.9

%
) 

 
(3

9
.9

%
) 

 
(6

4
.0

%
) 

 
(6

1
.3

%
) 

 
(4

6
.0

%
) 

 
(3

.7
%
) 

 

(注
)

合
計

1
,1

4
0

7
5
5

1
,1

6
1

1
,1

7
7

8
6
6

6
0

一
部
事
務
組
合
等

2
0

1
3

1
9

2
6

1
2

0

町
村

4
4
4

2
4
1

4
9
0

5
0
7

3
3
8

市
区

6
1
0

4
3
8

5
9
2

5
7
8

4
6
5

指
定

都
市

2
0

1
7

2
0

1
9

1
3

2

都
道

府
県

4
6

4
6

4
0

4
7

3
8

3

区
分

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

セ
ル
フ
ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
g）

ラ
イ
ン
ケ
ア
及
び
事
業
場
内

産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等
に
よ
る

ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
h
）

事
業
場
内
で
の

相
談
体
制
の
整
備
（
i）

地
方
公
務
員
共
済
組
合
事
業
等

の
公
的
な
相
談
窓
口
の
周
知
（
j）

職
場
外
資
源
(医
療
機
関
、
E
A
P
な
ど
)を
活
用

し
た
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
（
相
談
・
カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
を
含
む
）
の
実
施
（
k）

合
計

1
,8

1
0

1
,7

6
9

4
1
4

1
,0

1
8

6
0
1

そ
の
他
（
l）

一
部
事
務
組
合
等

4
8

3
9

6
1
2

1
1

1
1

町
村

9
0
2

8
7
1

1
4
0

4
1
3

1
8
4

3
9
4

市
区

7
9
3

7
9
2

2
2
4

5
2
8

3
5
0

5
9
6

指
定

都
市

2
0

2
0

1
3

1
9

1
6

２
　
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
専
任
の
職
員
が
所
属
す
る
団
体
の
み
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。表

２
１
 メ

ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
状
況
（
令
和
５
年
度
）

1
,0

6
5

2
7

2
8

２
－

２
 
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

の
部

局
別

取
組

状
況

【
部

局
名

：
教

育
委

員
会

】

区
分

全
部
局
数
（
a）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る

部
局
数
（
b
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る

計
画
の
策
定
（
c）

安
全
衛
生
委
員
会
等
で

調
査
審
議
（
d
）

実
務
を
行
う
担
当
者
の
選
任
（
e）

職
場
復
帰
に
お
け
る
支
援
の
実
施
（
職
場
復

帰
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
を
含
む
）
（
f）

都
道

府
県

4
7

4
7

3
1

4
6

4
0

4
4

１
　
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）
」
の
各
取
組
内
容
に
お
け
る
割
合
は
、
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
部
局
数
」
に
占
め
る
割
合
で
あ
る
。

2
0
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割
合
（
b
/
a）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
c/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
d
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
e/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
f/
b
）

(前
年
度
)

1
0
0
.0

%
  

 
7
8
.7

%
  

 
8
5
.1

%
  

 
9
1
.5

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(7

6
.6

%
) 

 
(9

1
.5

%
) 

 
(9

1
.5

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

1
0
0
.0

%
  

 
7
8
.7

%
  

 
8
5
.1

%
  

 
9
1
.5

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(7

6
.6

%
) 

 
(9

1
.5

%
) 

 
(9

1
.5

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 

部
局
数

割
合
（
g/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
h
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
i/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
j/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
k/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
l/
b
）

(前
年
度
)

1
0
0
.0

%
  

 
9
3
.6

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
8
9
.4

%
  

 
8
9
.4

%
  

 
8
.5

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(9

1
.5

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(7

6
.6

%
) 

 
(8

9
.4

%
) 

 
(6

.4
%
) 

 

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

1
0
0
.0

%
  

 
9
3
.6

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
8
9
.4

%
  

 
8
9
.4

%
  

 
8
.5

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(9

1
.5

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(7

6
.6

%
) 

 
(8

9
.4

%
) 

 
(6

.4
%
) 

 

(注
)

合
計

4
7

4
4

4
7

4
2

4
2

4

一
部
事
務
組
合
等

-
-

-
-

-
-

町
村

-
-

-
-

-

市
区

-
-

-
-

-

指
定

都
市

-
-

-
-

-
-

都
道

府
県

4
7

4
4

4
7

4
2

4
2

4

区
分

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

セ
ル
フ
ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
g）

ラ
イ
ン
ケ
ア
及
び
事
業
場
内

産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等
に
よ
る

ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
h
）

事
業
場
内
で
の

相
談
体
制
の
整
備
（
i）

地
方
公
務
員
共
済
組
合
事
業
等

の
公
的
な
相
談
窓
口
の
周
知
（
j）

職
場
外
資
源
(医
療
機
関
、
E
A
P
な
ど
)を
活
用

し
た
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
（
相
談
・
カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
を
含
む
）
の
実
施
（
k）

合
計

4
7

4
7

3
7

4
0

4
3

そ
の
他
（
l）

一
部
事
務
組
合
等

-
-

-
-

-
-

町
村

-
-

-
-

-
-

市
区

-
-

-
-

-
-

指
定

都
市

-
-

-
-

-

２
　
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
専
任
の
職
員
が
所
属
す
る
団
体
の
み
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。表

２
１
 メ

ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
状
況
（
令
和
５
年
度
）

4
7

--

２
－

３
 
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

の
部

局
別

取
組

状
況

【
部

局
名

：
警

察
】

区
分

全
部
局
数
（
a）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る

部
局
数
（
b
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る

計
画
の
策
定
（
c）

安
全
衛
生
委
員
会
等
で

調
査
審
議
（
d
）

実
務
を
行
う
担
当
者
の
選
任
（
e）

職
場
復
帰
に
お
け
る
支
援
の
実
施
（
職
場
復

帰
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
を
含
む
）
（
f）

都
道

府
県

4
7

4
7

3
7

4
0

4
3

4
7

１
　
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）
」
の
各
取
組
内
容
に
お
け
る
割
合
は
、
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
部
局
数
」
に
占
め
る
割
合
で
あ
る
。

-

47



割
合
（
b
/
a）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
c/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
d
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
e/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
f/
b
）

(前
年
度
)

1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
8
0
.0

%
  

 
7
5
.0

%
  

 
8
5
.0

%
  

 
9
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(6

5
.0

%
) 

 
(7

0
.0

%
) 

 
(8

5
.0

%
) 

 
(8

5
.0

%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
3
1
.5

%
  

 
6
9
.6

%
  

 
5
0
.7

%
  

 
7
8
.4

%
  

 
(9

9
.7

%
) 

 
(2

4
.9

%
) 

 
(7

1
.0

%
) 

 
(4

8
.6

%
) 

 
(7

7
.3

%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
1
6
.7

%
  

 
4
8
.3

%
  

 
2
0
.0

%
  

 
5
0
.0

%
  

 
(9

8
.3

%
) 

 
(1

0
.2

%
) 

 
(5

9
.3

%
) 

 
(2

5
.4

%
) 

 
(5

0
.8

%
) 

 

9
3
.4

%
  

 
1
9
.5

%
  

 
4
1
.6

%
  

 
4
1
.9

%
  

 
3
6
.7

%
  

 
(9

4
.0

%
) 

 
(1

3
.6

%
) 

 
(4

3
.2

%
) 

 
(4

2
.8

%
) 

 
(3

4
.5

%
) 

 

9
7
.4

%
  

 
2
7
.2

%
  

 
5
7
.5

%
  

 
4
5
.9

%
  

 
6
0
.7

%
  

 
(9

7
.4

%
) 

 
(2

0
.7

%
) 

 
(5

9
.7

%
) 

 
(4

5
.6

%
) 

 
(5

9
.4

%
) 

 

部
局
数

割
合
（
g/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
h
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
i/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
j/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
k/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
l/
b
）

(前
年
度
)

1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(0

.0
%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
9
0
.0

%
  

 
9
5
.0

%
  

 
7
5
.0

%
  

 
6
5
.0

%
  

 
1
5
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(9

0
.0

%
) 

 
(9

0
.0

%
) 

 
(7

0
.0

%
) 

 
(6

0
.0

%
) 

 
(1

0
.0

%
) 

 

8
1
.4

%
  

 
6
0
.0

%
  

 
7
9
.5

%
  

 
7
5
.1

%
  

 
5
4
.8

%
  

 
3
.6

%
  

 
(7

9
.5

%
) 

 
(5

7
.9

%
) 

 
(7

8
.7

%
) 

 
(6

8
.9

%
) 

 
(5

4
.6

%
) 

 
(2

.5
%
) 

 

5
5
.0

%
  

 
2
8
.3

%
  

 
5
5
.0

%
  

 
5
6
.7

%
  

 
4
3
.3

%
  

 
3
.3

%
  

 
(5

7
.6

%
) 

 
(2

8
.8

%
) 

 
(5

7
.6

%
) 

 
(5

4
.2

%
) 

 
(4

4
.1

%
) 

 
(3

.4
%
) 

 

5
9
.6

%
  

 
2
9
.2

%
  

 
6
5
.9

%
  

 
6
2
.9

%
  

 
4
3
.4

%
  

 
4
.1

%
  

 
(5

7
.2

%
) 

 
(2

3
.9

%
) 

 
(6

1
.0

%
) 

 
(5

9
.8

%
) 

 
(4

0
.9

%
) 

 
(5

.3
%
) 

 

7
1
.5

%
  

 
4
6
.7

%
  

 
7
2
.8

%
  

 
6
9
.0

%
  

 
4
9
.9

%
  

 
4
.1

%
  

 
(7

0
.0

%
) 

 
(4

3
.8

%
) 

 
(7

0
.7

%
) 

 
(6

4
.4

%
) 

 
(4

8
.9

%
) 

 
(3

.8
%
) 

 

(注
)

合
計

5
1
0

3
3
3

5
1
9

4
9
2

3
5
6

2
9

一
部
事
務
組
合
等

1
5
9

7
8

1
7
6

1
6
8

1
1
6

1
1

町
村

3
3

1
7

3
3

3
4

2
6

市
区

2
9
7

2
1
9

2
9
0

2
7
4

2
0
0

指
定

都
市

2
0

1
8

1
9

1
5

1
3

3

都
道

府
県

1
1

1
1

1
0

区
分

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

セ
ル
フ
ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
g）

ラ
イ
ン
ケ
ア
及
び
事
業
場
内

産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等
に
よ
る

ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
h
）

事
業
場
内
で
の

相
談
体
制
の
整
備
（
i）

地
方
公
務
員
共
済
組
合
事
業
等

の
公
的
な
相
談
窓
口
の
周
知
（
j）

職
場
外
資
源
(医
療
機
関
、
E
A
P
な
ど
)を
活
用

し
た
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
（
相
談
・
カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
を
含
む
）
の
実
施
（
k）

合
計

7
3
2

7
1
3

1
9
4

4
1
0

3
2
7

そ
の
他
（
l）

一
部
事
務
組
合
等

2
8
6

2
6
7

5
2

1
1
1

1
1
2

9
8

町
村

6
0

6
0

1
0

2
9

1
2

3
0

市
区

3
6
5

3
6
5

1
1
5

2
5
4

1
8
5

2
8
6

指
定

都
市

2
0

2
0

1
6

1
5

1
7

２
　
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
専
任
の
職
員
が
所
属
す
る
団
体
の
み
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。表

２
１
 メ

ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
状
況
（
令
和
５
年
度
）

4
3
3 2

1
3

２
－

４
 
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

の
部

局
別

取
組

状
況

【
部

局
名

：
消

防
】

区
分

全
部
局
数
（
a）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る

部
局
数
（
b
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る

計
画
の
策
定
（
c）

安
全
衛
生
委
員
会
等
で

調
査
審
議
（
d
）

実
務
を
行
う
担
当
者
の
選
任
（
e）

職
場
復
帰
に
お
け
る
支
援
の
実
施
（
職
場
復

帰
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
を
含
む
）
（
f）

都
道

府
県

1
1

1
1

1
1

１
　
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）
」
の
各
取
組
内
容
に
お
け
る
割
合
は
、
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
部
局
数
」
に
占
め
る
割
合
で
あ
る
。

1
8
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割
合
（
b
/
a）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
c/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
d
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
e/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
f/
b
）

(前
年
度
)

1
0
0
.0

%
  

 
6
0
.0

%
  

 
8
5
.0

%
  

 
7
5
.0

%
  

 
9
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(5

5
.0

%
) 

 
(7

7
.5

%
) 

 
(7

5
.0

%
) 

 
(8

7
.5

%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
7
8
.9

%
  

 
9
4
.7

%
  

 
9
4
.7

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(7

3
.7

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(8

9
.5

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
2
8
.1

%
  

 
6
9
.8

%
  

 
4
4
.7

%
  

 
7
4
.3

%
  

 
(9

9
.7

%
) 

 
(2

2
.0

%
) 

 
(7

0
.2

%
) 

 
(4

4
.6

%
) 

 
(7

4
.1

%
) 

 

9
7
.4

%
  

 
1
6
.7

%
  

 
5
2
.7

%
  

 
2
0
.5

%
  

 
4
9
.1

%
  

 
(9

7
.2

%
) 

 
(1

0
.3

%
) 

 
(5

5
.6

%
) 

 
(1

9
.1

%
) 

 
(4

7
.6

%
) 

 

7
3
.9

%
  

 
2
0
.7

%
  

 
4
5
.1

%
  

 
4
2
.4

%
  

 
4
0
.2

%
  

 
(7

2
.1

%
) 

 
(1

1
.5

%
) 

 
(4

0
.6

%
) 

 
(4

1
.2

%
) 

 
(3

7
.0

%
) 

 

9
4
.8

%
  

 
2
4
.5

%
  

 
6
1
.1

%
  

 
3
7
.0

%
  

 
6
1
.5

%
  

 
(9

4
.5

%
) 

 
(1

8
.1

%
) 

 
(6

2
.0

%
) 

 
(3

6
.4

%
) 

 
(6

0
.8

%
) 

 

部
局
数

割
合
（
g/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
h
/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
i/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
j/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
k/
b
）

(前
年
度
)

部
局
数

割
合
（
l/
b
）

(前
年
度
)

8
5
.0

%
  

 
8
2
.5

%
  

 
9
0
.0

%
  

 
9
5
.0

%
  

 
7
2
.5

%
  

 
5
.0

%
  

 
(8

5
.0

%
) 

 
(8

0
.0

%
) 

 
(9

0
.0

%
) 

 
(9

2
.5

%
) 

 
(7

0
.0

%
) 

 
(7

.5
%
) 

 

1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
1
0
0
.0

%
  

 
6
8
.4

%
  

 
7
8
.9

%
  

 
1
5
.8

%
  

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(9

4
.7

%
) 

 
(1

0
0
.0

%
) 

 
(6

8
.4

%
) 

 
(7

3
.7

%
) 

 
(1

5
.8

%
) 

 

7
6
.4

%
  

 
5
5
.7

%
  

 
7
6
.7

%
  

 
7
1
.6

%
  

 
5
6
.8

%
  

 
3
.3

%
  

 
(7

4
.0

%
) 

 
(5

2
.1

%
) 

 
(7

5
.6

%
) 

 
(6

5
.6

%
) 

 
(5

5
.4

%
) 

 
(3

.3
%
) 

 

4
9
.8

%
  

 
2
9
.4

%
  

 
5
5
.5

%
  

 
5
8
.9

%
  

 
3
9
.6

%
  

 
4
.2

%
  

 
(5

0
.5

%
) 

 
(2

6
.5

%
) 

 
(5

3
.4

%
) 

 
(5

3
.6

%
) 

 
(3

8
.2

%
) 

 
(3

.9
%
) 

 

5
0
.5

%
  

 
2
7
.2

%
  

 
5
9
.2

%
  

 
5
9
.2

%
  

 
3
5
.9

%
  

 
3
.8

%
  

 
(4

7
.9

%
) 

 
(2

6
.1

%
) 

 
(5

4
.5

%
) 

 
(5

0
.9

%
) 

 
(3

4
.5

%
) 

 
(4

.2
%
) 

 

6
3
.9

%
  

 
4
3
.8

%
  

 
6
7
.4

%
  

 
6
6
.0

%
  

 
4
8
.5

%
  

 
3
.9

%
  

 
(6

3
.0

%
) 

 
(4

1
.1

%
) 

 
(6

5
.8

%
) 

 
(6

0
.3

%
) 

 
(4

7
.3

%
) 

 
(3

.9
%
) 

 

(注
)

合
計

9
2
3

6
3
2

9
7
3

9
5
3

7
0
1

5
6

一
部
事
務
組
合
等

9
3

5
0

1
0
9

1
0
9

6
6

7

町
村

2
6
3

1
5
5

2
9
3

3
1
1

2
0
9

市
区

5
1
4

3
7
5

5
1
6

4
8
2

3
8
2

指
定

都
市

1
9

1
9

1
9

1
3

1
5

3

都
道

府
県

3
4

3
3

3
6

3
8

2
9

2

区
分

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

セ
ル
フ
ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
g）

ラ
イ
ン
ケ
ア
及
び
事
業
場
内

産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等
に
よ
る

ケ
ア
を
実
施
す
る
た
め
の

教
育
研
修
・
情
報
提
供
（
h
）

事
業
場
内
で
の

相
談
体
制
の
整
備
（
i）

地
方
公
務
員
共
済
組
合
事
業
等

の
公
的
な
相
談
窓
口
の
周
知
（
j）

職
場
外
資
源
(医
療
機
関
、
E
A
P
な
ど
)を
活
用

し
た
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
（
相
談
・
カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
を
含
む
）
の
実
施
（
k）

合
計

1
,5

2
3

1
,4

4
4

3
5
4

8
8
3

5
3
5

そ
の
他
（
l）

一
部
事
務
組
合
等

2
4
9

1
8
4

3
8

8
3

7
8

7
4

町
村

5
4
2

5
2
8

8
8

2
7
8

1
0
8

2
5
9

市
区

6
7
3

6
7
3

1
8
9

4
7
0

3
0
1

5
0
0

指
定

都
市

1
9

1
9

1
5

1
8

1
8

２
　
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
専
任
の
職
員
が
所
属
す
る
団
体
の
み
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。表

２
１
 メ

ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
状
況
（
令
和
５
年
度
）

8
8
8

2
2

2
2

２
－

５
 
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

の
部

局
別

取
組

状
況

【
部

局
名

：
公

営
企

業
】

区
分

全
部
局
数
（
a）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る

部
局
数
（
b
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る

計
画
の
策
定
（
c）

安
全
衛
生
委
員
会
等
で

調
査
審
議
（
d
）

実
務
を
行
う
担
当
者
の
選
任
（
e）

職
場
復
帰
に
お
け
る
支
援
の
実
施
（
職
場
復

帰
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
を
含
む
）
（
f）

都
道

府
県

4
0

4
0

2
4

3
4

3
0

3
6

１
　
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
内
容
（
複
数
回
答
）
」
の
各
取
組
内
容
に
お
け
る
割
合
は
、
「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
部
局
数
」
に
占
め
る
割
合
で
あ
る
。

1
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人
数

人
数

割
合

（
前
年
度
）

人
数

割
合

（
前
年
度
）

人
数

割
合

（
前
年
度
）

人
数

割
合

（
前
年
度
）

人
数

割
合

（
前
年
度
）

人
数

割
合

（
前
年
度
）

人
数
（
※
）

割
合

（
前
年
度
）

a
b

b
/
a

c
c/
b

d
d
/
b

e
e/
b

f
f/
b

g
g/
b

h
a/
h

9
8
.2
%

2
4
.8
%

2
5
.1
%

2
1
.4
%

2
5
.6
%

3
.1
%

1
.5
%

－
－

－
－

－
－

(1
.4
%
)

9
7
.2
%

2
4
.7
%

2
7
.2
%

2
1
.6
%

2
3
.3
%

3
.2
%

1
.8
%

－
－

－
－

－
－

(1
.6
%
)

9
6
.1
%

2
3
.4
%

2
7
.9
%

2
3
.7
%

2
3
.1
%

2
.0
%

1
.5
%

－
－

－
－

－
－

(1
.4
%
)

9
7
.2
%

2
7
.2
%

2
9
.7
%

2
3
.9
%

1
8
.6
%

0
.6
%

1
.3
%

－
－

－
－

－
－

(1
.2
%
)

9
7
.5
%

2
7
.6
%

2
3
.3
%

2
3
.7
%

2
3
.4
%

2
.0
%

1
.0
%

－
－

－
－

－
－

(0
.9
%
)

9
7
.0
%

2
4
.4
%

2
6
.9
%

2
2
.7
%

2
3
.6
%

2
.4
%

1
.5
%

－
－

－
－

－
－

(1
.4
%
)

（
注
）

６
　
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
専
任
の
職
員
が
所
属
す
る
団
体
の
み
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。

1
1
,5
8
1

1
2
,7
7
9

1
0
,7
7
0

1
1
,2
0
7

1
,1
5
3

3
1
7

2
6
7

2
7
2

2
6
8

2
3

3
,1
7
8

8
6
5

9
4
4

7
5
8

5
9
1

4
,9
2
2

5
,8
6
9

5
,0
0
1

4
,8
6
2

4
1
8

1
,8
1
4

1
,9
9
8

1
,5
8
6

1
,7
1
1

2
3
6

合
計

町
村

一
部

事
務

組
合

等

1
5
,0
1
4

1
4
,7
4
8

1
,1
4
7

4
8
,9
5
2

4
7
,4
9
0

指
定

都
市

市
区

7
,5
6
0

2
1
,9
3
3

3
,2
6
8

1
,1
7
7

7
,3
4
5

2
1
,0
7
2

１
　
原
則
と
し
て
、
令
和
５
年
度
中
に
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
に
よ
り
引
き
続
い
て
１
か
月
以
上
の
期
間
、
病
気
休
暇
取
得
又
は
休
職
し
た
職
員
を
休
務
者
と
し
て
計
上
し
て
い
る
。

２
　
一
部
の
団
体
に
お
い
て
は
、
年
度
で
は
な
く
暦
年
（
令
和
５
年
１
月
～
令
和
５
年
1
2
月
）
の
休
務
者
数
を
計
上
し
て
い
る
。

３
　
令
和
４
年
度
か
ら
引
き
続
い
て
休
務
し
た
者
及
び
令
和
５
年
度
中
に
退
職
し
た
者
も
含
ん
で
い
る
。

４
　
（
※
）
に
つ
い
て
は
参
考
値
と
し
て
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
実
施
状
況
等
で
調
査
し
た
在
籍
職
員
数
（
表
2
0
-
３
）
を
引
用
し
て
い
る
。

５
　
端
数
処
理
の
た
め
、
合
計
が
1
0
0
％
と
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。

表
２
２
　
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
に
よ
る
休
務
者
の
状
況
（
令
和
５
年
度
）

都
道

府
県

3
,6
6
3

3
,7
0
1

3
,1
5
3

3
,7
7
5

区
　
　
分

休
務
者

4
5
6

う
ち
常
勤
職
員

年
代
別
内
訳

１
０
代
～
2
0
代

3
0
代

4
0
代

5
0
代

6
0
代
以
上

3
,2
5
9
,7
1
2

1
2
0
,9
0
2

1
,4
6
1
,2
0
4

4
2
4
,4
9
9

1
,0
0
2
,1
8
0

2
5
0
,9
2
7

在
籍
職
員
と
休
務
者
の
割
合

2
0

50



令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

部
局

数
割

　
合

(前
年

度
)

部
局

数
割

　
合

(前
年

度
)

部
局

数
割

　
合

(前
年

度
)

9
9
.5

%
  

0
.0

%
  

0
.5

%
  

(9
9
.5

%
) 

(0
.0

%
) 

(0
.5

%
) 

9
7
.5

%
  

1
.3

%
  

1
.3

%
  

(9
4
.9

%
) 

(1
.3

%
) 

(3
.8

%
) 

8
2
.4

%
  

4
.1

%
  

1
3
.5

%
  

(7
7
.6

%
) 

(7
.2

%
) 

(1
5
.2

%
) 

5
8
.6

%
  

6
.5

%
  

3
4
.9

%
  

(5
6
.4

%
) 

(1
1
.7

%
) 

(3
1
.9

%
) 

2
8
.9

%
  

3
.6

%
  

6
7
.5

%
  

(2
6
.3

%
) 

(5
.9

%
) 

(6
7
.7

%
) 

6
3
.1

%
  

4
.7

%
  

3
2
.2

%
  

(5
9
.8

%
) 

(8
.3

%
) 

(3
1
.9

%
) 

（
注

）

３
　

「
割

合
」
は

、
「
全

部
局

数
」
に

占
め

る
割

合
で

あ
る

。

５
　

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
専

任
の

職
員

が
所

属
す

る
団

体
の

み
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。

表
２

３
 
長

時
間

勤
務

者
に

対
す

る
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

の
状

況

2
,1

7
1

未
　

　
　

定

合
計

1
8
2

7
9

2
,6

2
6

2
,4

3
0

1
,4

3
2

6
,7

4
9

都
道

府
県

指
定

都
市

市
区

町
村

1
8
1

7
7

2
,1

6
5

1
,4

2
4

4
1
4

１
 
長

時
間

勤
務

者
に

対
す

る
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

の
強

化
に

係
る

例
規

・
指

針
等

の
団

体
区

分
別

整
備

状
況

令
和

6
年

度
中

に
整

備
予

定
全

部
局

数
令

和
6
年

4
月

1
日

時
点

で
整

備
済

み
区

分

1

1
0
7

1
5
80

5
1

1 1

3
5
4

8
4
8

9
6
7

１
　

長
時

間
勤

務
者

に
対

す
る

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
に

つ
い

て
は

、
平

成
3
1
年

４
月

１
日

か
ら

、
労

働
安

全
衛

生
法

第
6
6
条

の
８

第
１

項
等

の
規

定
に

よ
り

、
時

間
外

・
休

日
労

働
時

間
が

１
か

月
当

た
り

8
0
時

間
を

超
え

、
か

つ
疲

労
の

蓄
積

が
認

め
ら

　
れ

る
者

に
つ

い
て

、
本

人
の

申
出

が
あ

っ
た

場
合

に
は

、
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

さ
れ

た
。

ま
た

、
国

家
公

務
員

に
つ

い
て

は
、

こ
れ

に
加

え
、

超
過

勤
務

時
間

が
１

か
月

に
つ

い
て

1
0
0
時

間
以

上
又

は
２

～
６

か
月

平
均

で
8
0
時

間
を

超
え

る
　

場
合

に
は

、
本

人
か

ら
の

申
出

が
な

く
と

も
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

を
行

う
も

の
と

し
、

人
事

院
規

則
1
0
－

４
第

2
2
条

の
２

第
１

項
等

の
規

定
に

そ
の

旨
規

定
さ

れ
た

。
　

　
こ

の
た

め
、

地
方

公
務

員
に

つ
い

て
も

、
総

務
省

か
ら

各
地

方
公

共
団

体
に

対
し

て
、

労
働

安
全

衛
生

法
を

遵
守

す
る

と
と

も
に

、
国

家
公

務
員

と
の

均
衡

を
踏

ま
え

、
例

規
・
指

針
等

の
整

備
等

を
行

う
よ

う
助

言
を

行
っ

て
い

る
。

２
　

同
一

部
局

内
で

整
備

が
で

き
て

い
な

い
部

門
が

あ
る

場
合

に
は

、
整

備
し

て
い

な
い

部
局

と
し

て
計

上
し

て
い

る
。

４
　

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
1
0
0
％

と
な

ら
な

い
場

合
が

あ
る

。

一
部

事
務

組
合

等

4
,2

6
1

3
1
7

51



令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

部
局

数
割

　
合

(前
年

度
)

部
局

数
割

　
合

(前
年

度
)

部
局

数
割

　
合

(前
年

度
)

2
,6

3
7

1
,4

6
1

5
5
.4

%
(5

2
.1

%
)

1
1
4

4
.3

%
(8

.0
%
)

1
,0

6
2

4
0
.3

%
(4

0
.0

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
4
7

4
7

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
2
0

2
0

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

市
　

　
区

7
9
5

6
6
6

8
3
.8

%
(7

8
.9

%
)

3
2

4
.0

%
(7

.7
%
)

9
7

1
2
.2

%
(1

3
.5

%
)

町
　

　
村

9
2
6

5
3
9

5
8
.2

%
(5

5
.3

%
)

6
1

6
.6

%
(1

2
.2

%
)

3
2
6

3
5
.2

%
(3

2
.5

%
)

一
部

事
務

組
合

等
8
4
9

1
8
9

2
2
.3

%
(2

1
.4

%
)

2
1

2
.5

%
(4

.5
%
)

6
3
9

7
5
.3

%
(7

4
.1

%
)

1
,8

1
0

1
,2

4
0

6
8
.5

%
(6

5
.1

%
)

9
0

5
.0

%
(8

.8
%
)

4
8
0

2
6
.5

%
(2

6
.1

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
4
7

4
7

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
2
0

1
9

9
5
.0

%
(9

0
.0

%
)

1
5
.0

%
(5

.0
%
)

0
0
.0

%
(5

.0
%
)

市
　

　
区

7
9
3

6
4
1

8
0
.8

%
(7

5
.8

%
)

3
1

3
.9

%
(7

.1
%
)

1
2
1

1
5
.3

%
(1

7
.1

%
)

町
　

　
村

9
0
2

5
1
5

5
7
.1

%
(5

5
.2

%
)

5
6

6
.2

%
(1

1
.0

%
)

3
3
1

3
6
.7

%
(3

3
.8

%
)

一
部

事
務

組
合

等
4
8

1
8

3
7
.5

%
(2

9
.8

%
)

2
4
.2

%
(6

.4
%
)

2
8

5
8
.3

%
(6

3
.8

%
)

4
7

4
7

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
4
7

4
7

1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

市
　

　
区

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

町
　

　
村

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

一
部

事
務

組
合

等
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

7
3
2

4
7
6

6
5
.0

%
(6

1
.3

%
)

3
8

5
.2

%
(7

.7
%
)

2
1
8

2
9
.8

%
(3

1
.0

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
1

1
1
0
0
.0

%
(1

0
0
.0

%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
2
0

2
0

1
0
0
.0

%
(9

5
.0

%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

0
0
.0

%
(5

.0
%
)

市
　

　
区

3
6
5

3
0
1

8
2
.5

%
(7

7
.4

%
)

1
7

4
.7

%
(6

.8
%
)

4
7

1
2
.9

%
(1

5
.8

%
)

町
　

　
村

6
0

4
1

6
8
.3

%
(6

6
.7

%
)

4
6
.7

%
(8

.3
%
)

1
5

2
5
.0

%
(2

5
.0

%
)

一
部

事
務

組
合

等
2
8
6

1
1
3

3
9
.5

%
(3

6
.7

%
)

1
7

5
.9

%
(9

.3
%
)

1
5
6

5
4
.5

%
(5

4
.1

%
)

1
,5

2
3

1
,0

3
7

6
8
.1

%
(6

5
.1

%
)

7
5

4
.9

%
(8

.7
%
)

4
1
1

2
7
.0

%
(2

6
.1

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
4
0

3
9

9
7
.5

%
(9

7
.5

%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

1
2
.5

%
(2

.5
%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
1
9

1
8

9
4
.7

%
(9

4
.7

%
)

0
0
.0

%
(0

.0
%
)

1
5
.3

%
(5

.3
%
)

市
　

　
区

6
7
3

5
5
7

8
2
.8

%
(7

8
.4

%
)

2
7

4
.0

%
(7

.2
%
)

8
9

1
3
.2

%
(1

4
.5

%
)

町
　

　
村

5
4
2

3
2
9

6
0
.7

%
(5

9
.1

%
)

3
7

6
.8

%
(1

2
.3

%
)

1
7
6

3
2
.5

%
(2

8
.6

%
)

一
部

事
務

組
合

等
2
4
9

9
4

3
7
.8

%
(3

2
.3

%
)

1
1

4
.4

%
(7

.4
%
)

1
4
4

5
7
.8

%
(6

0
.3

%
)

（
注

）

５
　

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
専

任
の

職
員

が
所

属
す

る
団

体
の

み
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。

表
２

３
 
長

時
間

勤
務

者
に

対
す

る
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

の
状

況

２
 
長

時
間

勤
務

者
に

対
す

る
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

の
強

化
に

係
る

例
規

・
指

針
等

の
部

局
別

整
備

状
況

３
　

「
割

合
」
は

、
「
全

部
局

数
」
に

占
め

る
割

合
で

あ
る

。

４
　

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
1
0
0
％

と
な

ら
な

い
場

合
が

あ
る

。

１
　

長
時

間
勤

務
者

に
対

す
る

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
に

つ
い

て
は

、
平

成
3
1
年

４
月

１
日

か
ら

、
労

働
安

全
衛

生
法

第
6
6
条

の
８

第
１

項
等

の
規

定
に

よ
り

、
時

間
外

・
休

日
労

働
時

間
が

１
か

月
当

た
り

8
0
時

間
を

超
え

、
か

つ
疲

労
の

蓄
積

が
認

め
ら

　
れ

る
者

に
つ

い
て

、
本

人
の

申
出

が
あ

っ
た

場
合

に
は

、
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

さ
れ

た
。

ま
た

、
国

家
公

務
員

に
つ

い
て

は
、

こ
れ

に
加

え
、

超
過

勤
務

時
間

が
１

か
月

に
つ

い
て

1
0
0
時

間
以

上
又

は
２

～
６

か
月

平
均

で
8
0
時

間
を

超
え

る
　

場
合

に
は

、
本

人
か

ら
の

申
出

が
な

く
と

も
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

を
行

う
も

の
と

し
、

人
事

院
規

則
1
0
－

４
第

2
2
条

の
２

第
１

項
等

の
規

定
に

そ
の

旨
規

定
さ

れ
た

。
　

こ
の

た
め

、
地

方
公

務
員

に
つ

い
て

も
、

総
務

省
か

ら
各

地
方

公
共

団
体

に
対

し
て

、
労

働
安

全
衛

生
法

を
遵

守
す

る
と

と
も

に
、

国
家

公
務

員
と

の
均

衡
を

踏
ま

え
、

例
規

・
指

針
等

の
整

備
等

を
行

う
よ

う
助

言
を

行
っ

て
い

る
。

２
　

同
一

部
局

内
で

整
備

が
で

き
て

い
な

い
部

門
が

あ
る

場
合

に
は

、
整

備
し

て
い

な
い

部
局

と
し

て
計

上
し

て
い

る
。

未
　

　
定

公
 営

 企
 業

消
　

　
防

警
　

　
察

教
育

委
員

会

知
事

及
び

市
区

町
村

長

区
　

　
分

全
部

局
数

令
和

6
年

4
月

1
日

時
点

で
整

備
済

み
令

和
6
年

度
中

に
整

備
予

定
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３
 長

時
間
勤
務
者
に
対
す
る
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
の
対
象
と
な
る
要
件
（
団
体
区
分

別
）

令
和
６
年
４
月
１
日
現
在

部
局

数
（b

）
割

　
合

（b
/a

）
（前

年
度

）
部

局
数

（c
）

割
　

合
（c

/b
）

（前
年

度
）

部
局

数
（d

）
割

　
合

（d
/b

）
（前

年
度

）
部

局
数

（e
）

割
　

合
（e

/b
）

（前
年

度
）

99
.5

% 
  

59
.1

% 
  

32
.0

% 
  

8.
8%

  
 

(9
9.

5
%)

  
(6

0.
8%

) 
 

(3
1.

5%
) 

 
(7

.7
%)

  

97
.5

% 
  

49
.4

% 
  

32
.5

% 
  

18
.2

% 
  

(9
4.

9
%)

  
(5

0.
7%

) 
 

(3
3.

3%
) 

 
(1

6.
0%

) 
 

82
.4

% 
  

75
.8

% 
  

17
.7

% 
  

6.
5%

  
 

(7
7.

6
%)

  
(7

7.
7%

) 
 

(1
6.

2%
) 

 
(6

.1
%)

  

58
.6

% 
  

90
.1

% 
  

4.
4%

  
 

5.
5%

  
 

(5
6.

4
%)

  
(9

0.
5%

) 
 

(4
.2

%)
  

(5
.3

%)
  

28
.9

% 
  

80
.0

% 
  

12
.1

% 
  

8.
0%

  
 

(2
6.

3
%)

  
(8

1.
2%

) 
 

(1
1.

5%
) 

 
(7

.3
%)

  

63
.1

% 
  

79
.8

% 
  

13
.6

% 
  

6.
6%

  
 

(5
9.

8
%)

  
(8

1.
1%

) 
 

(1
2.

7%
) 

 
(6

.2
%)

  

（
注

）

４
　

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
専

任
の

職
員

が
所

属
す

る
団

体
の

み
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。

医
師

の
面

接
指

導
の

対
象

と
な

る
要

件

表
２

３
 
長

時
間

勤
務

者
に

対
す

る
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

の
状

況

人
事

院
規

則
の

規
定

よ
り

も
高

い
基

準
の

要
件

を
含

む
人

事
院

規
則

の
規

定
と

同
様

都
道

府
県

18
2 

 
1
81

区
分

全
部

局
数

（a
）

10
7

令
和

6年
4月

1
日

時
点

で
例

規
・指

針
等

を
整

備
済

み
そ

の
他

市
区

2
,6

26
  

2,
16

5

指
定

都
市

79
  

77

町
村

2
,4

30
  

1,
42

4
1,

28
3

62

14

58
16 14
0

38
25 38
4

1,
64

1

１
　

長
時

間
勤

務
者

に
対

す
る

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
に

つ
い

て
は

、
平

成
3
1年

４
月

１
日

か
ら

、
労

働
安

全
衛

生
法

第
66

条
の

８
第

１
項

等
の

規
定

に
よ

り
、

時
間

外
・休

日
労

働
時

間
が

１
か

月
当

た
り

80
時

間
を

超
え

、
　

か
つ

疲
労

の
蓄

積
が

認
め

ら
れ

る
者

に
つ

い
て

、
本

人
の

申
出

が
あ

っ
た

場
合

に
は

、
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

さ
れ

た
。

ま
た

、
国

家
公

務
員

に
つ

い
て

は
、

こ
れ

に
加

え
、

超
過

勤
務

時
間

が
１

か
月

に
つ

い
て

　
10

0
時

間
以

上
又

は
２

～
６

か
月

平
均

で
8
0時

間
を

超
え

る
場

合
に

は
、

本
人

か
ら

の
申

出
が

な
く

と
も

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
を

行
う

も
の

と
し

、
人

事
院

規
則

10
－

４
第

22
条

の
２

第
１

項
等

の
規

定
に

そ
の

旨
規

定
さ

　
れ

た
。

　
　

こ
の

た
め

、
地

方
公

務
員

に
つ

い
て

も
、

総
務

省
か

ら
各

地
方

公
共

団
体

に
対

し
て

、
労

働
安

全
衛

生
法

を
遵

守
す

る
と

と
も

に
、

国
家

公
務

員
と

の
均

衡
を

踏
ま

え
、

例
規

・指
針

等
の

整
備

等
を

行
う

よ
う

助
言

を
　

行
っ

て
い

る
。

２
　

同
一

部
局

内
で

部
門

に
よ

っ
て

整
備

状
況

が
異

な
る

場
合

に
は

、
よ

り
整

備
で

き
て

い
な

い
部

門
の

整
備

状
況

を
、

部
局

の
整

備
状

況
と

し
て

計
上

し
て

い
る

。

３
　

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
10

0％
と

な
ら

な
い

場
合

が
あ

る
。

3379 28
2

33
1

3,
40

0
57

9

50

合
計

6
,7

49
  

4,
26

1

一
部

事
務

組
合

等
1
,4

32
  

4
14

53



令
和
６
年
４
月
１
日
現
在

部
局

数
（
b
）

割
　

合
（
b
/
a）

(前
年

度
)

部
局

数
（
c）

割
　

合
（
c/

b
）

(前
年

度
)

部
局

数
（
d
）

割
　

合
（
d
/
b
）

(前
年

度
)

部
局

数
（
e）

割
　

合
（
e/

b
）

(前
年

度
)

2
,6

3
7
 

1
,4

6
1
 

5
5
.4

%
 

(5
2
.1

%
)

1
,1

7
3
 

8
0
.3

%
 

(8
1
.5

%
)

2
0
7
 

1
4
.2

%
 

(1
3
.3

%
)

8
1
 

5
.5

%
 

(5
.2

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
4
7
 

4
7
 

1
0
0
.0

%
 

(1
0
0
.0

%
)

2
4
 

5
1
.1

%
 

(4
4
.7

%
)

2
1
 

4
4
.7

%
 

(4
8
.9

%
)

2
 

4
.3

%
 

(6
.4

%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
2
0
 

2
0
 

1
0
0
.0

%
 

(1
0
0
.0

%
)

1
0
 

5
0
.0

%
 

(5
0
.0

%
)

7
 

3
5
.0

%
 

(4
0
.0

%
)

3
 

1
5
.0

%
 

(1
0
.0

%
)

市
　

　
　

区
7
9
5
 

6
6
6
 

8
3
.8

%
 

(7
8
.9

%
)

5
0
1
 

7
5
.2

%
 

(7
7
.5

%
)

1
3
2
 

1
9
.8

%
 

(1
7
.5

%
)

3
3
 

5
.0

%
 

(4
.9

%
)

町
　

　
　

村
9
2
6
 

5
3
9
 

5
8
.2

%
 

(5
5
.3

%
)

4
8
5
 

9
0
.0

%
 

(9
0
.6

%
)

2
6
 

4
.8

%
 

(4
.3

%
)

2
8
 

5
.2

%
 

(5
.1

%
)

一
部

事
務

組
合

等
8
4
9
 

1
8
9
 

2
2
.3

%
 

(2
1
.4

%
)

1
5
3
 

8
1
.0

%
 

(8
2
.8

%
)

2
1
 

1
1
.1

%
 

(1
2
.0

%
)

1
5
 

7
.9

%
 

(5
.2

%
)

1
,8

1
0
 

1
,2

4
0
 

6
8
.5

%
 

(6
5
.1

%
)

1
,0

0
5
 

8
1
.0

%
 

(8
2
.1

%
)

1
3
8
 

1
1
.1

%
 

(1
0
.7

%
)

9
7
 

7
.8

%
 

(7
.2

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
4
7
 

4
7
 

1
0
0
.0

%
 

(1
0
0
.0

%
)

3
0
 

6
3
.8

%
 

(6
3
.8

%
)

1
0
 

2
1
.3

%
 

(2
3
.4

%
)

7
 

1
4
.9

%
 

(1
2
.8

%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
2
0
 

1
9
 

9
5
.0

%
 

(9
0
.0

%
)

7
 

3
6
.8

%
 

(3
8
.9

%
)

5
 

2
6
.3

%
 

(2
7
.8

%
)

7
 

3
6
.8

%
 

(3
3
.3

%
)

市
　

　
　

区
7
9
3
 

6
4
1
 

8
0
.8

%
 

(7
5
.8

%
)

4
8
7
 

7
6
.0

%
 

(7
7
.7

%
)

1
0
1
 

1
5
.8

%
 

(1
4
.6

%
)

5
3
 

8
.3

%
 

(7
.6

%
)

町
　

　
　

村
9
0
2
 

5
1
5
 

5
7
.1

%
 

(5
5
.2

%
)

4
6
5
 

9
0
.3

%
 

(9
0
.4

%
)

2
1
 

4
.1

%
 

(4
.4

%
)

2
9
 

5
.6

%
 

(5
.2

%
)

一
部

事
務

組
合

等
4
8
 

1
8
 

3
7
.5

%
 

(2
9
.8

%
)

1
6
 

8
8
.9

%
 

(8
5
.7

%
)

1
 

5
.6

%
 

(7
.1

%
)

1
 

5
.6

%
 

(7
.1

%
)

4
7
 

4
7
 

1
0
0
.0

%
 

(1
0
0
.0

%
)

3
2
 

6
8
.1

%
 

(7
6
.6

%
)

1
2
 

2
5
.5

%
 

(1
7
.0

%
)

3
 

6
.4

%
 

(6
.4

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
4
7
 

4
7
 

1
0
0
.0

%
 

(1
0
0
.0

%
)

3
2
 

6
8
.1

%
 

(7
6
.6

%
)

1
2
 

2
5
.5

%
 

(1
7
.0

%
)

3
 

6
.4

%
 

(6
.4

%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

市
　

　
　

区
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

町
　

　
　

村
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

一
部

事
務

組
合

等
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

7
3
2
 

4
7
6
 

6
5
.0

%
 

(6
1
.3

%
)

3
7
4
 

7
8
.6

%
 

(8
0
.8

%
)

7
2
 

1
5
.1

%
 

(1
3
.0

%
)

3
0
 

6
.3

%
 

(6
.3

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
1
 

1
 

1
0
0
.0

%
 

(1
0
0
.0

%
)

0
 

0
.0

%
 

(0
.0

%
)

1
 

1
0
0
.0

%
 

(1
0
0
.0

%
)

0
 

0
.0

%
 

(0
.0

%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
2
0
 

2
0
 

1
0
0
.0

%
 

(9
5
.0

%
)

1
4
 

7
0
.0

%
 

(7
3
.7

%
)

4
 

2
0
.0

%
 

(2
1
.1

%
)

2
 

1
0
.0

%
 

(5
.3

%
)

市
　

　
　

区
3
6
5
 

3
0
1
 

8
2
.5

%
 

(7
7
.4

%
)

2
2
5
 

7
4
.8

%
 

(7
7
.5

%
)

6
0
 

1
9
.9

%
 

(1
6
.9

%
)

1
6
 

5
.3

%
 

(5
.6

%
)

町
　

　
　

村
6
0
 

4
1
 

6
8
.3

%
 

(6
6
.7

%
)

3
6
 

8
7
.8

%
 

(8
7
.5

%
)

1
 

2
.4

%
 

(2
.5

%
)

4
 

9
.8

%
 

(1
0
.0

%
)

一
部

事
務

組
合

等
2
8
6
 

1
1
3
 

3
9
.5

%
 

(3
6
.7

%
)

9
9
 

8
7
.6

%
 

(8
9
.3

%
)

6
 

5
.3

%
 

(3
.9

%
)

8
 

7
.1

%
 

(6
.8

%
)

1
,5

2
3
 

1
,0

3
7
 

6
8
.1

%
 

(6
5
.1

%
)

8
1
6
 

7
8
.7

%
 

(7
9
.6

%
)

1
5
0
 

1
4
.5

%
 

(1
3
.9

%
)

7
1
 

6
.8

%
 

(6
.4

%
)

都
 　

道
 　

府
 　

県
4
0
 

3
9
 

9
7
.5

%
 

(9
7
.5

%
)

2
1
 

5
3
.8

%
 

(5
9
.0

%
)

1
4
 

3
5
.9

%
 

(3
5
.9

%
)

4
 

1
0
.3

%
 

(5
.1

%
)

指
 　

定
 　

都
 　

市
1
9
 

1
8
 

9
4
.7

%
 

(9
4
.7

%
)

7
 

3
8
.9

%
 

(3
8
.9

%
)

9
 

5
0
.0

%
 

(4
4
.4

%
)

2
 

1
1
.1

%
 

(1
6
.7

%
)

市
　

　
　

区
6
7
3
 

5
5
7
 

8
2
.8

%
 

(7
8
.4

%
)

4
2
8
 

7
6
.8

%
 

(7
8
.1

%
)

9
1
 

1
6
.3

%
 

(1
6
.0

%
)

3
8
 

6
.8

%
 

(5
.9

%
)

町
　

　
　

村
5
4
2
 

3
2
9
 

6
0
.7

%
 

(5
9
.1

%
)

2
9
7
 

9
0
.3

%
 

(9
0
.7

%
)

1
4
 

4
.3

%
 

(4
.2

%
)

1
8
 

5
.5

%
 

(5
.1

%
)

一
部

事
務

組
合

等
2
4
9
 

9
4
 

3
7
.8

%
 

(3
2
.3

%
)

6
3
 

6
7
.0

%
 

(6
4
.9

%
)

2
2
 

2
3
.4

%
 

(2
1
.6

%
)

9
 

9
.6

%
 

(1
3
.5

%
)

（
注

）

３
　

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
1
0
0
％

と
な

ら
な

い
場

合
が

あ
る

。

４
　

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
専

任
の

職
員

が
所

属
す

る
団

体
の

み
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。

そ
の

他

医
師

の
面

接
指

導
の

対
象

と
な

る
要

件

表
２

３
 
長

時
間

勤
務

者
に

対
す

る
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

の
状

況

１
　

長
時

間
勤

務
者

に
対

す
る

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
に

つ
い

て
は

、
平

成
3
1
年

４
月

１
日

か
ら

、
労

働
安

全
衛

生
法

第
6
6
条

の
８

第
１

項
等

の
規

定
に

よ
り

、
時

間
外

・
休

日
労

働
時

間
が

１
か

月
当

た
り

8
0
時

間
を

超
え

、
か

つ
疲

労
の

蓄
積

が
　

認
め

ら
れ

る
者

に
つ

い
て

、
本

人
の

申
出

が
あ

っ
た

場
合

に
は

、
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

さ
れ

た
。

ま
た

、
国

家
公

務
員

に
つ

い
て

は
、

こ
れ

に
加

え
、

超
過

勤
務

時
間

が
１

か
月

に
つ

い
て

1
0
0
時

間
以

上
又

は
２

～
６

か
月

平
均

で
8
0

　
時

間
を

超
え

る
場

合
に

は
、

本
人

か
ら

の
申

出
が

な
く

と
も

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
を

行
う

も
の

と
し

、
人

事
院

規
則

1
0
－

４
第

2
2
条

の
２

第
１

項
等

の
規

定
に

そ
の

旨
規

定
さ

れ
た

。
　

　
こ

の
た

め
、

地
方

公
務

員
に

つ
い

て
も

、
総

務
省

か
ら

各
地

方
公

共
団

体
に

対
し

て
、

労
働

安
全

衛
生

法
を

遵
守

す
る

と
と

も
に

、
国

家
公

務
員

と
の

均
衡

を
踏

ま
え

、
例

規
・
指

針
等

の
整

備
等

を
行

う
よ

う
助

言
を

行
っ

て
い

る
。

２
　

同
一

部
局

内
で

部
門

に
よ

っ
て

整
備

状
況

が
異

な
る

場
合

に
は

、
よ

り
整

備
で

き
て

い
な

い
部

門
の

整
備

状
況

を
、

部
局

の
整

備
状

況
と

し
て

計
上

し
て

い
る

。

知
事

及
び

市
区

町
村

長

全
部

局
数

（
a）

公
 営

 企
 業

消
　

 
　

防

警
　

 
　

察

教
育

委
員

会

４
 長

時
間
勤
務
者
に
対
す
る
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
の
対
象
と
な
る
要
件
（
部
局
別
）

区
分

令
和

6
年

4
月

1
日

時
点

で
例

規
・
指

針
等

を
整

備
済

み
人

事
院

規
則

の
規

定
と

同
様

人
事

院
規

則
の

規
定

よ
り

も
高

い
基

準
の

要
件

を
含

む

54



人
数

割
　

合
（
b/

a）
（
前

年
度

）
人

数
割

　
合

（c
/b

）
（
前

年
度

）
人

数
割

　
合

（d
/b

）
（
前

年
度

）
人

数
割

　
合

（e
/b

）
（
前

年
度

）
人

数
割

　
合

（
f/

b
）

（
前

年
度

）
人

数
割

　
合

（
g/

b
）

（
前

年
度

）

6
4.

8
% 

  
20

.7
% 

  
20

.2
% 

  
13

.3
% 

  
0
.6

%
  

 
4
5
.2

%
  

 

(6
2
.9

%
) 

 
(2

3.
9%

) 
 

(3
1.

1%
) 

 
(1

5.
5%

) 
 

(1
.0

%
) 

 
(2

8
.5

%
) 

 

7
8.

5
% 

  
42

.4
% 

  
33

.5
% 

  
0.

7%
  

 
0
.2

%
  

 
2
3
.2

%
  

 

(7
8
.7

%
) 

 
(3

9.
1%

) 
 

(3
1.

6%
) 

 
(1

.5
%)

  
(0

.1
%
) 

 
(2

7
.7

%
) 

 

6
4.

5
% 

  
13

.8
% 

  
57

.6
% 

  
11

.3
% 

  
0
.4

%
  

 
1
7
.0

%
  

 

(6
6
.6

%
) 

 
(1

3.
9%

) 
 

(4
7.

6%
) 

 
(1

9.
4%

) 
 

(1
.0

%
) 

 
(1

8
.0

%
) 

 

7
8.

7
% 

  
3.

2%
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を

受
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受
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.0
%
)

3
0
.4

%
(0

.7
%
)

2
4

3
.4

%
(2

.2
%
)

（
注

）

５
　

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
専

任
の

職
員

が
所

属
す

る
団

体
の

み
調

査
対

象
と

し
て

い
る

。表
２
３
 長

時
間
勤
務
者
に
対
す
る
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
の
状
況

６
 
長

時
間

勤
務

者
に

対
す

る
医

師
に

よ
る

面
接

指
導

の
部

局
別

実
施

状
況

医
師

の
面

接
指

導
の

対
象

と
な

る
要

件
に

該
当

し
た

職
員

（
a）

医
師

の
面

接
指

導
が

行
わ

れ
な

か
っ

た
職

員
（
b
）

面
接

指
導

を
受

け
る

必
要

が
な

い
と

医
師

が
判

断
し

た
（
※

）
（
c）

職
員

に
対

し
、

面
接

指
導

を
受

け
る

こ
と

を
通

知
・勧

奨
し

た
が

、
反

応
が

無
か

っ
た

又
は

職
員

自
身

が
必

要
な

い
と

判
断

し
た

（ｄ
）

職
員

が
業

務
多

忙
で

面
接

時
間

を
確

保
で

き
な

か
っ

た
（
e）

職
員

が
人

事
異

動
や

休
職

等
に

な
っ

た
こ

と
に

よ
り

、
通

知
・
勧

奨
す

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

（
f）

そ
の

他
（
g）

区
分

４
　

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
1
0
0
％

と
な

ら
な

い
場

合
が

あ
る

。

知
事

及
び

市
区

町
村

長

教
育

委
員

会

警
　

　
察

消
　

　
防

公
 営

 企
 業

１
　

職
員

数
は

令
和

５
年

度
の

延
べ

人
数

で
あ

る
。

２
　

（
※

）
労

働
安

全
衛

生
規

則
第

5
2
条

の
2
第

1
項

の
規

定
に

よ
り

、
時

間
外

勤
務

時
間

算
定

の
期

日
前

１
か

月
以

内
に

面
接

指
導

を
受

け
た

職
員

な
ど

に
つ

い
て

、
面

接
指

導
を

受
け

る
必

要
が

な
い

と
し

て
医

師
が

判
断

し
た

場
合

は
、

面
接

指
導

を
行

わ
な

い
こ

と
が

認
め

ら
れ

て
い

る
。

３
　

医
師

の
面

接
指

導
が

行
わ

れ
な

か
っ

た
そ

の
他

の
主

な
理

由
と

し
て

は
、

「
産

業
医

と
日

程
の

調
整

が
つ

か
な

か
っ

た
」
な

ど
で

あ
る

。
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9
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7
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%

(9
9
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%
)
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%
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(9
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%
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（
注
）
１
　
そ
れ
ぞ
れ
労
働
安
全
衛
生
法
に
基
づ
く
選
任
・
設
置
状
況
等
を
計
上
し
て
い
る
。

（
注
）
２
　
「
情
報
提
供
を
行
っ
て
い
る
事
業
場
数
」
は
、
労
働
安
全
衛
生
法
第
1
3
条
に
基
づ
き
産
業
医
へ
情
報
提
供
し
て
い
る
事
業
場
数
を
計
上
し
て
い
る
。

（
注
）
３
　
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
専
任
の
職
員
が
所
属
す
る
団
体
の
み
調
査
対
象
と
し
て
い
る
。
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,5
0
4

6
,4
9
4

4
,4
0
9

1
,6
7
4

1
,6
6
5
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,5
1
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1
,0
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,0
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,8
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0
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,7
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,4
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0
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4
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0

1
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,6
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0
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0
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5
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6
,7
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0

1
4
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5
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1
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6
6

6
,9
6
2

1
2
,4
0
3

1
,6
3
1

1
,5
7
5

1
,0
0
0

1
4
,9
5
0

1
4
,6
3
4

1
,0
0
6

2
7
3

8
9
5

8
4
2

4
5
2

0
0

0

4
0

4
,6
1
9

4
,4
3
8

2
,3
8
3

1
,6
5
8

1
,5
5
9

4
2
8

4
9
5

4
7
8

2
8
5

2
5
0

2
7
3

4
8
8

1
,6
7
4

1
,6
6
5

4
,6
1
9

合
計

区
分

合
計

都
道
府
県

指
定
都
市

市
区

町
村

4
,4
7
9

1
,6
5
8

1
,5
6
6

6
,5
0
4

6
,4
6
8

4
1
5

4
1
3

4
8

4
7

2
5
8

表
２

４
　

 
安

全
衛

生
管

理
体

制
の

整
備

状
況

（
令

和
５

年
度

）

都
道
府
県

指
定
都
市

市
区

一
部
事
務
組
合
等

3
2
0

7
2
0

2
,4
6
4

1
,4
4
8

5
,2
7
3

選
任

し
て
い
る

事
業
場

安
全
管
理
者

総
括
安
全
衛
生
管
理
者

選
任
を

要
す
る

事
業
場

選
任

し
て
い
る

事
業
場

選
任
を

要
す
る

事
業
場

選
任

し
て
い
る

事
業
場

区
分

4
7
0

衛
生
委
員
会

1
3
5

3
4
,1
7
0

設
置
を

要
す
る

事
業
場

設
置

し
て
い
る

事
業
場

毎
月
1
回
以
上

開
催
し
て
い
る

事
業
場
数

設
置
を

要
す
る

事
業
場

設
置

し
て
い
る

事
業
場

毎
月
1
回
以
上

開
催
し
て
い
る

事
業
場
数

産
業
医

安
全
委
員
会

選
任

し
て
い
る

事
業
場

職
場
を
巡

視
し
て
い
る

事
業
場
数

衛
生
管
理
者

安
全
衛
生
推
進
者
等

一
部
事
務
組
合
等

町
村

1
,4
9
3

9
6
1

3
,8
4
4

5
1

4
0
7

1
,1
9
8

3
,7
7
6

1
,5
3
7

5
,4
8
5

2
1
9

4
4
5

4
9
5

情
報
提
供
を

行
っ
て
い
る
事

業
場
数

選
任
を

要
す
る

事
業
場

4
9
5

6
,5
0
4

1
,6
7
4

4
,6
1
9

3
0
4

3
0
4

選
任
を

要
す
る

事
業
場

5
8

2
5

2
0
7

5
,0
4
4

5
,7
1
9

1
9
,0
8
4

2
,8
3
3

1
,4
9
0

6
,4
7
2

1
,6
6
9

4
,4
5
6

1
,5
4
8

0

1
,6
4
6

3
,5
7
7

2
0
,6
6
4

職
場
を
巡

視
し
て
い
る

事
業
場
数

5
,7
6
2

5
,1
3
1

4
8
5

2
4

6
8
7

1
,6
5
8

１
　

安
全

衛
生

管
理

体
制

の
団

体
区

分
別

整
備

状
況

職
場
を
巡

視
し
て
い
る

事
業
場
数

1
,0
1
4

8
7
2

0
0

6
2

1
3
5

6
8
8 0

選
任
を

要
す
る

事
業
場

2
0
7

選
任

し
て
い
る

事
業
場

4
6
8

4
3
7

2
9
7

6
8
5 0
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状
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し
て
い
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。
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行
っ
て
い
る
事
業
場
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し
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を
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し
て
い
る
。

1
4
,9
5
0

1
4
,6
3
4

8
,5
1
1

1
,2
3
0

9
1
9

知
事
及
び
市
区
町
村
長

教
育
委
員
会

警
察

消
防

公
営
企
業

知
事
及
び
市
区
町
村
長

教
育
委
員
会

1
,5
7
5

1
,0
0
0

4
1
8

3
5
0

1
,2
5
7

0
0

9
8
7

9
5
5

5
7
4

警
察

消
防

公
営
企
業

9
8
7

9
6
3

4
4
4

8
4
6

0

1
4
,9
5
0

1
4
,6
6
6

6
,9
6
2

1
2
,4
0
3

1
,6
3
1

1
,2
5
7

1
,2
3
8

7
0
0

1
,0
7
6

4
2
1

2
,3
1
7

6
,4
3
7

6
,2
9
0

2
,8
9
6

5
,2
8
2

3
0
8

1
,3
4
8

1
,3
4
8

1
,0
7
0

1
,2
9
3

0
0

0
1
,3
4
8

2
8
9

1
5
9

6
,4
3
7

6
,3
2
7

3
,4
2
3

1
,3
4
8

1
,2
7
8

4
,9
2
1

4
,8
2
7

1
,8
5
2

3
,9
0
6

9
0
2

8
6
8

4
9
1

4
,9
2
1

設
置

し
て
い
る

事
業
場

職
場
を
巡

視
し
て
い
る

事
業
場
数

情
報
提
供
を

行
っ
て
い
る
事

業
場
数

毎
月
1
回
以
上

開
催
し
て
い
る

事
業
場
数

4
,7
7
4

区
分

産
業
医

安
全
委
員
会

衛
生
委
員
会

選
任
を

要
す
る

事
業
場

設
置
を

要
す
る

事
業
場

設
置
を

要
す
る

事
業
場

選
任

し
て
い
る

事
業
場

設
置

し
て
い
る

事
業
場

毎
月
1
回
以
上

開
催
し
て
い
る

事
業
場
数

2
6
3

1
,0
5
5

1
,0
5
3

1
,8
5
0

1
,7
0
2

2
5
4

2
5
2

5
5
2

5
4
0

4
8
6

1
,4
7
0

1
4
,9
5
0

1
4
,6
3
0

1
0
,2
2
5

3
6
,7
8
0

3
4
,1
7
0

1
,2
5
7

1
,2
3
8

8
4
1

1
,1
4
0

1
,0
2
5

4
,9
2
1

4
,7
5
8

2
,7
2
9

1
2
,0
3
8

1
1
,0
9
1

1
1

0
0

2
2

2
2

0
0

0 0
9
8
7

9
6
3

7
1
5

2
,0
8
3

1
,9
4
0

1
,3
4
8

1
,3
3
5

1
,1
9
5

2
9
6

表
２

４
　

 
安

全
衛

生
管

理
体

制
の

整
備

状
況

（
令

和
５

年
度

）

区
分

総
括
安
全
衛
生
管
理
者

安
全
管
理
者

衛
生
管
理
者

安
全
衛
生
推
進
者
等

選
任
を

要
す
る

事
業
場

選
任
を

要
す
る

事
業
場

選
任
を

要
す
る

事
業
場

選
任
を

要
す
る

事
業
場

２
　

安
全

衛
生

管
理

体
制

の
部

局
別

整
備

状
況

合
計

合
計

選
任

し
て
い
る

事
業
場

選
任

し
て
い
る

事
業
場

選
任

し
て
い
る

事
業
場

選
任

し
て
い
る

事
業
場

職
場
を
巡

視
し
て
い
る

事
業
場
数

職
場
を
巡

視
し
て
い
る

事
業
場
数

1
9
1

1
9
1

3
5
4

2
8
6

5
8
7

5
8
7

9
4
4

8
7
6

7
8
0

2
0
4

6
,4
3
7

6
,3
3
6

4
,7
4
5

2
1
,2
2
3

1
9
,8
5
1

58



宮城県仙台市では、職員のワークライフバランスの推進を図るため、全職場を
対象とした時差出勤制度を導入。制度の対象職員であれば、理由を問わず勤務時
間の区分変更の申請が可能。

対象職員 正職員、再任用職員（フルタイム勤務・短時間勤務）及び臨時的任用職員

対象職場

全職場を対象（※）

※対象日ごとに勤務時間が異なるなど様々な勤務時間が設けられている変
則勤務職場や、窓口業務を有する職場については、業務に支障が生じな
い範囲で対応

申請手続き

⚫ 職員は、下記から勤務区分を選択し、原則として、時差出勤を利用する
月の前月の末日までに所属長に申し出。やむを得ないと所属長が認める
ときは、時差出勤を利用する日の前日までの申し出も可。

⚫ 所属長は、公務の運営に支障がないと認められるときは、申請を承認。

承認にあたって
の配慮事項

① 育児、介護等の時差出勤を必要とする事情の有無や、時差出勤を利用
しようとする職員の勤務の状況（超過勤務時間等）

② 窓口職場等において、特定の職員だけが時差出勤を利用し、職場内で
不均衡が生じないよう、窓口当番を決めるなどの調整

⚫ 新型コロナウイルス感染症対策として時差出勤制度を実施していたが、同感染
症が感染症法上５類に移行されたことを契機に、職員のワークライフバランス
を充実させる観点から継続。

⚫ 育児・介護等のための早出遅出勤務も存在していたが、上記と同じタイミング
で時差出勤制度に統合し、一体的な運用を実施している。

勤務区分 勤務時間 休憩時間

早出２ 7：30～16：15

12：00～13：00

早出１ 8：00～16：45

通常 8：30～17：15

遅出１ 9：00～17：45

遅出２ 9：30～18：15

＜勤務区分（１日単位で変更可能）＞

時差出勤制度の取組事例

【宮城県仙台市】時差出勤制度によるワークライフバランスの推進の取組

制度導入の経緯

制度概要

017621
テキストボックス
 別添
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